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【研究要旨】 

平成 20年代に入って危険ドラッグの乱用が危機的状況となり深刻な社会問題となっ

たが、平成 25年 8月の「第四次薬物乱用防止五カ年戦略」や平成 26年 7月の「危険

ドラッグの乱用の根絶のための緊急対策」の実施により、平成 27年 7月にはその実販

売拠点（店舗）が全滅したとされている。しかし、販売方法の主流がデリバリー販売や

インターネット販売に移行し、「シバガス」（N₂O）のような新しい危険ドラッグも出現

して、引き続き監視、取締、啓発を行っていくことは重要となっている。また、危険ド

ラッグの乱用が減少した半面、乱用が大麻に移行する可能性がある。 

一方、大麻については、大麻を嗜好品として使用したいとする一部のグループにより、

「大麻は安全」、「大麻は医薬品」、「アルコールより危険が少ない」等の情報が氾濫し、

大麻乱用のリスクについての正しい情報の提供が急務となっている。 

平成 28年度の本研究事業では喫緊の課題解決が必要かつ、危険ドラッグに使われるカ

ンナビノイド系の元祖とも言える THCを含有する大麻関連の調査・研究を実施し、短

期間ではあるが次のような成果が得られた。 

 

研究 II-1. 大麻の植物学的文献調査 

分担研究者 花尻瑠理  研究協力者 緒方 潤（国立医薬品食品衛生研究所生薬部） 

[目的] 1753年、リンネによって Cannabis sativa L と命名・分類された大麻について最

近の知見を調査し、大麻の生物学的・分類学的位置を明確にし、乱用防止のための普及啓発

に資することを目的とした。 

[成果] リンネの命名以降続いてきた「大麻は一属一種」という考え方は、最近の DNA解

析に基づく分類でも主流とみなされている。一方で，大麻中のカンナビノイド化合物の含有

成分差や葉・茎などの形状に多様性がみられるため，化学的，遺伝学的アプローチによる分

類研究は継続的に行われており，分類における論争が続いている．大麻の多様性の最大の要

因は人為的な交配・育種による大麻栽培種としての有用形質の選抜によるものであり，今後

は「種」という定義だけでなく「栽培種」としての新たな植物名が登場して C. sativa L 

以外の規制植物、規制除外植物が誕生する可能性が示唆された。 



研究 II-2 大麻の依存性及び臨床薬理学的知見に関する研究 

分担研究者  鈴木 勉（星薬科大学薬学部） 

[目的] 大麻研究ではカンナビノイド受容体（CB1 と CB2）の発見に伴い、リガンドの開

発や受容体機能の研究が活発に行われており、それに伴って薬物依存や薬物治療について

も多くの知見が報告されている。WHOは大麻依存の薬理学的研究と大麻の医療での使用に

関する臨床薬理学的研究に関するレビューを行ったので、我が国の大麻問題に関する資料

とするために、これをとりまとめた。 

[成果]  2016 年のＷＨＯ薬物依存専門委員会の大麻に関する会議において公開された薬

物依存についての Jason White のレビューでは、特に THCは薬物依存の基礎研究におい

て全ての精神依存評価法を用いた報告で陽性を示した。また、身体依存に関してはこれまで

の報告を覆し、THCが身体依存を形成することを示す複数の論文が紹介されている。 

一方、大麻の医療での使用に関しての Launa Amato等の総説では、これまで有効性が期待

されていた多発性硬化症、慢性神経障害性疼痛、認知症・トウレット症候群、エイズ、化学

療法を受けているがん患者の悪心・嘔吐などに対するカンナビノイドの治療効果や既存の

治療法に対する優位性の検証を試みたが明確な科学的エビデンスを得ることは出来なかっ

たとの現状が報告されている。 

 

 

研究 II-3 脳の機能的・解剖学的側面から見た大麻の有害性に関する調査研究 

分担研究者  山本 経之  研究協力者  山口 拓、福森 良（長崎国際大学大学院薬学

研究科 薬理学研究室） 

[目的]  大麻は、若者を中心に近年最も広く乱用されている規制薬物である。大麻の有害

性については、１）摂取期間 (短期間・長期間)、 ２）摂取量 (少量・多量)、 ３）摂取時・

退薬時、 ４）摂取時期(青少年期・成年期) および ５）作用部位(末梢・中枢)の相違によっ

て必ずしも一定ではなく、異なることが示唆されている。大麻の有害性に関する最近の報告

に焦点を当て、脳の高次機能を中心に調査研究を実施し、妥当性のある科学的総括を加える

ことは重要な意義がある。 近年増加傾向にある大麻乱用を念頭に、大麻／THC／CBD の

脳への機能的／解剖学的側面から見た作用を最近の基礎・臨床の論文を基に調査すること

を目的としている。また、臨床研究と基礎研究（動物実験）との 2 つを調査研究対象とし

て、動物実験での基礎的結果が大麻の臨床知見と如何なる相関性・予測性を有しているかを

追究し、引いては大麻／THC摂取時／退薬時での臨床症状の発現機序を動物実験の研究成

果から推察する可能性も検討した。 

[成果]  大麻の大量使用により精神疾患および認知障害の発現リスクが高くなる。特に、

青少年期の常用的な大麻の大量摂取は、成人期のそれと比べて、重度かつ持続的な悪影響を

及ぼすことが動物試験と臨床試験から共に指摘されている。一方、脳の発達には内因性カン

ナビノイド系が重要な役割を果たしている。このことから、青少年期における大麻の長期的



な使用は、青少年期の正常な神経成熟過程に影響を及ぼし、この神経発達過程の破綻が、青

少年期の大麻の常用的使用と関連している認知障害および情動障害の誘因となっている可

能性が考えられる。さらに大麻の常用的使用は、内側側頭皮質、側頭極、海馬傍回、島、眼

窩前頭皮質での灰白質の体積減少等脳の形態学的変化と関連するという報告が数多くなさ

れている。これらの脳領域はカンナビノイド CB1受容体が豊富に発現しており、動機付け、

情動行動、情報の処理機能との関連性が示唆されている。さらに、これらの脳領域の灰白質

体積の減少は、大麻の使用頻度や大麻使用の開始年齢と相関することが指摘されている。こ

れらの知見は、大麻の有害性に関して大麻の使用時期が重要な意味を持つことを示してい

る。 

 

 

II-4 大麻及び関連化合物の生体作用に関する文献検索 

分担研究者 舩田 正彦  研究協力者 富山 健一、大澤 美佳、岩野 さやか（国立精神・ 

神経医療センター精神保健研究所 薬物依存研究部） 

[目的] 我が国における薬物乱用状況では最近大麻の乱用が増加しており特に青少年による

大麻乱用や大麻取締法で規制されている大麻所持、違法大麻栽培等の事例が生じている。一

方、大麻使用の歴史が長い米国では大麻の医療での使用やさらには 2012年ごろからワシン

トン、コロラド、オレゴン州等で連邦法では禁じられている嗜好品としての使用も州法の範

囲内で合法化されている。このような状況下では大麻による健康影響に関する情報を整理

し、提供することは不可欠である。そこで、本研究では大麻の臨床上の特性についての文献

を「有害作用」と「臨床応用」に着目し検索した。 

[成果] 大麻の主な薬理作用として、(1)脱抑制、リラクゼーション、社交性の向上、饒舌 

(2)高揚感、食欲増進(3)抑うつ、興奮、パラノイア、錯乱、眠気、パニック発作(4)音刺激、

触覚に対する知覚の変容(5)吐き気、頻脈、顔面潮紅、口渇、振戦(6)時間感覚の歪み、短期

記憶の障害 (7)自動車の運転への影響、運動失調と判断力の障害(8)摂取量の増加に伴って

増強する錯覚、妄想、幻覚(9)多量使用による情緒不安定等が挙げられる。大麻の喫煙は速

や か な 精 神 作 用 を 示 す 。 大 麻 の 精 神 活 性 物 質 と し て 知 ら れ る Δ ９ -

THC(tetrahydrocannabinol)は喫煙で摂取した方が経口摂取に比べて 2.6~3 倍強力である

とされている。 

大麻喫煙の急性作用として学習能力やブレーキ操作反応の遅延等自動車運転能力の阻害効

果が認められた。また、Δ９－THCの摂取では用量依存的に認知や行動の制御が障害され

た。慢性的な大麻使用による行動障害についてはかなり詳細なアンケートによる調査が行

われ使用の期間、頻度、量などと様々な行動と認知の尺度による解析で記憶、注意力、精神

運動速度が対照群に比して有意に劣ることなどが示された。また、薬物依存・退薬症候の発

現や統合失調症・うつ病の発症リスクの増加（特に、若年からの使用はハイリスク）等の特

徴が確認されている。 



一方、大麻の医療への応用について、神経因性疼痛の緩和、HIV患者等の食欲増進、多発性

硬化症の痙縮発症に対する効果などが評価例として挙げられる。効果が認められる場合も

研究対象のサイズが小さいことや研究のデザインなどによる信頼性の低さなどが問題とさ

れる例が多く、医療への応用については有害作用を考慮した慎重な検証が必要と判断され

た。 

 

 

II-5 米国における大麻規制の現状 

分担研究者 舩田 正彦  研究協力者 富山 健一、堀口 忠利（国立精神・神経医療セン

ター精神保健研究所 薬物依存研究部） 

 [目的]  米国カリフォルニア州では、2016年の住民投票により、大麻の嗜好品としての

使用について合法化されることとなった。米国の人口は 3 億人を超え、世界でも 3 番目の

多さとなっているが、州別ではカリフォルニア州が 3,800 万人を超え 1 位となっている。

したがって、カリフォルニア州における大麻の嗜好品合法化は大きな影響力を持つと考え

られる。 

本研究では、米国における大麻の医療用用途の現状を検索するとともに、カリフォルニア州

を訪問し、医療用用途並びに嗜好品合法化の現状についての聞き取り調査を実施し「合法化」

までの経緯と内容の詳細を確認することを目的とした。 

[成果]  大麻の医療利用：カリフォルニア州では医師による推薦書を入手し、医療大麻販

売店で購入することが一般的であった。医療大麻販売店の開設に際しては、州への手続きが

必要であるが、必ずしも厳守されていない店も存在するようである。大麻の利用が認められ

る適応症の数は多く、ワシントン DCと合法化した 28州ごとに一定しておらず医薬品とし

ての有効性に関する検証が必要であると考えられる。医療用に利用する場合、厳密な治療プ

ログラムの構築が望まれる。 

嗜好品としての大麻：カリフォルニア州では、Proposition64による規制下での運用が始ま

る予定である。大麻の販売に関して、課税の基準、医療用との差、州内の地域別における規

制、販売の制限、使用者の制限について定めている。嗜好品としての位置づけについては「嗜

好品」という用語から、自由に使用できるイメージであるが、年齢制限、使用できる場所、

所持量の制限などの規制が伴うことが判明した。 

また、大麻の青少年における使用に関しては、乱用防止政策を強化する方針であった。 

つまり、同州においては、詳細な規制システム下で大麻を嗜好品として容認している現状が

明らかになった。 

なお、米国においては、連邦法レベルでは大麻の使用は医療及び嗜好品としてともに認めら

れていない。 

 

 



II-6  米国ワシントン州における大麻販売店舗の現状 

分担研究者 鈴木 勉（星薬科大学薬学部）  研究協力者 宮竹 真由美（ワシントン大学

薬学部元研究員） 

[目的]  米国におけるカンナビノイドの流通実態を知るために、大麻の合法化を住民投票で

決定したワシントン州のカンナビノイド販売店（Cannabinoid Shop  Northwest 

Collective, Olympia, WA, USA）（小売り）の実態調査を実施した。 

[成果]  ワシントン州では大麻は完全に合法化されており、販売店で購入する際にも医師の

処方箋は不要である。医師に大麻が有効だというメディカルカードを書いてもらうと医療

大麻が割引で購入できる。但し医師の診断を受けるにはそれなりの代金を払う必要がある。

また、州認定の医療カンナビスコンサルタント(マリファナコンサルタント)が存在し、痛み

や疾患に悩む人たちの支援をしている。医療用マリファナコンサルタントの資格を得るに

は、21歳以上であること、州の定めるトレーニングプログラムを最低 20時間以上受講し試

験に合格することが必要で、このトレーニングの項目には、マリファナ関連の州法、マリフ

ァナ品質管理、症状に合わせたマリファナの選択方法と使用方法、未成年のマリファナ使用

防止方法、倫理、患者のプライバシーや権利、マリファナの過剰投与、乱用、依存形成のリ

スクとその症状等が含まれており、これを完了し、試験に合格した証明と申請料(95ドル)を

州に支払うと資格を取得できる。 

大麻の合法化を住民投票で決定したワシントン州の大麻製品販売店の実態調査から、流通

の規制や医療制度の問題を知ることができたが、特に、成長期の大麻使用により、男児の将

来における統合失調症の発症率に大きく関わってくるので、医療用マリファナコンサルタ

ントの資格を設け、ある程度の規制を行っていると考えられる。一方、がんや多発性硬化症

への有効性が期待されているが、他の治療を上回る効果であるかなど、課題も多い。 

今回の調査では、米国の各州で続く大麻の合法化の背景、特に医療向けの大麻には米国の医

療制度、医療費の問題が大きくかかわっていることが判明した。しかし、我が国では医療制

度が完備されており、適切な医療を多くの国民が受けることができている。したがって、有

効性や安全性が不明瞭なカンナビノイドに頼る必要はないと考えられる。また、薬物乱用に

対する国民の意識の違いも大きくかかわっている。このようなことから、我が国では医療向

けの大麻の必要性は考えられない。 

 

 

II-7 欧州における大麻の規制状況に関する調査 

分担研究者 花尻瑠理（国立医薬品食品衛生研究所 生薬部） 

[目的]  大麻は国連の 1961年麻薬に関する単一条約で規制されているが、近年、医療目的

の大麻使用を合法化する国が増えており、嗜好品としての所持・使用を認めている国・地域

も散見されるなど国際的に規制に関する考え方が問題になっている。そこで、今年度はほか

の研究班による北米での調査結果と対比すべく欧州における大麻規制の現状を調査するこ



ととした。 

[成果]  欧州での嗜好用大麻の規制に関しては国によって所持、使用、栽培、に対する規制

が異なっている。近年、欧州で個人使用のための少量の大麻所持に対する罰則を軽減化する

傾向が認められるが、英国のように 2004年に Class Bから Class Cに緩めた規制を 2009

年に再び Class B へと規制を強化している国も存在する。オランダでは許可を得ていない

大麻の栽培、供給、所持は犯罪となるが、合法的に大麻を販売している「コーヒーショップ」

の存在がしられている。コーヒーショップでの大麻販売には地方自治体の認可が必要であ

るが、自治体の２/３はコーヒーショップを認可していない。オランダでは大麻使用に対す

る容認度が高く、若年層の大麻使用率も高い。また、国外からの「大麻ツアー」が商業化さ

れ、犯罪の温床として懸念されていることから、2013年に規制強化が行われ、国外からの

ツアー客への大麻の販売が禁止された。他方欧州には特定のメンバーが集まり、個人消費量

から算出した限定量の大麻を栽培し生産物を共有するという考えの「Cannabis Social 

Clubs」(以下、CSC)なるものが，主にベルギー，フランス，ドイツ，スロベニア，スペイ

ンなどの国の活動家により推進されている。2015 年にはスペインの最高裁はこの CSC の

活動は違法薬物取引に当たると判断しておりまた、いずれの国においても、国際的に禁止さ

れている「大麻の供給」に抵触するものとして、公的には認められていない。 

欧州においては大麻関連の医薬品として四つの製品が認可されている（分担研究報告書の

表１参照）。4 製品のうち二つは主成分が合成化合物で他の製品は大麻由来製品である。こ

のうち英国の GW Pharmaceuticals 社が開発した Sativex は英国の MHRA（Medicines 

and Healthcare Products Regulatory Agency）により初めて多発性硬化症による痙縮治療

用の処方薬として認可された。現在では欧州 18 か国で認可されている。ドイツでは 2017

年に法改正が行われ，医師の処方により薬局で品質が確保された医療向けの大麻を得るこ

とが可能となった。オランダでは医療向けの大麻の生産・販売は OMC（The Office of 

Medicinal Cannabis)が認可している。様々な THC 含有量と CBD 含有量の医療向けの大

麻があり、多発性硬化症、がん・HIV患者、慢性神経障害性疼痛等に適用され、医師の処方

により薬局で販売されるが、保険の適用はない。2015年 3月の時点で約 1200名の患者が

医療向けの大麻の処方を受けている。また、Bedrocan社は 2003年から国の監督下に医療

向けの大麻を生産・販売しており、海外にも輸出している。 

産業用大麻については基本的に活性成分 THCの含有量が 0.2％以下のものは大麻としての

規制は受けず、「ヘンプ」として多くの種類の製品が製造・販売されている。ただし、THC

含量が 0.2%を超えないヘンプ栽培種として証明・登録されている種子を用いて栽培する必

要がある。 

 

II-8 薬物乱用防止のより効果的な普及啓発に関する社会薬学的研究 

分担研究者 鈴木 順子（北里大学薬学部薬学教育研究センター 社会薬学部門） 

研究協力者 宮本 法子（北里大学薬学部） 



      斉藤 百枝美（帝京大学薬学部実務実習センター） 

      山田 哲也（東京薬科大学薬学部 中国医学） 

      田口 真穂（横浜薬科大学 実務実習センター） 

      大澤 光司（(一社)全国薬剤師・在宅療養支援連絡会） 

      君島 正 （(一社)栃木県薬剤師会 学校薬剤師委員会） 

      北村 哲司（（一社）宮城県薬剤師会 学校薬剤師・薬物乱用防止対策委員会） 

      轡  元治（(一社)宮城県薬剤師会 学校薬剤師・薬物乱用防止対策委員会） 

[目的]  平成 25年 8月に始まった第四次薬物乱用防止五カ年戦略の中で様々な薬物乱用防

止対策の活動が進められているが、それら活動の最中でも乱用の状況に変化が認められる。

本研究では、これら社会情勢の変遷にともない変化する薬物乱用の実情を多面的に調査・検

討してこれからの乱用防止対策に資することを目的とする。 

[成果] 公的資料による国や自治体が進めている施策の現況調査、科学論文等の公開情報に

基づく乱用薬物の流通状況などについての情報共有、薬物乱用についての市民の意識調査、

学会や大学等アカデミアの地域連携事業としての乱用防止啓発活動に関するインタビュ

ー・資料調査、さらには関係組織・団体を集めた乱用防止対策についての情報交換会実施等

を行った結果次のような結論に至った。  

すなわち、薬物乱用防止活動の中核を担うのは教育と啓発である。しかし、このような教育・

啓発という手段は受け取る者の意識と行動の変容を促す、つまり、「人格への介入」を伴う

ものである。そこで最も重要なのは乱用防止の根拠となる最新の正確な科学的知見であり、

これを社会学的・教育学的論理によってきちんとした形に構築しなければならない。例えば

地域の乱用防止教育に関わっている学校薬剤師会は「乱用防止教室」の内容を大学での正規

のカリキュラムとする必要があり、そのための共通教科書の作成や指導要領の策定が望ま

しいと考えている。 

大麻については海外での規制緩和がかなり進んでおり、医療制度、医療環境が著しく異なる

ことから、それらに比べて厳しい法的規制をかけている我が国においても様々な手段によ

って「医療での使用」や「嗜好品としての使用」の合法化を求めるグループがある。今後 2020

年の東京オリンピックを契機に国外からの民間人の訪問も増加することが見込まれるので、

大麻をはじめとする違法薬物の流入を阻止するため、それらの有害性に関する正確な科学

的知見の確立と適切な論理での説明手段の開発に努力する必要がある。 

                   

                  [結論] 

 

１） 植物学的分類：大麻はそのカンナビノイド化合物の含有成分量や植物体の形状に多様

性が認められるため継続的に分類研究が行われ、論争が続いてきたが、今日でも Cannabis 

sativa L は一属一種と考えられている。また、現在は栽培種としての命名法も提案されて

いる。 



２） 大麻の生理活性（生体作用）：２０１６年のＷＨＯ薬物依存専門委員会の大麻に関する

会議において公開された薬物依存についての Jason White のレビューでは、カンナビノ

イドは薬物依存を生じないというこれまでの報告を覆し、大麻が身体依存を形成すること

を示す複数の論文が紹介されている。一方、大麻の主な薬理作用として、(1)脱抑制、リラク

ゼーション、社交性の向上、饒舌(2)高揚感、食欲増進(3)抑うつ、興奮、パラノイア、錯乱、

眠気、パニック発作(4)音刺激、触覚に対する知覚の変容(5)吐き気、頻脈、顔面潮紅、口渇、

振戦(6)時間感覚の歪み、短期記憶の障害 (7)自動車の運転への影響、運動失調と判断力の

障害(8)摂取量の増加に伴って増強する錯覚、妄想、幻覚(9)多量使用による情緒不安定等が

挙げられる。大麻の喫煙は速やかな精神作用を示す。大麻の精神活性物質として知られるΔ

９-THC(tetrahydrocannabinol)は喫煙で摂取した方が経口摂取に比べて 2.6~3 倍強力であ

るとされている。大麻喫煙の急性作用として学習能力やブレーキ操作反応の遅延等自動車

運転能力の阻害効果が認められた。慢性的な大麻使用による行動障害については使用の期

間、頻度、量などと様々な行動と認知の尺度による解析で記憶、注意力、精神運動速度が対

照群に比して有意に劣ることなどが示された。大麻の医療への応用についての可能性とし

て、神経因性疼痛の緩和、HIV 患者等の食欲増進、多発性硬化症の痙縮発症に対する効果

などが評価例として挙げられるが効果が認められる場合も研究対象のサイズが小さいこと

や研究のデザインなどによる信頼性の低さなどが問題とされる例が多く、医療への応用に

ついては有害作用を考慮した慎重な検証が必要と判断された。 

脳の機能的・解剖学的側面から見た大麻の有害性：大麻の大量使用により精神疾患および認

知障害の発現リスクが高くなる。特に、青少年期の常用的な大麻の大量摂取は、成人期のそ

れと比べて、重度かつ持続的な悪影響を及ぼすことが動物試験と臨床試験から共に指摘さ

れている。大麻の常用的使用は、内側側頭皮質、側頭極、海馬傍回、島、眼窩前頭皮質での

灰白質の体積減少等脳の形態学的変化と関連する。また、大麻の有害性に関して大麻の使用

開始時期が重要な意味を持つことが示された。 

３） 海外における大麻規制の現状：米国ではワシントン DC と 28 の州で医療向けの大麻

の使用の規制緩和が行われている。各州で大きな差が認められるが、がん，てんかん、多発

性硬化症、筋委縮側索硬化症など広範囲な適応症がリストに挙がっている。治療プログラム

が整っている州もあり、一定の管理下で治療が行われている。カリフォルニア州の医療向け

の大麻販売店では入店、購入には医師からの推薦証などの証明書が必要であった。嗜好品と

しての大麻は合法化と言っても品質管理、青少年の使用制限などの法整備が進んでいる。ワ

シントン州では「医療用マリファナコンサルタント」が存在し、その資格取得には厳しい研

修と試験が課せられている。 

合法化には州の財政状況や医療環境が大きくかかわっており、また、販売や治療への利用に

もかなりの規制が課せられている場合が多い。 

一方、欧州では大麻規制は統一されてはおらず、国によって規制・取締りがことなっている。

2017年ドイツで法改正が行われ医師の処方箋により国が管理した医療向けの大麻を薬局で



得ることが可能になった。その他一部の国でも医療向けの大麻が認められているが、いずれ

の国においても医師の処方箋が必要で、国の管理下で栽培・輸入は行われるべきだと考えら

れている。 

４）薬物乱用防止の効果的な手段：乱用防止教育と啓発活動が中心となろうが、東京オリン

ピックを控えて、医療制度・環境が大きく異なる諸外国での規制緩和政策がわが国にとって

何らかの影響を与える可能性がある。正しい科学的根拠に基づいた規制策を確立し、説得力

のある説明が可能となるよう努力を傾注する必要がある。 
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【研究要旨】 

 中央アジア原産の大麻は 1753年，リンネによって Cannabis sativa L.と命名・分類され

た．1785 年，ラマルクによって別種の Cannabis indica Lam.が報告された．後者 indica

は，クロンキストらによって sativa の亜種であると訂正され，今日においても一属一種で

あると考えられている．一方で，大麻中のカンナビノイド化合物の含有成分差や葉・茎など

の形状に多様性がみられるため，化学的，遺伝学的アプローチによる分類研究は継続的に行

われており，分類における論争が続いている．大麻の多様性の最大の要因は人為的な交配・

育種による大麻栽培種としての有用形質の選抜によるものであり，現在は栽培種としての

命名法も提案されている． 

 

A. 研究目的 

 近年，大麻（マリファナ）の医療目的使用

に関し、「医療用大麻」という言葉が一部で

使用され，その言葉の響きから，「大麻は体

に良い」「健康食品」という考えも相まって．

ヘンプオイル，麻の実油，ヘンプシード，麻

の実ナッツなどの製品が多数販売されるよ

うになり，「大麻」が我々の身近なものにな

りつつある一方で，「大麻」≠「麻」「麻の実」

「ヘンプ」という誤解が見受けられるよう

にも思われる． 

 英語表現においても「大麻：cannabis」

は，marijuana（marihuana），hempなど

の表記が存在し．その意味合いは．前者が幻

覚性成分であるTHCAが含まれる大麻を表

現し，後者 hempは THCAをほとんど含ま

ないとされる食品や繊維に利用される大麻

に用いられるようである． 

 1753 年 Carl von Linnaeus (L.) が 

Cannabis および Cannabis sativa L. を

命名して以来，分類学上，一属一種と考えら

れている「大麻（草）」Cannabis sativa L. 

の最近の知見を調査し，「大麻」の生物学的・

分類学的位置を明確にし，濫用防止のため

の普及啓発に関する指標とすることを目的

とした．生物学的には「アサ：Cannabis 

sativa L.」が正しい表記であるが，本研究

では「大麻」を用いた． 

B. 研究方法 

 文 献 検 索 ツ ー ル と し て PubMed, 

SciFinder ， Google Scholar を 用 い

「 Cannabis, sativa, indica, taxonomy, 



phylogeny, chemotaxonomy，marijuana，

hemp」などを検索キーワードとして文献を

調査した． 

C． 研究結果 

 1753年，Linnaeus（Carl von Linnaeus）

は植物 Cannabis sativa L. を報告した 1)

⁾．本報告は形態に準ずる分類ではあるが，

本植物の形態の詳細な分析は示されておら

ず，生物（植物）の名前（学名）を二名法（二

名式命名法）で記す画期的な業績（提唱）と

いう意味合いが強い．その一文に本植物の

生息場所：インドと記載されている． 

 1785年，Lamarck（Jean-Baptiste Pierre 

Antoine de Monet, Chevalier de Lamarck）

は Cannabis の新たな種として Cannabis 

indica Lam. を報告した 2)．本研究はイン

ドにて採取された標本を基に検討されたも

のであった．その後，1800年代にも大麻に

関して，亜種（subsp. (ssp.)）変種（var.），

品種（fo.(f.)）などが報告されているが，そ

れらは sativaを基準にしている（表 1）.  

 1800 年代後半から形態分類学による植

物の分類体系が確立され「エングラー体系」

（Engler's Syllabus），それに基づいた

Melchior（Hans Melchior）らによる「新エ

ングラー体系」3,4)  が提唱された．また，

1900 年代後半には Cronquist（Arthur 

Cronquist）らによる「クロンキスト体系」

（Cronquist system）が提唱された 5,6)． 

 ここで「大麻」に関して分類学的に 2 つ

の表記が存在することになった．ひとつは

新エングラー体系による分類で，「イラクサ

目 クワ科」とする分類，もうひとつはクロ

ンキスト体系による「イラクサ目 アサ科」

とする分類である．これは両分類体系が相

反する説を提唱したわけではなく，元 （々新）

エングラー体系にはアサ科という分類がな

く，クロンキスト体系でアサ科という分類

が登場し，形態学的違いによりクワ科とア

サ科を分類したものであった． 

 現在の植物分類体系は前述の形態分類学

からDNAを用いた系統分類学へと発展し．

Angiosperm Phylogeny GroupによるAPG

（分類）体系（APG system）7-10)が最も新

しく提唱された分類体系であるが，この

APG体系ではクロンキスト体系同様，クワ

科およびアサ科は区別（両科には系統（樹）

解析において区別するに足りうるだけの

DNAに変（異）化，差がみられた 11）されて

おり，「大麻」はアサ科に属している（表 2）． 

 また，1976 年，Small & Cronquist

（Ernest Small & Arthur Cronquist）は

Lamarckの示した Cannabis indica は，

sativa の亜種もしくは変種であるとの見解

を示した 12)．彼らの主張は，「いくつかの実

験的に生産された倍数体を除いて，すべて

の大麻は二倍体（n=10）であり，Cannabis

属内での交配になんら支障はない．現在の

多様性の大部分は人間の影響・歴史的な背

景によるものである．Cannabis属には 2つ

の大きな集団が認められる：① 繊維や油な

どの農業資源として選抜・育種された集団，

② 嗜好目的として選抜・育種された集団．

これらの 2つの集団は，それぞれ亜種（ssp.）

として扱われるべきであり，Cannabis (C.) 

は一属一種である（① C. sativa ssp．sativa 

② C. sativa ssp. indica）．さらに各亜種内

には 2つの相（集団）が形態的に認められ，

それらは変種（var.）として扱われるべきで

ある」と示している．例えば，C. sativa ssp. 

indica var. indica 

 1980年Carltonらは大麻が特異的に含有



するカンナビノイド化合物群の各種成分の

成分差を，Phenotype =Δ9-THC + CBN / 

CBD, Phenotype =Δ9-THC +Δ9-THCV + 

CBN +Δ8-THC / CBDV + CBD + CBC + 

CBG + CBGMと，上記の式を用い，その比

率での分類を試みた 13)． 

 2003 年 Meijer らは，カンナビノイド化

合物群による表現型（Phenotype）と 遺伝

子型（Genotype）の２つのアプローチを行

い（ケモタイプ分類：chemotype（chemical 

phenotype））， 遺伝子座 B ［BD （CBGA

→CBDA），BT（CBGA→THCA）］を設定し，

その後代（F₁）の遺伝様式からの分類を試

みた 14)． 

  2004 年 Hillig らも地理的起源の異なる

大麻約 150種を用い，Meijerらと同様のア

プローチで Cannabis sativa と Cannabis 

indicaの分類を試みた 15)．また，同年，Hillig

はテルペノイド成分 48 種について多変量

解析を行った 16)．さらに翌年，Hilligは 17

遺伝子座のアロザイム解析を行い，52の遺

伝子頻度を主成分分析した 17)．これらの結

果を基に Hilligは，大麻は中央アジアを推

定起源とし sativa および indica にはそれ

ぞれ明確な遺伝子集団が存在すると記して

いる． 

 2007年 Gilmoreらは，葉緑体 DNA，ミ

トコンドリア DNA の多型を調査し，drug

型，fiber 型，野生型を含む大麻 76 種を解

析し，6 種のハプロタイプ集団に分類した
18)． 

 2008 年 Russo らは，中央アジア中国新

疆ウイグル自治区の 2,700 年前の遺跡から

大麻が出土しその分析を行った．THCAの

分解物である CBNが検出され，THCAS遺

伝子断片が得られた．著者らは，これら大麻

は薬として使用され，当時すでに栽培され

ていたのではないかと示唆している 19)． 

 2011 年 van Bakel らは大麻のドラフト

ゲノム解析，トランスクリプト―ム解析を

行った．著者らは材料として，嗜好用栽培大

麻 Purple Kush（marijuana）および，繊

維用栽培種 Finola（hemp）を用い比較検討

し, marijuana と hemp では遺伝子の発現

レベルで大きな違いが見られ，ゲノムレベ

ルでも一塩基多型（SNPs）に違いがみられ

ている 20)． 

 2016年Aizpurua-OlaizolaらはCannabis 

sativaの THCA/CBDA比（カンナビノイド

化合物比）によって定義した 3 種のケモタ

イプ，各 50クローンを同一条件下で栽培し，

その生育過程においてカンナビノイド化合

物，テルペン類の成分解析を行い，テルペン

類においても各ケモタイプは差異がみられ

ることを明らかにした 21)． 

 2016 年 Pollio は Linnaeus と Lamarck

の示したC. sativa と C. indicaのジレンマ

は今日まで続いている．一方で，大麻におけ

る無数の栽培種が分類を不安定なものにさ

せているとした上で，大麻の産業的利用に

おいても栽培品種を命名することは重要な

ことであるとし，sativa, indicaの区別はせ

ず，国際栽培植物命名規約（International 

Code of Nomenclature for Cultivated 

Plants (ICNCP)）による命名を提案してい

る 22)．また，同年，Russoは植物分類学者

が同意しないことが，sativa, indicaの問題

を長期化させているとも述べている 23)． 

 

D． 考察 

 1753 年，Linnaeus の唱えた Cannabis 

sativa L. は 1976年，Small & Cronquist



による報告が決定打となり（であり続け）現

在まで一属一種の考え方が主流である．世

界規模の DNA データを管理・運営する米

国 NCBI (National Center for 

Biotechnology Information)においてもそ

の分類情報において Cannabis 属は

Cannabis sativaのみを記載し，その下位

層に Cannabis sativa subsp. indica，

Cannabis sativa subsp. sativaを記載し参

考情報として参考文献 12)を提示している
24)． 

 また，最も新しい分類体系である APG体

系においても，その基本となる分析（比較）

対象 DNA は光合成を行う植物が共通に有

する「葉緑体 DNA」であり，Cannabis属

内においてもその DNA 配列に大きな差異

は見られていない 11）．植物の茎の高さ，葉

の大きさ，含有成分のあるなし，色の違いな

どの質的・量的形質は遺伝因子（特に「核

DNA」がこれに該当する）と環境因子に大

きく影響受けるため，「核 DNA」が分析対

象ではない APG 体系において現状

Cannabis属内の「種」を分類するまでの結

論は導き出せないと考えられる．

Angiosperm Phylogeny Groupのウェブサ

イト 25)  のバラ目アサ科CANNABACEAE

の章には 2015年の Ernest Smallの大麻に

関するレビュー26)が参考文献として掲示さ

れている．Small はその中で，「Cannabis 

sativa は人間によって何千年もの間，繊維

用（hemp）として，ドラッグ用（marijuana）

として栽培されてきた歴史があり，現在の

Cannabis sativa の特性や DNA の変異は

その影響を強く受けている．それらを矛盾

する進化論的解釈の中で研究した結果，

Cannabis sativa をいくつかの疑わしい種

に分類することにつながった．人間の介在

によって大麻は形態的，化学的，生態的に変

化したことを検証する必要があり，これは

論争の的であり注意を払わなければならな

い．また，このような栽培の歴史の中で 

Cannabis sativaの原種，祖先がまだ存在す

るかどうか決定するのは不可能である．こ

のような状況下で新たな分類・命名法が提

案される．」と記している． 

 一方で，1900年代後半からは，分子生物

学的手法に基づく分子系統（分類）学

（molecular phylogenetics），精密な生体内

成 分 分 析 に 基 づ く 化 学 分 類 学

（chemotaxonomy）が発展し．Cannabis 

sativaを，Small & Cronquistが示した集

団を，明確に分類する研究がなされること

となった．Hilligは C. sativa と C. indica

を分類するアプローチを行ったが，大麻材

料の来歴が明確でなく，人為的な栽培種を

無視しているとして Meijer27)に批判されて

いるが，ケモタイプ集団の分類など明確な

区分がみられる報告も存在する 21,27)．ただ

し，これらが「種」として定義するだけの明

確な存在なのかは今後の研究によると思わ

れた．また，今後は大麻に関して「種」とい

う定義だけではなく，「栽培種」としての新

たな植物名が登場し，Cannabis sativa L. 

以外の規制植物（名）, 規制除外植物（名）

が誕生する可能性が示唆された． 

  

E． 結論 

 大麻はCannabis sativa L. であるとする

ことに現在も問題はないが，成分特性など

から分類されるケモタイプ型など従来とは

異なる分類が示唆されている．分類学その

ものも時代とともに変化しており，今後の



動向が注目された． 
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大麻の依存性及び臨床薬理学的知見に関する研究 
 

分担研究者：鈴木 勉 （星薬科大学薬学部） 

 

【研究要旨】 

2016年WHO薬物依存専門委員会の大麻問題に関する会議資料から依存性と薬物治療に関する総

説について概要として取りまとめた。THC の精神依存に関してはマイクロダイアリシスによる中

脳辺縁ドーオアミン神経系の活性化、THC の感覚効果、自己投与、精神依存及び条件づけ場所嗜好

性試験の全ての項目で陽性の効果を示した。さらに、ヒトにおいても THC は高揚感を示し、また

大麻の乱用経験のあるヒトは THC の高濃度を好むことから、ヒトでも精神依存が伺える。さらに、

身体依存について反復投与後に休薬を行うことにより、アカゲザル、ラット、ヒトで退薬症候が観

察された。したがって、THC は覚せい剤、コカイン、モルヒネなどより弱いが精神依存及び身体依

存を形成することが明らかにされた。 

 

 

A. 研究目的 
 

 大麻研究はカンナビノイド受容体(CB1と CB2

受容体)の発見に伴い、リガンドの開発や受容

体機能の研究が活発に行われている。それに伴

い、薬物依存や薬物治療についても多くの最新

の知見が報告されている。そこで、2016年 11月

に開催された世界保健機構(WHO) 薬物依存専

門委員会 (ECDD)に資料を提出したグループで

は大麻依存の薬理学的研究と大麻の治療効果

に関する臨床薬理学的研究に関するレビュー

を行ったので、その内容を確認し、新たな知見

に資することを目的とした。なお、WHO の見解

でないことに注意する必要がある。 

 

B. 研究方法 
 

 2016年 WHO 薬物依存専門委員会の大麻問題

に関する会議資料である Jason White による 

“Abuse and dependence potential of 

Cannabis sativa and nabiximols”と Launa 

Amato らによる “Systematic reviews on 

therapeutic efficacy and safety of 

Cannabis (including extracts and 
tinctures) for patients with multiple 

sclerosis, chronic neuropathic pain, 

dementia and Tourette syndrome, HIV/AIDS, 

and cancer receiving chemotherapy”の概要

を取りまとめた。 

 

C. 研究結果 

 
 2016 年 11 月に開催された WHO 薬物依存専

門委員会において大麻関係の資料として公開

されたものの中から、まず薬物依存に関する 

Jason White による “Abuse and dependence 

potential of Cannabis sativa and nabiximols”

のレビューを確認し、大麻の依存に関する現状

を明らかにした。本総説では、大麻とナビキシ

モルスの型としての大麻抽出物の乱用および

依存性の可能性にのみ焦点を当てている。2 番
目の総説 1)では、大麻と大麻抽出物の医学的使

用が検討され、以前の総説 2)では大麻の副作用

がかなり詳細に述べられていた。本総説の第一
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部では、動物とヒトに関する実験的研究と疫学

的証拠から、大麻と THC に関する証拠につい
て考察している。動物研究についてはほぼすべ

て THC に焦点を当てているが、ヒトの研究に
ついては主に喫煙大麻について取り上げてい

る。第二部では、ナビキシモルスに焦点を当て

ている。 
 すなわち、第一部ではヒト試験の結果により、

大麻には乱用と依存性の可能性が高いことが

示されている。大麻は、認識可能な主観的効果

があり、ほとんどが肯定的と考えられる効果を

もたらし、自己投与される。前述のように、こ

れらの結果の大部分は大麻使用者という自己

選択集団に由来し、その集団から無作為に選ば

れた集団では、応答がより多様であり、大麻が

強化効果を示さないものもいる可能性がある。

疫学的証拠により、大麻の乱用と依存性の可能

性が支持される。しかし、依存率は他のいくつ

かの薬物よりも低い可能性がある。 
 大麻は身体的依存を形成することがあるが、

退薬症候は重篤とはみなされず、オピオイドお

よびアルコールからの離脱と比べても明らか

に顕著ではない。他のカンナビノイドの役割を

除外することはできないが、これまでの証拠に

よれば、大麻の乱用および依存性の可能性は主

に THC の作用によるものであることが示唆さ
れる。 
 第二部ではカンナビジオール自体に、乱用の

可能性がほとんどまたは全くないと思われる。

カンナビジオールは THC による影響のいくつ
かを緩和する可能性があるが、その変化は小さ

く、変化の方向は様々である。THCとカンナビ
ジオールを組み合わせてナビキシモルスとし

て利用した場合、乱用または依存を引き起こす

証拠はほとんどなく、またそのような現象を発

展させる可能性は比較的低い。しかしながら、

これまでの試験では主として治療用量が用い

られており、治療用量以上では乱用や依存が引

き起こされる可能性がある。現段階では、その

ような用量の影響についての証拠は限られて

いるが、現存する証拠により、ナビキシモルス

乱用の可能性は THC よりも低いことが示唆さ

れる。 
 一方、大麻の医療用途について、種々の疾患

に対する有効性が期待されているが、 Launa 

Amato らによる “Systematic reviews on 

therapeutic efficacy and safety of Cannabis 

(including extracts and tinctures) for 

patients with multiple sclerosis, chronic 

neuropathic pain, dementia and Tourette 

syndrome, HIV/AIDS, and cancer receiving 

chemotherapy”の概要を取りまとめた。   

 多発性硬化症患者 (multiple sclerosis: 

MS)における大麻の臨床効果および安全性：痙

縮については、アウトカムを評価するために使

用された尺度に応じて様々な結果が観察され

た。プラセボとの比較において、アシュワース

スケールを用いた場合（並行試験5件、1,216例）、

差は認められなかったが（MD -0.1［95%CI -

0.26～0.07］）、NRSスケールを用いた結果（並行

試験3件、860例）は大麻に有利であった（MD -

0.28［95%CI -0.52～-0.03］）。両比較の効果推

定値には高い信頼性があった。 NRSスケールで

測定した同じ比較において（並行試験2件、676

例）、大麻による睡眠の質の改善は見られなか

った（MD 0.40［95% CI -0.30～1.09］）。この

推定値の信頼性は中等度だった。 

 慢性および神経障害性疼痛を有する患者に

おける大麻の臨床的有効性および安全性：プラ

セボとの比較では様々な結果が観察された。 

疼痛の強度については、71 例を対象とした 2 

件のクロスオーバー試験では、大麻に有利な結

果が示された（MD -0.78 ［95% CI -1.17～-

0.39］）が、推定値の信頼性は低かった。 疼痛

障害指数については、1 件のクロスオーバー試

験（48例）から得られた結果は差異を示さず（MD 

-2.00 ［95%CI -4.32～0.32］）、別の 1 件の

並行試験（125 例）の結果は大麻に有利であっ

た（MD -5.85 ［95% CI -9.60～2.10］）。しか

しながら、比較の推定値の信頼性は両方とも低

かった。最小の疼痛スコアについては、2 件の

クロスオーバー試験（39 例）の結果から、大麻

とプラセボの間に差異は見られなかった（SMD -

0.36 ［95% CI -0.80～0.09］）が、推定値の信
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頼性は低かった。 神経障害性疼痛の30% 以上

の減少について 4 件の並行試験（455例）を検

討したが、結果に差は見られなかった（ MD 

1.39 ［95% CI 0.92～2.09］）が、3 件のクロ

スオーバー試験（93 例）からの結果は大麻に有

利であった（MD 1.65 ［95% CI 1.01～2.70］）。

両方の比較の推定値の信頼性は中等度だった。 

 認知症またはジル・ド・ラ・トゥレット症候

群の患者におけるチックおよび強迫神経症の

軽減に対する大麻の臨床効果および安全性：ト

ゥレット症候群の症状の治療における THC と

プラセボの比較では、全体で 36 例を有する 2

件の研究しかなかったため、信頼できる結論を

導くことは不可能であった。  

 HIV／エイズ患者における合併症発生率およ

び死亡率の低減に対する大麻の臨床効果およ

び安全性：選択基準を満たす研究からのエビデ

ンスは入手できなかった。 

 化学療法を受けているがん患者における悪

心および嘔吐の軽減に対する大麻の臨床効果

および安全性：大麻対プラセボおよび大麻対他

の制吐剤の2つの比較を行った。悪心と嘔吐の

両方のコントロールでは、2 件の並行試験（91 

例）（RR 2.33 ［95% CI 1.20～4.55］）および 

1 件のクロスオーバー試験（22 例、RR 3.17 

［95% CI 1.57～6.39］）の結果において、プラ

セボと比較して大麻はより良い結果を示した

（それぞれ RR 2.33［95% CI 1.20～4.55］お

よび RR 3.17［95% CI 1.57～6.39］）。嘔吐

（3 件のクロスオーバー試験、70 例、RR 1.85

［95% CI 0.14～24.19］）および反復性嘔吐（1

件の並行試験、75 例）のコントロールでは両群

に差は見られなかったが、全試験とも推定値の

信頼性は非常に低かった。悪心だけのコントロ

ールでは、1 件の並行試験（143例、RR 1.06 

［95% CI 0.56～1.98］）で差は認められなかっ

たが、3 件のクロスオーバー試験（93例）の結

果は大麻に有利であった（RR 4.38 ［95% CI 

1.31～14.60］）。すべて比較について、推定値

の信頼性は非常に低かった。 

 他の制吐薬との比較では、悪心と嘔吐を併せ

て検討した場合、1 件の並行試験（79 例、RR 

0.95 95%CI 0.56～1.63）および 2 件のクロス

オーバー試験（88例、RR 3.68 %CI 0.11〜122.40）

において大麻と他の制吐薬との間に差異は示

されなかったが、両比較の推定値の信頼性は非

常に低かった。嘔吐のコントロールの検討では、

1 件の並行試験（30 例）からメトクロプラミド

を支持する結果が得られたが（RR 0.36（95%CI 

0.15〜0.89））、推定値の信頼性は低かった。悪

心のコントロールの検討では、1 件のクロスオ

ーバー試験から（55 例、RR 5.00（95%CI 2.58

〜9.68））、シクロホスファミド、5-フルオロウ

ラシル、およびドキソルビシンと比較して抽出

物およびチンキ剤を含めて大麻を支持する結

果が得られたが、推定値の信頼性は非常に低か

った。 

 有害事象に関して、レビューに含まれた試験

では多くの有害事象が検討されたが、その大部

分は重症度が軽度または中等度であった。最も

重篤な有害事象（すなわち、CNS 副作用、抑う

つおよび混乱）に関して、大麻とプラセボとの

間に差異は観察されなかった。一般的な精神障

害の発生率は大麻群で高かったが、この結果は

小規模な2件の研究（92名）のみから得たもので

あった。さらに、大麻群では解離障害の発生頻

度が高かったが、乱用や依存の発生を考慮した

研究はなかった。 

 

D. 考察 
 2016年11月に開催された WHO 薬物依存専門

委員会において大麻関係の資料として公開さ

れた薬物依存に関する Jason White の総説で

は、精神依存の中心的役割を果たしている中

脳辺縁ドーパミン神経系に対して THC は活性

化を示し、投射先の側坐核からドーパミンを

遊離させる。また、このドーパミンの遊離は 

CB1 受容体拮抗薬で抑制されている。さら

に、THC は弁別刺激効果を示し、獲得された

弁別動物はレボナントラドール、ナビロンな

どの THC アナログと般化している。さらに、

リスザルを用いた THC の自己投与実験では、

自発的なTHCの自己投与が認められた。さら

に、条件づけ場所嗜好性(CPP) 試験におい
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て、THC は用量依存的な CPP を示したが、高

用量では逆に条件づけ場所嫌悪性 (CPA) を示

した。このような結果から総合的に評価する

と、THC は覚せい剤、コカイン、モルヒネよ

り弱いものの精神依存を形成することは明ら

かである。 

 カンナビノイドは身体依存を形成しないと

のこれまでの報告を覆し、大麻が身体依存を

形成することを示した複数の論文を紹介して

いる。アカゲザルでは THC の反復投与後に攻

撃性、過敏症、振戦、食欲不振、幻覚などの

退薬症候を示した。また、ラットでは引っ掻

き、舐め、弓状の背などの退薬症候を示し

た。以上のように、ヒトでも大麻がモルヒネ

などより弱い身体依存を形成することが明ら

かになった。 

 ヒトでも THC は高揚感、知覚変化、弛緩

感、食欲増進などを示す。また、THC の低濃

度と高濃度を選択させると多くが高濃度を選

択する。また、反復摂取後に休薬すると渇

望、過敏症、怒り、うつ、睡眠障害、食欲減

退なのど退薬症候を示す。 

 大麻の有効性に関するレビューで検討され

た結果は、1975年から2015年の間に発表され

た4,586例を対象とした 43 件の RCT（並行試

験およびクロスオーバー試験）に由来するも

のである。内的妥当性に関しては、バイアス

のリスクが低いことが記録されている試験

は、本レビューに組み込まれた試験の約 50% 

だった。外的妥当性については、研究の大部

分が欧州で実施されたことが挙げられる。大

麻の有効性と安全性について検討した研究

は、多発性硬化症患者で 15 件、慢性疼痛患

者で 12 件、トゥレット症候群患者で 2 件、

および化学療法を受けているがん患者で 14 

件だった。 

 比較の大多数（81%）はプラセボとの比較で

あり、化学療法を受けているがん患者におけ

る大麻と他の制吐薬を比較する研究は 8 件し

か含まれていなかった。被験者数は研究によ

って異なるが、全体的に、標本サイズは最適

情報サイズ（OIS）を満たさなかった。これ

は、比較に含まれる患者の総数が、1 件の試

験に適切な検出力を与えるために従来のサン

プルサイズを求める計算法によって算出され

た患者数よりも少ないことを意味する。最後

に、44 件のうち 14 件の研究は、民間企業の

依頼によるもの、もしくは試験薬の製造業者

からの資金援助を受けたと著者が申告したも

のだった。この潜在的なバイアス発生源を考

慮しなければならない。 

 MS 患者における大麻の有効性に関しては、

痙攣および疼痛について、大麻に有利な結果

が示され、効果推定値の信頼性が高かった

が、睡眠ではそうではなく、推定値の信頼性

は中等度だった。 

 慢性および神経障害性疼痛に対するプラセ

ボとの比較では、有効性のエビデンスがいく

つかあったが、効果の規模は小さく、推定値

に対する信頼性も低いことから、これらの結

果は決定的とは見なされなかった。神経障害

疼痛に関するこのエビデンスの欠如と、特に

有効な治療法の欠如から、臨床医は大麻治療

の利益と起こり得る有害事象のバランスを取

らざるを得ないであろう。 

 トゥレット症候群患者の様々なチック症お

よび OCD 症状に関しては、全体で 36 例を含

む 2 件の研究のみで、信頼できる結論を導き

出すことは不可能であった。 臨床医、患者お

よび介護者の要求を満たすためには、より基

礎研究が必要である。 

 抽出物およびチンキ剤を含む大麻が、プラ

セボや他の制吐薬と比較して、化学療法を必

要とするがん患者の嘔気や嘔吐を軽減するか

どうかは不確かであるが、効果の推定に対す

る信頼性は低い、もしくは非常に低い。 

 疫学研究では、大麻の使用は、記憶障害3)、

自動車事故に関与する危険性の増大と関連す

る運動調整機能障害4)、および判断の変更を含

む重大な有害事象、および高用量では精神症

状を身体症状に変換する身体化、抑うつ、不

安、易刺激性、恐怖性不安障害、妄想様観

念、および精神病傾向を含む重大な精神的苦

痛を引き起こす可能性があることが示されて
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いる3, 4, 5, 6, 7)。さらに、大麻の長期または重度

の使用は、依存症の発症、慢性気管支炎、な

どがおよび疾患発症の素因を有する人におけ

る慢性精神障害のリスク増加と関連している6, 

7)。大麻使用に関連して最も頻繁に見られる精

神医学的病状は、双極性障害、物質使用障害

および特定の（反社会的、依存的および演技

性）人格障害である8)。さらに、大麻を少なく

とも1回使用した人の約 10 %が大麻依存を発

症すると推定されている8)。米国での大規模な

疫学調査によると、大麻に一度曝露した人々

のうち、男性の 7.0 %および女性の 5.3 %が

生涯のある時点で大麻依存を発症し、男性の 

47.4 %および女性の 32.5 %が生涯のある時点

で大麻使用障害（乱用または依存）を発症す

る9)。 

 レビューに含まれた研究では多くの有害事

象が報告され、その大部分は重症度が軽度ま

たは中等度であったが、解離、一般的精神障

害、抑うつおよび混乱などの重篤な有害事象

のリスクを評価した研究は少数のみだった。 

最も重要なのは、含まれていた研究の中で、

乱用や依存の獲得を評価したものがまったく

なかったことである。 

 一方、医療用大麻として、種々の疾患に対

する有効性が期待されているが、 Launa 

Amato ら総説では多発性硬化症、慢性神経障

害性疼痛、認知症とトウレット症候群、エイ

ズ、化学療法を受けている患者などに対する

カンナビノイドの有効性を検証したが、明確

な結果を得ることができなかった。 

 

E. 結論 
 

 大麻の依存性に関する最近の研究から、THC 

は覚せい剤やコカインより弱い精神依存を形

成し、さらに弱い身体依存の形成も明らかに

されている。また、大麻の薬物治療への有用

性については、制吐作用、食欲増進、鎮痛作

用などが期待されているが、現在のところ明

確な科学的エビデンスは得られていないのが

現状である。 
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【研究要旨】 
本調査研究は、近年増加傾向にある大麻乱用を念頭に、大麻／THC／CBDの脳への機能的／解
剖学的側面から見た作用を最近の基礎・臨床の論文を基に調査することを目的としている。 
大麻の薬理作用は、１）曝露期間 (短期間・長期間)、 ２）摂取量 (少量・多量)、 ３）摂取時・
退薬時、 ４）摂取時期(青少年期・成年期) および ５）作用部位(末梢・中枢)によって変容して
いる。また、大麻の常習により、脳の精神的機能に変容を起こすだけでなく、内側側頭皮質、側

頭極、海馬傍回、島、眼窩前頭皮質等での灰白質体積の減少と言う脳の形態学的変化も起こすこ

とを指摘した報告が集積されつつある。さらに、これらの大麻の影響は、大麻使用の時期によっ

て異なることが明らかにされている。即ち、青少年期の大麻乱用は成人期での大麻使用に比べて、

統合失調症を初めとする精神疾患の発症リスクが増加し、重篤かつ持続的な悪影響を及ぼすこと

が基礎ならびに臨床実験から明らかにされている。更に、大麻乱用は脳のこの機能的障害のみな

らず、青少年期に構 
z 築される脳・神経系の正常な発達と成熟にも障害を起こす可能性が強く示唆されている。こ
れらの知見は、青少年の脳が成人の脳に比べて大麻曝露の影響を受けやすいことを意味してい

る。 
近年のこれからの報告を基に、大麻の有害性を科学的に総括する意義は大きく、今後の大麻乱

用防止の為の教育的また行政的な方策の決定にも重要な指針を与えるものと考えられる。 
 

A. 研究目的 

大麻は、若者を中心に近年最も広く乱用され

ている規制薬物である。大麻の有害性について

は、１）曝露期間 (短期間・長期間)、 ２）摂取
量 (少量・多量)、 ３）摂取時・退薬時、 ４）
摂取時期(青少年期・成年期) および ５）作用部
位(末梢・中枢)の相違によって必ずしも一定の
結論が得られている訳ではない側面もある。大

麻の有害性に関する最近の報告に焦点を当て、

脳の高次機能を中心に調査研究を実施し、妥当

性のある科学的総括を加えることは重要な意

義があり、今回の目的とする所である。また、

臨床研究と基礎研究（動物実験）との 2つを調

査研究対象として、動物実験での基礎的結果が

大麻の臨床知見と如何なる相関性・予測性を有

しているかを追究し、引いては THC曝露時／退

薬時での臨床症状の発現機序を動物実験の研

究成果から推察する可能性も検討した。 

 

B. 研究方法 

「大麻、マリファナ、9-テトラヒドロカンナ
ビノール（THC），カンナビジオール（CBD）」
のキーワードをリストアップの上、Pub.Med.等
のタイトルから動物での薬理研究論文ならび

に臨床研究論文から適切と思われる論文 294報
を選出した。更に下記の substanceおよび index
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を基に分類した。 
 
Substance Index 

A) Marijuana / Cannabinoid 
B) THC 
C) CBD 
D) Stimulants 
E) Others 
F) Endocannabinoid 

Subject Index 
1) Toxicology 

1-1) General  
1-1-1) Central toxicology 
1-2-2) Peripheral toxicology 

1-2) Memory / Cognition 
1-3) Abnormal behaviors 
1-4) Others 

2) Clinical benefit 
2-1) Central 
2-2) Peripheral 

 

その上で、以下の 5編の総説論文と臨床を中
心に 20論文の要旨を精査した。 
1）Long-term effects of cannabis on brain structure. 

Neuropsychopharmacology, 2014, 39, 2041-2048 
2) Cannabis and adolescent brain development. 

Pharmacol Ther. 2015 Apr; 148:1-16. Review. 
3) The Role of Cannabinoids in Neuroanatomic 

Alterations in Cannabis Users. Biol Psychiatry. 
2016 Apr 1; 79(7): e17-31. Review.  

4) What Can Rats Tell Us about Adolescent Cannabis 
Exposure? Insights from Preclinical Research. 
Can J Psychiatry. 2016 Jun; 61(6): 328-34. Review. 

5) Keep off the grass? Cannabis, cognition and 
addiction. Nat Rev Neurosci. 2016 May; 17(5): 
293-306. Review.  

 
 

C. 研究結果 

１） 大麻による中枢薬理作用 
１）－１ 動物実験 
カンナビノイドの短期間投与による脳に及

ぼす影響は様々な要因（年齢、曝露期間、用量、

細胞の種類など）に依存し異なっている

（Downer & Campbell, 2010）。カンナビノイドは、
投与した用量に依存して薬理作用が異なり、高

用量（1～10 mg/kg）投与の場合では神経保護作
用を発現するのに対し、低用量投与の場合では

逆に軽度の脳障害を誘発する（ Sarne & 
Mechoulam, 2005）。しかしながら、カンナビノ
イドの短期間投与は、脳障害の保護（Lafuente et 
al., 2011）や神経炎症の抑制（Elliott et al., 2011）
が報告されている。培養皮質ニューロンに高用

量あるいは低用量の THC を添加すると、アポ
トーシスが惹起され（Downer et al., 2001）、カン
ナビノイド類の中でも THC は最も強い神経毒
性を持つことが示唆されている（Sarne & 
Mechoulam, 2005）。 
また、カンナビノイドの長期投与による神経

保護作用は、動物モデルを用いた広範な検討が

なされている（Galve-Roperh et al., 2008；Sarne et 
al., 2011）。THCを含むカンナビノイドの高用量
を短期間～中程度期間投与すると（例：1～30 
mg/kg、3～25 日間投与）、脳損傷後の神経細胞
死（Femández-López et al., 2010、2012；Perez et 
al., 2013）および神経毒による細胞死（Shen et al., 
2011）は抑制される。また、カンナビノイドの
長期投与により、免疫抑制作用と抗炎症作用が

発現する（Klein, 2005）。 
 

１）－２ 臨床研究 
大麻の短期間摂取により、ヒトは知覚のゆが

み、多幸症と安らぎ、知覚亢進、不快反応（不

安、浮動性めまい、空腹など）等々の中枢神経

作用を呈する（Zuurman et al., 2009）。脳機能に
関する急性大麻中毒の報告では、皮質（特に前

頭葉）、辺縁系、傍辺縁系、小脳の各領域を通じ

て局所脳血流量（rCBF）の増大（Quickfall & 
Crockford, 2006）が認められ、またこの rCBFの
増大と中毒の主観的感覚には正の相関が認め

られている（Gonzalez, 2007）。大麻摂取による
快作用と不快作用の出現は、THC と CBDの異
なる作用に起因していると考えられる。 
動物試験では神経保護作用が認められてい
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るが、ヒトでのデータはない。ヒトでのミクロ

グリア細胞（Klegeris et al., 2003）ならびにアス
トロサイト細胞（Sheng et al., 2005）を用いた In 
vitro試験では、カンナビノイドはドーパミン作
動性ニューロン（Hu et al., 2013）を神経毒から
保護することが分かっている。これは、炎症関

連物質の産生阻害に起因するものと考えられ

る。 
重度の大麻常用者の退薬時には、前頭前皮質

と眼窩前頭皮質（Sevy et al., 2008）、線条体（Sevy 
et al., 2008）、小脳（Block et al., 2000）、側頭葉
（Amen & Waugh, 1998）、脳全体（Mathew et al., 
1989）の rCBF は減少している。しかし、これ
らの脳領域における変容は、必ずしもすべての

研究で一致している訳ではなく、亢進（Herning 
et al., 2005；Sneider et al., 2008）または無作用
（Mathew et al., 1986）という報告もある。一方、
短期間の大麻摂取後では対照的に rCBF の増大
が認められている。 
 

２） 認知・記憶・学習に及ぼす大麻の作用 
２）－１ 動物実験 
成熟期のげっ歯類および霊長類にカンナビ

ノイドの短期間投与により、記憶／学習や注意

機能の障害が誘発される（Egerton et al., 2006）。
特に、カンナビノイドは作業記憶を障害する。

ラットの迷路課題（Ferrari et al., 1999）や遅延見
本合わせ課題（Miyamoto et al., 1995）での作業
記憶を障害する。この作業記憶障害はカンナビ

ノイドの低用量でも認められている。THCの超
低用量（0.001～0.002 mg/kg）の単回投与でも、
マウスの空間記憶や作業記憶が長期間にわた

って障害されている（Amal et al., 2010）。運動機
能等に影響を及ぼさない極めて低用量である

点から考えると、カンナビノイドは記憶機能に

選択的に影響を及ぼすことが示唆される

（Ranganathan & D’Souza, 2006）。 
一方、成熟期および幼若期のラットにカンナ

ビノイドを 14～15 日間投与すると、短期記憶
／作業記憶障害および注意機能障害が認めら

れる（Verrico et al., 2004）。その障害は、大麻退
薬後でも認められ、5～10 日間で回復する

（Abush & Akirav, 2012）。THCの 90日間投与さ
れたラットは作業記憶の障害が認められるが、

その回復には大麻退薬後 30 日間を要した
（Nakamura et al., 1991）。 
 

２）－２ 臨床研究 
カンナビノイドの短期間摂取により、様々な

認知過程（短期記憶、作業記憶、注意、学習、

遂行機能など）が障害される（Solowij & Pesa, 
2012）。大麻およびその主要有効成分である
THCを摂取すると、用量依存的に作業記憶とエ
ピソード記憶が障害される（Crane et al., 2013）。
大麻中毒中の新たな記憶が損なわれ、その結果

として、これらの記憶の想起／再生が障害され

る。一方、大麻摂取前に固定された古い記憶は、

大麻摂取による影響を受けない。大麻による作

業記憶障害は、 情報の保持よりも想起／再生

の障害と考えられる。 
このように、大麻は動物モデルにおいて健忘

誘発作用を示すことが明らかとなっているが、

以下のような知見も報告されている。1）記憶に
関連している脳領域（海馬、扁桃体、前頭前皮

質など）には、カンナビノイド受容体が高密度

に存在している、2）THC は海馬において可塑
性障害（LTP、LTDを含む）を起こし、海馬と
前頭前皮質のアセチルコリン遊離を減少させ

る。 
また、大麻の記憶に対する障害は、特定のカ

ンナビノイドの摂取に依存しているとの報告

もある。大麻の常習者の中で、CBDがより高濃
度に含まれている大麻を喫煙すると、THCの記
憶障害が軽減される（Morgan et al., 2010）。大麻
使用者を対象とした研究においても、THCによ
る急性記憶障害に対する CBD の抑制効果が認
められている（Englund et al., 2013）。一方、CBD
単独では、恐怖記憶の消去が阻害される（Das et 
al., 2013）。これらの事より、CBDと THCは、
ヒトにおける記憶機構の中では、拮抗的作用を

持つことが示唆される（Bhattacharyya et al., 
2010）。 
新たなエピソード記憶の障害は、断薬から数

日間の持続的障害が見いだされているが、使用
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開始から 28 日後に持続的障害が認められるこ
とはない（Crane et al., 2013）。 
 
３）大麻による幼若期・青少年期の影響 
３）－１ 動物実験 
げっ歯類における THC の反復投与による作
業記憶、物体認識記憶およびプレパルス・イン

ヒビションに対する障害は、成熟期よりも幼若

期に投与されると、その障害の程度が大きいこ

とが知られている(Lubman, et al., 2015)。例えば、
幼若期ラットへの CB1 受容体作動薬あるいは
THC の長期投与により物体認識記憶は持続的
に障害されるが、成熟期ラットでは認められな

い(Schneider, M. & Koch, M, 2007; Quinn et al. 
2008)。さらに、水迷路試験における THCの単
回投与による空間学習ならびに非空間学習の

障害も、幼若期ラットの方が、成熟期ラットよ

りも強く発現する(Cha, et al., 2006)。幼若期のサ
ルを用いた研究でも同様の結果が報告されて

いる(Verrico, et al., 2014)。このように、神経回路
が活発に成熟する発達段階における THC 等の
カンナビノイドの投与は、持続的な認知機能障

害を誘発することが実験動物を用いた研究か

ら明らかとなっている。 
３）－２ 臨床研究 
 青少年期に大麻の使用を始めた場合、大麻に
よる脳構造や認知機能に対する障害は、成年期

に始めた場合と比較して、より大きいとする報

告は多いが、成人と青少年とを直接的に比較検

討した研究は少ない。一方、青少年と若年成人

の大麻使用者を対象として、脳構造を画像検査

によって検討した研究では、皮質領域と皮質下

領域における容積量の減少が報告されている

(Batalla, et al., 2013)。しかし、これらの研究結果
は、まだ統一された見解となってはいない

(Jacobus & Tapert, 2014)。一方、拡散テンソル画
像 (Diffusion tensor imaging: DTI) 検査を用い
た研究では、白質の統合性（異方性比率がより

低値であること、および平均拡散能がより高値

であることの双方の指標に基づいて評価）は、

大麻を頻繁に使用している青少年群の方が、大

麻を使用していない対照群よりも低下してい

たことが見いだされている(Jacobus & Tapert, 
2014)。この白質の統合性の低下は、認知遂行能
力の評価尺度による障害と相関する (Jacobus & 
Tapert, 2014)。 
また、fMRIを用いた研究では、課題に関連し
ている脳領域の BOLD (Blood oxygenation level-
dependent) シグナルは、大麻未使用者群と比べ
て大麻の青少年使用者群の方が、よりも強いこ

とが示唆されている(Jacobus & Tapert, 2014)。こ
の報告のように、青少年期の大麻使用者は、課

題関連処理を促進する脳領域の神経活動が増

大していることが（これは代償性活動を反映し

ている可能性がある）、様々な機能画像検査の

結果から示唆されている。 
認知機能の観点から見ると、視空間注意

(Ehrenreich, et al., 1999)、言語の流暢性(Gruber, 
et al., 2012)の各障害は、大麻の使用を青少年期
に開始した者の方が、成人期に開始した者よ

りも大きいことが報告されている。 
 

４）大麻による脳神経解剖学的影響 
４）－１ 動物実験 
CB1受容体が多く発現している海馬(Heath et 

al., 1980; Scallet et al., 1987; Chan et al., 1998; 

Landfield et al., 1988; Lawstone, et al., 2010)、扁桃
体(Heath et al., 1980)、線条体(Kolb et al., 2006)お
よび前頭前皮質（PFC） (Harper et al., 1977; 
Downer, et al., 2001; Kolb et al., 2006)において、
THCの神経毒性が認められている。さらに、こ
の CB1受容体が豊富な脳領域では、カンナビノ
イドの投与量に相当する投与期間に依存して、

局所的容積が減少している（Lawston et al., 2000; 
Downer et al., 2001；Burns et al., 2007）。 

CB1 受容体が豊富な脳領域（海馬、扁桃体、
小脳、前側帯状皮質）におけるカンナビノイド

による局所的容積の減少の機序（図 1）には、
1）THC 誘発性神経毒性［例えば、神経細胞核
および細胞体の萎縮(Heath et al., 1980; Scallet et 
al., 1987)、シナプス数の減少(Heath et al., 1980)、
錐体細胞密度の減少(Scallet, 1991; Lawstone, et 
al., 2010)］に至る THCおよびその代謝物の神経
細胞内での蓄積(Monnet-Tschudi et al., 2008)、2）
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CB1 受容体下流のダウンレギュレーション、
CB1受容体の感作ならびに分子およびシグナル
伝達の変化 (Breivogel et al., 1999; Sim-Selley, 
2003; Rubino et al., 2008; Burston, et al., 2010)、3）
灰白質容積に関連する血管分布の変化、ならび

にグリアおよびニューロンの樹状突起の減少

(Paus, 2005; Herning, et al., 2005; Hill, et al., 2007)

が関与すると考えられている。 
４）－２ 臨床研究 
ヒトの脳構造に及ぼす大麻の長期的使用の

影響に関する研究結果は、様々で一貫性があま

りない。その中で、海馬・海馬傍回複合体およ

び扁桃体の変容についての研究では、複数の報

告に一定の見解が認められている（Demirakc, et 
al., 2011; Matochik, et al., 2005; Yüce, et al., 2008; 
Zalesky, et al., 2012）。即ち、大麻の長期使用が
記憶、実行機能や感情処理に関連する脳領域に

おける高解像度脳構造MRI検査により、この領
域の形態学的変化と関連することが示唆され

ている (Yüce, et al., 2008）。つまり、大麻の常
習的喫煙者の海馬体積の減少には、大麻の生涯

使用量と精神病症状の発症と関連している 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 (Yüce, et al., 2008 ;Ashtari, et al., 2011)。また、
Cousijn ら (2012)は、Voxel based morphometry 
(VBM) での解析による扁桃体と海馬での容積
量減少は、大麻常習者と非大麻使用者の間では

有意差が認められなかった。しかし、大麻の使

用量と大麻依存の重症度では、それぞれの脳部

位での容積減少と相関していることが報告さ

れている。 
 

  

図 1.  青少年の脳の発達に対する大麻・カンナビノイドの薬理作用機序 
内因性カンナビノイド系は、出生前および出生後早期段階の脳の発達中に神経細胞の産生と特殊化を調節すると共に（陰陽を表す太極図の灰色の
陽側）、成熟脳において神経細胞の維持と神経保護を調節する（陰陽を表す太極図の白色の陰側）。発達中の脳の場合、CB1受容体は、ニューロンの
移動、軸索経路の探索、およびグリア細胞（アストロサイト、オリゴデンドロサイトなど）の産生にも関与している。青少年期に大麻を長期的に使
用すると、内因性カンナビノイド系の機能が破綻して、脳の発達が変化するという大麻・カンナビノイドの作用機序を以下のように 2つ提唱する：
1）シナプス刈り込み過程の阻害（赤色の経路）、2）白質の発達の異常（青色の経路）。 
出典：Galve-Roperhら（2009） 
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５）大麻退薬後における持続的な影響 
大麻使用で認められる認知障害は、退薬から

4～6週間持続するが、それ以降の障害は認めら
れないという結論になりつつある(Pope et al., 
2001; Schreiner et al., 2012)。大麻の長期使用者で
は、陽電子放射断層撮影（PET; Positron Emission 
Tomography）の所見から皮質の CB1受容体のダ
ウンレギュレーションが認められている。この

ダウンレギュレーションは、使用年数と相関す

ることも分かっている。一方、この大麻の長期

使用者の CB1 受容体のダウンレギュレーショ
ンは、大麻の退薬後 4 週間以内で回復する
(Hirvonen et al., 2012)。大麻の長期投与後の脳
CB1受容体のダウンレギュレーションの回復は、
げっ歯類の研究でも示されている(Sim-Selley, 
2012)。 
大麻退薬後の持続的影響については、退薬期

間、多種多様な因子（アルコールの併用および

大麻使用前の機能レベルの群間差など）のため、

因果関係の結論を導き出すにはまだ困難な状

況にある。 
 

６）大麻の嗜癖と離脱 
嗜癖：大麻摂取後に生涯にわたる大麻嗜癖に

至る確率は 8.9%と推定されており、この値はコ
カイン（20.9%）、アルコール（22.7%）、タバコ
（67.5%）と比べるとかなり低い(Lopez-Quintero 
et al., 2011)。しかし、北米、欧州、オセアニアの
場合、大麻嗜癖に対する治療の必要性はかなり

増大している(UNODC, 2015)。現時点では、欧
州全土の薬物療法施設への新規登録者は、大麻

の方が他の不正薬剤よりも多い (EMCDDA, 
2015)。 
離脱・退薬：嗜癖のひとつの側面と考えられ

ている退薬症状の発現は、大麻では十分認識さ

れている。大麻の退薬症状には、渇望、睡眠の

問題、悪夢、怒り、易刺激性、不快気分、悪心

などが挙げられる(Allsop et al., 2011)。 
大麻の常用者が使用を中止した場合、大麻退

薬症候群は約 50%に発現する。一般に、この症
候群は中止してから 1～2日後に発現し始め、2
～6日後にピークとなり、1～2週間後に軽減す

る(Budney et al., 2004)。また大麻の離脱症状は、
退薬時の CB1 受容体の減少と相関している
(D’Souza et al., 2016)。 
一方、大麻とタバコの常用者の場合、大麻と

タバコの個別の退薬の影響は同程度と考えら

えるが、大麻とタバコが併用された時に生じる

退薬の影響は、大麻またはタバコのいずれかひ

とつの断薬の影響よりも強い(Vandrey et al., 
2008)。 
 

７）大麻の精神疾患に与える影響 
 ７）－１ 動物実験 

PPI 障害は精神障害の内在性表現型であり、
ヒトおよびげっ歯類間で相関性が高いと考え

られている (Van Den Buuse, 2010)。幼若期中期 
[PND（生後）35 から PND45] または幼若期後
期（PND40から PND65）におけるWINまたは
THCの長期投与を行い、成熟期での投与を行わ
なかった場合、成熟したラットでは永続的な

PPI障害が誘発された(Renard et al., Wegener et al., 
2009)。げっ歯類の THC投与により精神病様作
用が認められ (Malone & Taylor , 2006)、CBDの
投与により抗精神病様作用が認められた

(Zuardi et al., 1991; Moreira & Guimarães, 2005)。
この CBD の抗精神病様作用は、非定型抗精神
病薬に類似したプロファイルが認められてい

る(Zuardi et al., 2006)。 

一方、THC をげっ歯類に短期間投与すると、

不安が増大するが(Schramm-Sapyta et al., 2007)、

CBD は抗不安様作用を発揮することが数多く

の研究で明らかにされている (Moreira et al., 

2006; Campos & Guimarães, 2008; Resstel et al., 

2009)。幼若期早期から後期に様々なカンナビノ

イド・アゴニスト（THC、CP または WIN）の

長期投与によって、Social interaction 試験では、

成熟期における社会的不安が増加している

(Realini et al., 2011; Quinn et al., 2008; Schneider et 

al., 2008)。さらに、PND30（生後 30 日）から

PND50 における WIN の、または PND35 から

PND45における THCの高用量の長期投与は、
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novelty- suppressed feeding test (Bambico et al., 

2010) または明暗箱試験では、不安様行動を誘

発している(Renard et al., 2016)。しかし、オープ

ン・フィールドおよび高架式十字迷路試験など、

他の不安評価試験を使用した場合、得られたデ

ータには一貫性がなく、不安寛解(Wegener et al., 

2009; Cadoni et al., 2015)、不安誘発(Llorente-

Berzal et al., 2013; Stopponi et al., 2014)、または影

響がない等の三つの作用が示されている。これ

らの相違は、実験動物種の遺伝的背景に原因が

ある可能性も指摘されている (Cadoni et al., 

2015)。 

一方、カンナビノイド投与によるうつ病様症

状の発現は、より妥当性が高い様に思われる。

一般的には、快楽反応は青少年期のカンナビノ

イド投与後に影響されることが知られている。

無快感症はうつ病の基本的な特徴であり、通常

報酬刺激または活動全般的な興味の喪失とし

て定義されている。非臨床の動物モデルにおい

ては、“無快感症”は、sucrose preference testな

どが利用され、普通の水と比較して、報酬とし

ての飲み物（ショ糖液）を求める行動で動物の

嗜好性を評価している。幼若期における THCま

たは WIN の投与は、成熟期のオスおよびメス

の両方において、無快感様症状（ショ糖の嗜好

の減少）を誘発する(Rubino et al., 2008; Realini et 

al., 2011; Bambico et al., 2010)。 

強制水泳試験（FST）は、うつ病様表現型の試

験（非臨床モデル）として頻用され、エスケー

プ行動の不動状態を指標としている(Porsolt, 

1979)。この不動状態は、屈服／うつ病様行動を

反映したものであると考えられている。WIN

（PND30から PND50）または THC（PND35か

ら PND45）への幼若期の投与は、成熟期ラット

において不動時間を増加させる(Realini et al., 

2011; Zamberletti et al., 2012)。しかし、幼若期後

期（PND45から PND60）のラットにおけるWIN

の長期投与は、FSTにおいて長期の障害を誘発

することはない(Abush et al., 2013)。カンナビノ

イドの特定の投与時期（幼若期後期に対して幼

若期早期および中期）が、その後の精神病様症

状を引き起こす重要な役割を演じている可能

性が示唆されている。 

 

７）－２ 臨床研究 
大麻使用関連の臨床上の問題は、大麻乱用ま

たは大麻依存として、既に精神疾患の分類と診

断の手引き第 4版新訂版（DSM-IV-TR）で分類
されている。これらのカテゴリーは、最新版

（DSM-5）では「大麻使用障害（CUD）」として、
まとめられている。 
精神病：大麻の長期摂取は、統合失調症様後

遺症を起こす可能性が示唆されている(Solowij 
et al., 2012b)。大麻の使用と精神病との関連性を
明らかにする際、必ずしもすべての研究が既存

の危険因子を統一して適切に用いている訳で

ない。この為、精神病への易罹患性が認められ

ない大麻使用者が存在するので、大麻使用が統

合失調症を惹起するか否かを現時点では的確

な判断ができない(McLaren et al., 2010)。精神病
性障害の既往歴のないヒトの場合、精神病の症

状と大麻の累積摂取量との間に正の相関があ

ることが指摘されている(Yücel et al., 2008)。 
健康な被験者の大麻の使用とその後の精神

病との因果関係を明確に指摘した論文は現状

ではないが、これまでの研究結果からこの因果

関係の可能性を否定すべきではないと考えら

れている。 
興味深いことに、成人の大麻使用者の海馬の

容積が減少しているというエビデンスが増え

つつあり（図 2）、大麻の生涯にわたる累積摂取
量と海馬の容積減少との間に相関関係がある

ことが指摘されている(Yücel et al., 2006; Yücel et 
al., 2008)。今後、大麻と精神病との関連性に確
証が得られれば、特定脳部位としての海馬容積

の減少との因果関係に興味が持たれる。 
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図 2. 大麻を長期間にわたって大量に使用している成人の海馬の容
量の平均減少量 

10 年間の大麻の累積曝露量は、左海馬の容量と負に相関していた
（Yücelら、2008）。 

 

 

うつ病、不安について、大麻の常用若年者（16
～24歳）を対象とした研究では、THCの毛髪中
濃度が自己報告による抑うつと不安の双方の

レベルと有意に相関していることが明らかに

されている(Morgan et al., 2012)。疫学研究から、
成人期早期の大麻の常用使用群および大麻嗜

癖群は、29歳時点の不安障害の発現率は、対照
群（大麻を使用していない群）の 2倍超である
ことが示されている。一方、大麻使用と不安と

の相関関係が存在するとの考えは、大麻を使用

しようとする素因が、不安を起こし易い素因で

もあるためである。罹患しやすい個体の場合、

社会的不安に対する自己的な治療として、大麻

を「使用」するとの考え方も支持されている 
(Buckner et al., 2010; Van Dam et al., 2012)。 
 

D. 考察 
 

本研究から、大麻の大量使用は精神疾患およ

び認知障害の発現リスクが高くなることが分

かる。特に、青少年期の常用的な大麻の大量摂

取は、成人期のそれと比べて、重度かつ持続的

な悪影響を及ぼすことが動物試験と臨床試験

から共に指摘されている。一方、脳の発達には

内因性カンナビノイド系が重要な役割を果た

していることから、青少年期における大麻の長

期的な使用は、青少年期の正常な神経成熟過程

に影響を及ぼし、内因性カンナビノイド系を介

した①シナプス刈り込み現象と②白質の発達

異常が生じていると考えられている。この神経

発達過程の破綻が、青少年期の大麻の常用的使

用と関連している認知障害および情動障害の

誘因と成っている可能性が考えられる。 
一方、大麻使用に伴って、精神疾患への罹患

リスクが高くなることが示唆されるが、明確で

ない点もある。大麻はこれまで脳の機能的変化

を起こすことが知られていたが、脳の形態学的

変化を誘発することが近年新たに指摘されて

いる。即ち、大麻の常用的使用は、内側側頭皮

質、側頭極、海馬傍回、島、眼窩前頭皮質での

灰白質の体積減少と関連するという報告が数

多くなされている。これらの脳領域は CB1受容
体が豊富に発現しており、動機付け、情動行動、

情報の処理機能との関連性が示唆されている。

脆弱な青少年期の脳に大麻の重篤な障害とし

て、上記脳組織の変容／CB1受容体の変容が起
こっている可能性が示唆されている。さらに、

これらの脳領域の灰白質容積の減少は、大麻の

使用頻度や大麻使用の開始年齢と相関するこ

とが指摘されている。これらの知見は、大麻の

有害性を語る上に置いて、大麻の使用時期が重

要な意味を持つことを示唆している。 
 

E. 結論 
 

近年のこれらの報告を基に、大麻の有害性を

科学的に総括することは、今後の基礎研究・臨

床研究の新たな視点を与える点で意義がある

だけでなく、今後の大麻乱用防止の為の教育的

また行政的な方策の決定にも重要な指針を与

えるものと考えられる。 
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【研究要旨】 
 大麻および関連化合物の生体に及ぼす影響について、文献検索により以下の情報を得た。 
（大麻の急性使用） 
 (1)高揚感、脱抑制 
 (2)吐き気、抑うつ、興奮、錯乱、眠気、パニック発作 
 (3)音刺激、触覚に対する知覚の変容 
 (4)時間感覚の歪み、短期記憶の障害 
 (5)自動車の運転への影響、運動失調と判断力の障害  
 

（大麻の慢性使用） 
 (1)薬物依存、退薬症候の発現 
 (2)統合失調症、うつ病の発症リスクの増加（特に、若年からの使用はハイリスク） 
 (3)認知機能、記憶等の障害 
 (4)他の薬物使用のリスクを高める 
 

（医療応用の動向） 
 (1)痛みの緩和（神経因性疼痛） 
 (2)食欲増進(HIV患者での食欲刺激) 
 (3)多発性硬化症 
 

 本研究における検索結果から、大麻を使用した直後の危険性として、大麻使用により意識の変

容が生じ、自動車等の操作に影響を与えることが考えられる。また、大麻の慢性使用は、退薬症

候をともなう薬物依存に陥る危険性がある。特に若年からの大麻使用（高頻度かつ長期間）は、

統合失調症、うつ病の発症を増加させる危険性があり、注意を要すると考えられる。 
 大麻の医療への応用に関しては、研究の対象サンプルが小さいため、十分な解析の上での評価

結果であるかは判断が難しい状況であった。痛みの緩和（神経因性疼痛など）、食欲増進(HIV 患
者での食欲刺激)、多発性硬化症に対する効果に関しての研究が進んでいるが、その有効性につい
ては大麻に含まれる Δ9-THC および CBD などの主要成分に着目して、慎重かつ適切な判断が必
要である。大麻および関連化合物の取り扱いについては、有害作用による不利益を十分考慮した

慎重な対応が必要である。 
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A. 研究目的 

 

 若年層への薬物乱用防止の効果的な啓蒙活

動には、乱用薬物が引き起こす健康被害等の有

害作用に関する情報を提供することは不可欠

である。 
 最近の薬物乱用問題に目を向けると、大麻乱

用が台頭している。特に、青少年における大麻

乱用や、著名人の大麻所持、違法な大麻栽培等

の国内での事件が後を絶たない。一方、米国で

は、連邦法では違法なものの、州レベルにおい

て大麻の医療適用が進んでいる。さらに、2012
年以降、ワシントン、コロラド、オレゴン州等

で州法の範囲で嗜好品としての使用も始まっ

ている。 
 わが国では、大麻に関しては「大麻取締法」

によって規制されている。一方、諸外国での対

応については、条約違反の指摘がある中、市野

国で嗜好品としての使用も認めている、また、

認めようとしていることから、薬物乱用防止を

念頭に、本邦への影響を鑑み大麻に関する情報

を整理することが必要である。 
 本研究では、大麻の臨床上の特性を「有害作

用」と「臨床応用」に着目して、文献レビュー

を実施した。 
 

B. 研究方法 

 

 医学文献データベース (PubMed、Clinical 
Trials.gov)による文献検索を実施した。2016 年
12 月までにデータベースに投稿された情報を
検索した。 
 検索には、次のキーワードを使用した。  
○有害作用： (“marijuana abuse” OR addictive 
behavior OR substance related disorders)’’ 

○臨床応用： “(cannabis OR marijuana) AND 
(therapeutic use OR therapy) AND (RCT OR 
randomized controlled trial OR “systematic review” 
OR clinical trial OR clinical trials) NOT (“marijuana 
abuse” [Mesh] OR addictive behavior OR substance 
related disorders)’’ 
 

PubMed: PubMedは、既発表の医療試験・科学試
験のデータベースで、Entrez 情報検索システム
の一部として、NIHにある米国国立医学図書館
（NLM）が維持している。PubMedは、MEDLINE、
生命科学系雑誌及び電子書籍から 2400 万件を
超える生物医学系文献の抜粋を収載している

(http:// www.ncbi. nlm.nih.gov/pubmed)。 
 

Clinical Trials.gov: ClinicalTrials.govは、公私の補
助を受けた臨床試験のデータベースで、NLMが
維持している。臨床試験に関する情報は、試験

の管理責任者（スポンサー）や試験実施責任者

（PI）によって提供される。試験に関する情報
は、試験開始時にウェブサイトに掲載され（‟登
録され”）、試験期間を通じて更新される。場合

によっては、試験終了後に、試験の結果やその

論文の抜粋がウェブサイトに掲載される

(https://clinicaltrials.gov/ct2/about-site/ background)。 
 

大麻：論文中で「マリファナ」という用語で論

じている報告も、「大麻」に統一して表記した。

特に、大麻の精神活性物質である「Δ 9-
tetrahydrocannabinol; Δ9-THC」についてはその
試験濃度、含量については可能な限り表記した。 
 

C. 研究結果 

 

大麻の臨床薬理作用 

 大麻摂取による主な薬理作用をまとめる

(Adams and Martin, 1996; Gonzalez, 2007; Hollister 

1986, 1988; Institute of Medicine, 1982)。 
 

 (1)脱抑制、リラクゼーション、社交性の向上、 
饒舌 
 (2)高揚感、食欲増進 

(3)抑うつ、興奮、パラノイア、錯乱、眠気、 
パニック発作 
 (4)音刺激、触覚に対する知覚の変容 
 (5)吐き気、頻脈、顔面潮紅、口渇、振戦 
 (6)時間感覚の歪み、短期記憶の障害 
 (7)自動車の運転への影響、運動失調と判断力
の障害 
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 (8)摂取量の増加に伴って増強する錯覚、妄想、
幻覚 
 (9)多量使用により情緒不安定に陥る 
 

 Maldonado (2002)によると大麻によるこれら
の反応は多くの人にとって報酬となり、またし

ばしば薬物の探索や摂取と関連づけられてい

る。高揚感や多幸感は、大麻の使用量の増加、

濫用、依存に結びつく(Scherrer et al., 2009; Zeiger 
et al., 2010)。Hollisterと Gillespie(1973)は大麻の
精神活性物質であるΔ9-THCの効果は、喫煙で
摂取した方が経口摂取よりも 2.6から 3倍強力
であることを報告している。大麻使用者は、大

麻に含まれる精神活性成分の濃度が低いもの

(0.63 %Δ9-THC)よりもより高いもの(1.95 %Δ9-
THC)を好む(Chait and Burke, 1994)。大麻の喫煙
は、速やかに精神作用を示す。米国の調査によ

れば、1890万人のアメリカの成人が、大麻使用
の経験があるとされる(SAMHSA, 2013)。 
 

急性摂取と行動障害 

 大麻は様々な精神作用を引き起こす。これま

での研究では、大麻の急性作用としては、学習

能力や自動車を運転する能力に対して影響を

与えることが報告されている。大麻の吸煙によ

り、学習および連想処理能力、精神運動行動試

験での正常な反応が阻害される (Block et al., 
1992)。大麻成分Δ9-THC (250 - 500 µg/kg)の用量
に依存して、運動の衝動性や追跡障害を含む認

知や行動の制御が障害される (Ramaekers et al., 
2006ab)。また、大麻成分Δ9-THC (290 µg/kg)の
摂取において自動車の運転操作に重要な、知覚

運動の速度とその正確性も阻害されることが

明らかになっている(Kurzthaler et al., 1999)。さ
らに、自動車運転シミュレーションにおいて、

大麻吸煙によってブレーキ反応の遅延も確認

されている(Liguori et al., 1998)。また、こうした
大麻摂取直後の急性効果を測定するのに加え

て、摂取後どれほどの期間、行動障害が続くの

かについても研究が行われている。Heishman 
ら(1990)は、記憶障害は 2.57%のΔ9-THCを含む
大麻の喫煙後 24時間続くことを報告している。

一方、1.8%または 3.6%のΔ9-THCを含む大麻の
喫煙により、翌日には一般行動にほとんど影響

がないとの報告もあり(Fant et al., 1998)、評価尺
度によって作用持続時間に違いがある。 
 

慢性使用による行動障害 

 大麻の使用経験（使用頻度や使用期間）が、

大麻摂取による行動変容に影響を与える可能

性がある。慢性的な大麻使用と行動障害の関連

についての研究が報告されている。自記式アン

ケートにより、過去の大麻使用の期間、頻度、

量の履歴、大麻をやめてからの期間を調べ、

様々な行動と認知の尺度による解析が行われ

ている。慢性的な大麻使用者において、大麻の

17 時間の使用禁止により記憶と注意力の試験
においてのパフォーマンスが劣ることが示さ

れている(Solowij et al., 2002)。別の研究では、慢
性的な大麻使用者において、使用中止の少なく

とも 24 時間後には対照群と比べて、言語記憶
と精神運動速度テストでのパフォーマンスが

有意に劣ることが示された  (Messinis et al., 
2006)。また、若年の慢性的な大麻使用者(18-28
歳)では、少なくとも 1週間大麻を断つと、精神
運動速度、注意の維持、認知機能障害があらわ

れるとされる (Lisdahl, and Price, 2012)。最長で
は、大麻使用の中止 28 日間後においても、記
憶、作業機能、精神運動速度、手先の器用さな

どが障害されていることが確認されている

(Bolla et al., 2002)。 
 一方、大麻使用中止 3ヶ月後では、IQ、短期
記憶、長期記憶、情報処理速度の障害は確認さ

れないという (Fried et al., 2005)。同様に、大麻
使用をやめて 1年以上後では、言語記憶や認知
機能に障害は見られなかった (Tait et al., 2011; 
Schreiner and Dunn, 2012)。さらに、54組の一卵
性双生児の男性(一方は大麻を使用しもう一方
は使用しない)を大麻の使用中止後 1～20 年間
にわたり行動に対する影響を比較検討したと

ころ、持続的な影響は確認されなかった (Lyons 
et al., 2004)。こうした報告から、大麻関連の行
動障害や認知障害は、生涯の累積的な大麻使用

に関連するというよりはむしろ可逆的であり、
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直近の大麻使用が大きな影響を与える可能性

がある。 
 
 青少年の大麻使用 

大麻使用の結果生じる行動障害や認知機能

への影響は、大麻使用開始の年齢に起因する可

能性が示唆されている。例えば、15歳以下で大
麻使用を開始した場合、注意力持続評価、衝動

の制御、一般情報処理機能に障害が見られる

(Fontes et al., 2011; Gruber et al., 2012)。これらの
障害は、15歳以上から大麻の使用を始めた人に
は見られないという (Fontes et al., 2011)。加えて、
1037 人の縦断的前向き出生コホート研究にお
いて、若年期に大麻の使用を開始した慢性的な

大麻使用者では、IQの低下と一般情報処理機能
の低下が確認されている (Meier et al., 2012)。若
年期に大麻の使用を開始した人の IQの低下は、
大麻使用を中止してから少なくとも 1年は持続
することが報告されている(Meier et al., 2012)。 
 大麻使用量との関連性については、Gruberら
(2012)による研究の中で、より若年で大麻使用
を始めた被検者では、大麻の使用頻度は 2 倍、
1 週間当たりの使用量は 3 倍であり、行動や認
知機能障害への悪影響は多大であった。同様に、

若年期に大麻使用を開始して生じる IQ の低下
については、大麻の使用量が増えるほど低下の

度合いが大きかった(Meier et al., 2012)。さらに、
検査時点で大量かつ慢性的に大麻を使用して

いる被検者では、IQ測定のためのスコアである
短期記憶、長期記憶、情報処理速度は障害を受

けていることを示した (Fried et al., 2005)。以上
の結果から、大麻の使用開始年齢、大麻の使用

量および使用頻度が、その後の行動や認知機能

の障害の強さとの関係性があると考えられる。 
 

 米国精神医学会の DSM-V（2013）における
大麻使用障害に関する説明（概要） 

 大麻使用障害を有する人々は、数ヶ月また

は数年の間、一日中 大麻を使用する可能性
があり、さらに一日をその影響下で費やす可

能性がある。そうでない人々はまれにしか使

用しないかもしれないが、大麻の使用は家

族、学校、仕事、またはその他の重要な活動

に関連して繰り返し起こる問題（例えば、職

場での高頻度の欠勤、家族の義務の無視）が

原因である。身体的に危険を伴う活動を行う

際に定期的な大麻の使用と中毒症状が負の

行動や認知機能に影響を与えるので、仕事や

学校での最適なパフォーマンスに悪影響を

及ぼす。同様に様々な日常の行動や作業（車

の運転、スポーツのプレイ、機械操作を含む

手作業の実施）における事故等の危険性を増

大させる。家庭での大麻の使用（子供の前で

使用する）に関しては、家庭のあり方に悪影

響を及ぼし、また大麻使用障害を持つ人々の

共通の特徴である。 最後に、大麻使用障害を
持つ人々は、有害作用：身体的な問題（例え

ば、喫煙に関連する慢性の咳）またはその使

用に関連した心理的な問題（過度の鎮静また

は他の精神衛生上の問題の悪化）の知識があ

るにもかかわらず、大麻を使用し続ける。 

 

大麻の慢性使用によるリスク 

 大麻のヒトに及ぼす精神作用としては、薬物

探索行動および摂取行動と結びつく快情動を

もたらすことが挙げられる(Maldonado, 2002)。
さらに、大麻による顕著な精神活性効果や正の

強化因子としての効果は大麻の使用増加、乱用、

依存に関わる要因である(Scherrer et al., 2009; 
Zeiger et al., 2010)。 
 大麻の長期的または慢性的な使用後の特徴

的な退薬症候が確認されている。退薬症候は、

大麻がタバコに相当する軽度で一時的な身体

依存を形成することを示唆している（Budney et 
al., 2008）。大麻の精神的および生理学的な依存
形成の可能性について検討が必要である。 
 2012年に行われた「薬物使用及び健康に関す
る全国調査(NSDUH)」の統計データによれば、
12歳以上の大麻使用経験者における 40.3%に該
当する約 760万人が、過去 1ヶ月の間に 20日
間以上大麻を使用していることが示されてい

る。さらに 2013 年に行われた Monitoring the 
future調査(MTF)によれば、これら 760万人のう
ち、大麻使用経験者は中学 3年生の占める割合
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が 1.1%、高校 1年生が 4.0%、高校３年生では
6.5%であった。 
 「耐性」とは、時間経過にともない薬物の効

果が低下する適応状態をさす(米国疼痛医学会、
疼痛学会、米国嗜癖医学学会の 2011年合意文書
より)。大麻の効果による耐性形成は、全てのケ
ースではないとしてもある程度示されている。

厳密に言えば、大麻による耐性はその精神活性

作用に応答して形成されるものではないと思

われる。これを支持するデータとして、これま

で行われた電気生理学的研究により、Δ9-THCは
薬物の強化因子や報酬価に深く関与するとさ

れている腹側被蓋野でのニューロン発火頻度

を増加させるが、Δ9-THC を慢性投与しても耐
性が生じないことが報告されている(Wu and 
French, 2000)。 
 しかしながら、ヒトにおいて大麻による心臓

血管、自律神経系および特定の行動に対する耐

性がこれまでに報告されている(Jones et al., 
1981)。耐性形成は高頻度の大麻使用においては
報告されており、低頻度の使用では報告がされ

ていない。例えば、大麻の急性投与後に追跡課

題および注意課題を実施した場合、高頻度の大

麻使用者よりも低頻度の使用者において課題

成績の低下がみられた(Ramaekers et al., 2009)。
さらに、上記の研究と同じ被験者を対象として

脳波図測定における事象関連電位を調べた研

究において、事象関連電位における P100 成分
(刺激提示後 100 ミリ秒で誘起される視覚誘発
電位であるとされる成分)を検討した。追跡課題
および注意課題における成績と関連して、高頻

度の大麻使用者においては大麻摂取後の P100
成分の振幅には変化が見られなかったが、低頻

度の使用者では P100 成分の振幅が減少した
(Theunissen et al., 2012)。大麻使用に関する耐性
形成の背景にあるメカニズムにカンナビノイ

ド受容体のダウンレギュレーションが関与し

ていると推測されている(Hirvonen et al., 2012; 
Gonzalez et al., 2005; Rodriguez de Fonscca et al., 
1994; Oviedo et al., 1993)。 
 薬物による身体依存形成の可能性は薬理学

的な耐性のみによって定義づけられるもので

はなく、退薬症候群に関するエビデンスが必要

である。身体依存は、突然の断薬や使用量の急

激な低減、アンタゴニスト投与などに対する適

応反応として発現し、乱用や依存に関係しない

多くの薬物でも身体依存あるいは慢性使用後

の退薬症候群を誘起しうる。 
 大麻の深刻な乱用により、身体依存および退
薬症候群が引き起こされることがこれまでに

報告されている(American Psychiatric Association 
DSM-Ⅴ, 2013; Budney and Hughes, 2006; Haney et 
al., 1999)。大麻乱用者において多く報告される
退薬症候は睡眠障害、食欲減退および体重減少、

易刺激性、不安、神経質、情緒不安定等が挙げ

られる。報告は少ないが、憂鬱感、多汗、震え、

寒気等もあげられる(Budney and Hughes, 2006; 
Haney et al., 1999)。常用でない大麻使用者に関
してはこれらの症状は報告されていない。

American Psychiatric Association DSM-Ⅴ (2013)
は、”Cannabis withdrowal”という項目を設けてい
る。大麻による退薬症候は使用停止後 24-48時
間以内に発現し、4-6日以内にピークに達し、1-
3週間継続するとされる。 
 大麻による退薬症候群の発現は、薬物乱用治

療を受けている若年者および成人で報告され

ている。臨床記述によればこれらの退薬症候は、

アルコールやバルビツール酸系催眠薬による

退薬症候群（興奮、妄想、痙攣など）と比較す

れば軽度であるとされる。大麻および煙草によ

る退薬症候群を比較した研究において、発現の

強度や経時変化は両者で類似することが報告

されている(Budney et al., 2008; Vandrey et al., 
2005, 2008)。 
 現在までの疫学調査では、青少年からの大麻

使用（Anthony, 2006）や高頻度の大麻使用（van 
der Pol et al., 2013）により大麻依存症リスクが
高まることが明らかになっている。また最近は、

米国および EU(EMCDDA, 2011)、オーストラリ
ア(Hall & Pacula, 2010; ,WHO, 2010; , Roxburgh 
et al., 2010)において、大麻使用を中止するため
の援助を求める大麻使用者が増えていること

が報告されている。 
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大麻使用と精神病の関連※ 

※本研究では、以前の大麻使用とそれに続く精

神病の発生の直接的な結びつきに関する根拠

のみ評価した。しがたって、健常人において大

麻摂取で発現する一時的な効果が精神病の症

状と同じなのか？あるいは既に統合失調症と

診断されている人の精神症状を悪化させるの

か？といった観点には言及できない。 
 

 大麻使用と精神病の関連性を分析する際に、

被験者が既に精神病の診断がなされている患

者か、あるいは障害の診断は満たさない(精神病
に関連するいくつかの症状を明らかに呈して

いない)かを評価することが重要である。例えば
精神病の診断を用いる代わりに、”schizophrenic 
cluster” (Maremmani et al., 2004)、 ”subclinical 
psychotic symptoms” (Van Gastel et al., 2012)、”pre-
psychotic clinical high risk” (Vander Meer et al., 

2012)、”psyvhosis vulnerability” (Griffith-Lendering 
et al., 2012)といった症状に着目した解析も存在
する。これらのグループ比較は Diagnostic and 
Statistical Manual (DMS-5) や International 
Classification of Diseases (ICD-10)による精神病
の診断基準を満たさない。したがって、どうい

った診断基準でグループ比較をするか？によ

って精神病の発症に対する大麻使用の影響に

関する評価に差が生じることを留意する必要

がある。今回の分析では、精神病性障害と診断

された被験者を用いた研究を中心にまとめた。 
 精神病と薬物使用の関係を評価した最も大

規模な研究では、約 45500人のスウェーデンの
徴集兵のうち274人(<0.01%)が1969年から1983
年の入隊時から 14 年の間に統合失調症の診断
を受けた (Andreasson et al., 1987)。統合失調症
の診断を受けた兵士のうち 7.7% (274 人の精神
病の兵士のうち 21 人)が入隊時に大麻を 50 回
以上使用した経験があった一方で、72% (274人
の精神病の兵士のうち 197 人)は大麻の使用経
験がなかった。大麻の使用頻度が高いと統合失

調症の相対リスクも 6.0 と大きくなるが、実際
の大麻使用歴は精神病の「全てのケースのほん

の少数でのみ」原因となっていると著者らは述

べている (Andreasson et al., 1987)。そのかわり、
兵士が精神病を発症するかどうかの最も良い

予測となるのが、入隊にあたっての精神病でな

い精神医学的診断であった。大麻の使用によっ

て精神病のリスクが高まるのは病気にかかり

やすい傾向のある者達だけであると筆者らは

結論付けた。加えてこの研究の 35 年間の追跡
調査も同じ結果を報告した (Manrique-Garcia et 
al., 2012)。この追跡調査の中で、354人の兵士が
統合失調症を発症した。この 354 人中 32 人が
入隊時点で 50 回以上大麻を使用しており(9%、
オッズ比 6.3)、255 人は大麻を使ったことがな
かった(72%)。加えて、大麻の影響は精神医学的
障害を発症しやすい人にのみ見られるという

結論が多くの他のタイプの研究でも示されて

いる。例えば大麻の使用が後に精神病と診断さ

れる人の症状の表出に先立つと証拠が示して

いるのに (Schimmelmann et al., 2011)、多くの報
告では統合失調症の前駆症状が大麻の使用の

前に現れていたと結論付けている (Schiffman et 
al., 2005)。同様に、大麻と精神病の遺伝-環境相
互作用モデルについてのレビューでは、大麻の

使用が精神病の発症を高める危険性が示され

ている (Pelayo-Teran et al., 2012)。 
 オーストラリアでの 1940年から 1979年の 8
つのバースコホートでの大麻使用に対して統

合失調症の罹患率がモデル化された際にも同

様の結果が引き出された  (Degenhardt et al., 
2003)。時間が経つに従って 40年間の間に生ま
れた成人の大麻の使用は増大したが、これらの

人達の精神病の診断に対応した増加はなかっ

た。精神病を発症しやすい人においてのみ大麻

は統合失調性障害の発症を早めるかもしれな

いと筆者らは結論付けた。それゆえ、大麻それ

自体は大麻を試したことのあるあるいは使用

し続けている大多数の人には統合失調症を引

き起こさないようだ。しかしながら、精神病に

対する遺伝的脆弱性のある人において大麻の

使用は精神病の発症に影響を及ぼす可能性が

示唆されている。 
 スウェーデンの研究では、15 年間にわたり
50465 名を対象にして、大麻使用と統合失調症
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の発症リスクに関する検討が行われた

(Andréasson et al., 1987)。18歳までに、大麻を使
用した場合、2.4倍の発症リスクがあることが示
唆された。同様に、大麻の使用頻度が高くなる

と、統合失調症の発症リスクが高まる可能性が

確認されている(Zammit et al., 2002)。研究規模は
小さいものの、オランダ(van Os et al., 2002)、ド
イツ(Henquet et al., 2004)、ニュージーランド
(Arseneault et al., 2002; Fergusson et al., 2003)にお
いても同様の解析結果が示されている。 
 大麻使用と精神症状の関連性に関するメタ

解析研究では、精神病症状および精神病性障害

の発症リスクは大麻使用経験者では、1.4倍およ
び大麻慢性使用者では 2.09 倍であったとされ
る(Moore et al., 2007)。特に、若年層での大麻使
用の危険性が指摘されている(Mullin et al., 2012)。 
 一方、大麻の使用と精神病発症の危険性につ

いては、薬物の使用歴と症状を精査し、より具

体的な危険因子について検証の必要があると

いう報告もある (Minozzi et al., 2010)。また、大
麻を使用した被験者が使用しなかった被験者

と較べて精神病と診断される割合は、必ずしも

高値を示さないことも今後の課題として示さ

れている(Fergussen et al., 2005; Kuepper et al., 
2011; Van Os et al., 2002)。大麻の使用が精神病の
発症にどのように関わるか？については、更な

る検証が必要であると考えられる。 
 うつ病の発症については、大麻乱用開始時期

のうつ病発症の有無の補正が不完全ではある

が、わずかに発症リスクが上昇（1.15 倍程度）
する危険性が示されているMoore et al., 2007； 
Horwood et al., 2012)。一方、ノルウェーの研究
では、大麻使用障害の患者において、特に重度

の大麻使用者では、自殺リスクが上昇すること

が示されている(Arendt et al., 2013)。 
 大麻使用と様々な精神疾患の発症リスクに

関する研究から、若年から使用を開始し、長期

にわたる大麻使用は高い危険性が存在すると

考えられる。大麻使用による精神疾患の発症リ

スクについては、継続的な検証が必要である。 
 

心臓血管系と自律神経系への影響 

 大麻 1 回分の喫煙または経口摂取量のΔ9-
THCは頻脈を引き起こし、また血圧を上昇させ
る可能性がある (Capriotti et al., 1988; Benowitz 
and Jones, 1975)。大麻による頻脈の発現につい
ては交感神経系の興奮および副交感神経の抑

制が関わると考えられている(Malinowska et al., 
2012)。また、慢性的に大麻を摂取している間、
頻脈に対する耐性が形成されるという 
(Malinowska et al., 2012)。 
 また、長期間のΔ9-THC摂取により、徐脈と
低血圧が引き起こされる (Benowitz and Jones, 
1975)。この徐脈と低血圧の発現には、末梢神経
に存在するCB1受容体が関与する(Wagner et al., 
1998)。この効果のメカニズムは、プレシナプス
の CB1 受容体を介した末梢の自律神経終末か
らのノルエピネフリンの放出の阻害と血管系

のカンナビノイド受容体の活性化を通じた直

接的な血管拡張が関わると考えられている 
(Pacher et al., 2006)。一方、心電図に関する解析
では、Δ9-THCを大量に摂取しても影響は少な
いとされる(Benowitz and Jones, 1975)。注意点と
しては、冠状動脈あるいは脳血管性に病気があ

る場合、大麻を吸煙は心臓の働きに影響を及ぼ

すため、心筋梗塞、起立性低血圧といったリス

クを引き起こす危険性がある  (Benowitz and 
Jones, 1981; Hollister, 1988; Mittleman et al., 2001; 

Malinowska et al., 2012)。 
 

呼吸器への影響 

 大麻の最も一般的な作用として、大麻急性暴

露により一過性の気管支拡張が発現すること

が知られている(Gong et al., 1984)。20年間にわ
たる縦断研究では、調査開始から 2、5、10、20
年時点における大麻の使用量と肺機能のデー

タに関する 5000 人の情報が解析されている 
(Pletcher et al., 2012)。解析によれば、大麻使用頻
度により影響に差があり、慢性的かつ高頻度の

大麻使用は肺機能の低下を引き起こすことが

示されている (Pletcher et al., 2012)。さらに、長
期間の大麻の使用は、慢性気管支炎と咽頭炎の

頻度を増加させる。また、同様に慢性的な咳と

痰の増加を引き起こしうる。加えて、肺機能テ
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ストは慢性的な大麻の吸煙により大きな気道

の閉塞が生じること、細胞の炎症性組織変化が

気管支上皮に生じることが明らかになってい

る (Adams and Martin, 1996; Hollister, 1986)。 
 大麻の吸煙ががんを引き起こすかについて

はある研究は正の相関を示す一方で他の研究

はそうでない (Lee and Hancox, 2011; Tashkin, 
2005)というように一貫性はない。煙草の喫煙歴
がない場合でも、若年の大麻使用者で肺がん発

症が報告されてきた (Fung et al., 1999)。大麻の
使用は用量依存的に遺伝子変異感受性、煙草の

喫煙、アルコールの使用と関連し、頭頸部のが

んのリスクを増大させる という(Zhang et al., 
1999)。一方、1650人の被験者を用いた大規模研
究で大麻と肺がんの間に正の相関は見られな

かったとの報告もある (Tashkin et al., 2006)。大
麻使用と発がんの関連性について、煙草の使用

と他の悪化要因となりうる因子を標準化して

も、明確な相関性が確認されていないという。

現時点では、大麻の喫煙による呼吸機能と発が

ん性に対する悪影響と、煙草の喫煙による悪影

響は異なると考えられる(Lee and Hancox, 2011)。 
 

出生前曝露の行動への影響 

 妊娠期の慢性的かつ高頻度の大麻使用は、生

まれた子供に影響を与える可能性が示唆され

ている。胎児期に重度の大麻曝露を受けた場合、

4〜6歳児において記憶、言語推論、量的推論作
業能力が低下していることが報告されている

(Fried and Watkinson, 1987; Goldschmidt et al., 

2008)。さらに、9〜12歳児においては衝動のコ
ントロール、視覚分析、仮説の必要な実行機能

に悪影響が生じていた (Fried et al., 1998)。同様
に、大麻暴露によって 13〜16 歳児において注
意持続に障害が生じていた (Fried et al., 1992; 
Fried, 2002)。一連の研究では大麻使用に加えて、
アルコールと煙草を使用した女性も含めて胎

生期の大麻曝露の行動への影響が評価されて

いる。実際、大麻を使用していると報告した多

くの妊婦は、アルコールや煙草やコカインの使

用も報告する傾向にある  (Goldschmidt et al., 
2008)。従って、潜在的に複数の薬物の曝露を受

ける状況下では、胎生期の大麻への曝露の影響

のみを検出することは困難であるため、更なる

検討が必要である。 
 

大麻使用と他の薬物乱用 

 Kandel（1975）は、およそ 40年前、大麻が
他の違法薬物の使用や乱用につながる Gateway 
drugであるという仮説を提唱した。以来、大
麻に関する疫学調査では、Gateway仮説が検証
されてきた。これまでの調査では、大麻の使

用と他の違法薬物の使用との直接的な因果関

係は限定的である。支持するデータとして

は、ニュージーランドの 1,256人の子供を対象
とした 25年にわたる大規模な研究では、大麻
の使用がコカインやヘロインを含む他の薬物

の乱用の危険性に関連していると結論付けて

いる（Fergusson et al., 2005）。一方で、青少年
の調査では、早期の大麻の使用が後の問題の

ある薬物使用につながっていないことを示し

ている（Kandel＆Chen, 2000; Van Gundy and 
Rebellon, 2010）。薬物乱用障害を持つ多くの
人々は、最初に始める違法薬物の一つとして

大麻を使用するかもしれないが、この事実は

大麻を使用する多くの人々が、ほかの違法薬

物を日常的に使うようになる、または次の薬

物を使うようになるという逆の推論を導くこ

とは容易ではない（SAMHSA, 2012）。
Vanyukov（2012）らによる Gateway仮説のレ
ビューにおいて、Gateway仮説は薬物を使用し
始める順番にのみ言及するため、Gateway仮説
は、大麻にさらされる時期の特別なメカニズ

ムと依存に対するリスクにまで言及していな

いと指摘している。したがって、Gateway drug
としての大麻の位置づけについては、大麻の

経験時期と脳神経系の変化等の総合的なメカ

ニズムの検証を加える等、更なる検証が必要

である。 
 一方、436,206名を対象としたコホート研究
では、煙草の使用は、大麻使用の危険因子に

なることが示されている(Mayet et al., 2016)。同
様に、850名（14-24歳）を対象とした解析で
は、大麻使用開始年齢が低いほど、後のアル
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コール飲酒問題へ発展する危険性が示されて

いる(Bun et al., 2015)。さらに、青少年 1,943名
を対象としたコホート研究では、中程度の大

麻使用経験は、将来的には大麻の重度使用、

覚せい剤やコカインの使用へ移行する危険性

が高いことが示されている(Patton et al., 2006)。 
 Blanoらのグループは、34,653名(18歳以上)
を対象としたコホート研究において、12ヶ月
以内の大麻使用は、大麻使用障害の発症リス

クを高める(6.2倍)ことを報告している(Blano et 
al., 2016)。同様に、大麻の使用量に依存して、
物質依存障害の発症が増加することが明らか

になっている。その中でも、大麻使用障害に

ついては 6.2倍、アルコール依存形成は 1.9
倍、他の薬物依存症は 2.7倍の発症リスクを示
すとされる。ニュージーランドの 1,265名を対
象としたコホート研究では、16-17歳で週 50
回以上の大麻使用がある場合、他の違法薬物

の乱用及び依存へつながる危険性は、大麻未

使用群と比較して 117.9倍とされる(Fergusson 
et al., 2008)。 
 大麻使用の頻度や期間は、その他の薬物依

存形成との関連性があると考えられる。特

に、青少年期からの大麻使用は、将来的に

様々な薬物乱用と依存の問題を抱える危険性

があると考えられる。 
 

臨床効果 

 

神経因性疼痛 

 HIV感覚性ニューロパチー関連の神経因性疼
痛と (Abrams et al., 2007; Ellis et al., 2009) 多発
性硬化症からくる慢性的な神経因性疼痛 
(Wilsey et al., 2008; Ware et al., 2010; Wilsey et al., 

2013) に対する大麻吸煙の効果が検証されてい
る。 
 

HIV 感覚性ニューロパチー関連性神経因性疼痛 
 HIV感覚性ニューロパチーによって引き起こ
される痛みは、大麻により減弱されることが報

告されている（2研究）。 
 Abramsら(2007)は「HIV感覚性ニューロパチ

ーの痛みにおけるカンナビス：ランダム化プラ

セボ-コントロール試験」と題された初めての研
究を行った。少なくとも 6回の大麻喫煙経験が
あり、コントロール出来ない HIV感覚性ニュー
ロパチーによる痛みがある 50 人の患者を対象
とした。対象者は 25 人ずつ 2 グループに分け
られた。ほとんどの対象者は研究中に痛みのた

めに薬物療法を受けており、最も一般的な薬物

療法はオピオイドとガバペンチンであった。研

究を始めるにあたって、対象者の日々の痛みス

コアの平均は 0〜100 の視覚的評価スケール
(visual analog scale, VAS)で少なくとも 30であっ
た。対象者は大麻喫煙(3.56%, Δ9-THC)または
プラセボシガレット喫煙グループにランダム

に分け、1日 3回 5日間標準化された喫煙法に
よって摂取した。大麻喫煙によって、対象者の

52%が痛みが減弱した(30%以上)と報告してい
る。深刻な有害事象はなく、高血圧、低血圧あ

るいは頻脈により医療介入を要することもな

かった。ドラッグ関連の理由により脱落した対

象者はいなかった。 
 著者らは、大麻喫煙は我慢出来る程度の副作

用を伴うが HIV 感覚性ニューロパチー関連の
慢性的な神経因性疼痛を効果的に減弱させる

と結論付けた。この研究には下記のような制限

がある：大麻の試験を行っている際の被験者に

対する他の鎮痛剤の使用が継続されている。 
 Ellis ら(2009)は「HIV における神経因性疼痛
のための医療用大麻の喫煙：ランダム化クロス

オーバー臨床試験」と題された研究を行った。

被験者は 28名の HIV陽性の成人男性患者で、
鎮痛剤に反応が悪く難治性の神経因性疼痛の

ある患者である。研究の開始にあたっての記述

式識別スケール (Descriptor Differential Scale, 
DDS)の疼痛強度サブスケールにおいて被験者
の平均スコアは 5以上だった。被験者は現在受
けている疼痛治療(オピオイド、非麻薬鎮痛薬、
抗うつ剤、抗けいれん薬)を続けることが許可さ
れた。この研究に参加するにあたって大麻の使

用歴は必要とされなかったが、28人の被験者の
うち 27人(96%)が以前に大麻を使用したことが
あると報告した。しかしこれらの 27 人の大麻
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経験者の 63% (18名)が過去 1年に大麻を使用し
ていないと報告した。 
 大麻（Δ9-THC濃度は 1%、2%、4%。6%、8%）
の効果とプラセボの効果を 2週間の休薬期間を
挟んだ 2回の 5日間に渡る治療期間で比較した。
被験者は大麻あるいはプラセボ煙草を約90-120
分間隔で標準化された吸煙法で 1日 4回吸煙し
た。結果としては、大麻摂取により痛みは有意

に減弱した。安全性の観点から言うと、大麻で

もプラセボでも HIV の症状には変化はなかっ
た。しかしながら、2 人の被験者が大麻関連の
有害事象により研究から脱落した。１名は大麻

投与中の吸煙関連の「耐えがたい咳」により、

唯一の大麻未経験の被験者は大麻が引き起こ

す急性精神病の発症により脱落した。 
 大麻喫煙は効果的に HIV 感覚性神経因性疼
痛による痛みを減弱させると著者らは結論付

けた。この研究の制限には以下の点が含まれる。

それぞれの吸煙中の吸入回数についての情報

がない。主観的評価の特定のタイミングと吸煙

セッションを始めたときと比べた有害事象の

収集のタイミングについての情報がない。大麻

未経験の被験者が１名のみである。これらの制

限により研究中に大麻への反応として経験さ

れた有害事象が許容しうるものなのか結論付

けるのが難しくなっている。これは唯一の大麻

未経験者が鎮痛用量の大麻への暴露により深

刻な精神医学的反応を起こしたために研究か

ら脱落したことに特に関係がある。しかしなが

ら、この研究は大麻がコントロールできない

HIV感覚性神経因性疼痛の補助療法としてさら
に研究されるべきであるという前向きな結果

であると考えられる。 
 

中枢および末梢性神経因性疼痛 

3 つの研究が慢性的な神経因性疼痛に対する
大麻の効果を調査した。 
 Wilsey ら(2008)は「神経因性疼痛における大
麻煙草に対するランダム化プラセボ‐コント

ロールクロスオーバートライアル」と題された

研究で、複数の原因から来る慢性の神経因性疼

痛を調べた。被験者は様々な神経因性疼痛状態

の 32 人であり、内訳は複合性局所疼痛症候群
22人、脊髄損傷 6人、多発性硬化症 4人、糖尿
病性ニューロパチー3人、腸骨鼠径神経痛2人、
腰仙神経叢障害 1人であった。全ての患者が 0
〜100 の痛みのスケールで少なくとも 30 を報
告した。研究期間中もオピオイド、抗うつ剤、

抗けいれん薬、解熱鎮痛薬 NSAIDsを含む通常
の治療を続けた。すべての被験者は大麻経験を

要求されたが、研究セッションの 30 日前から
はカンナビノイドを使用できなかった。 
 研究は 3つのセッションからなり、セッショ
ン間は 3〜21日の期間をあけた。投与の条件は
高濃度の大麻 (7%,Δ9-THC)、低濃度の大麻
(3.5%,Δ9-THC)、プラセボであった。大麻の摂取
は、標準化された吸入法とした。 
 大麻は、「鋭い痛み、焼けるような痛み、疼く

ような痛み、表面的な痛み、深い痛み」の減弱

をもたらした。特に、3.5%, Δ9-THC と 7%, Δ9-
THC はどちらの濃度を用いても痛みの感じ方
に差はなかった。一方、大麻としての認識：何

らかの薬物効果、良い薬物効果、ハイ、もうろ

う状態、意識障害、沈静、混乱、空腹のスコア

は上昇した。7%, Δ9-THC大麻ではプラセボと比
べて不安のスコアと不快効果が上昇した。神経

認知評価においては、プラセボと比べて 3.5%, 
Δ9-THCと 7%, Δ9-THC大麻のどちらでも学習と
記憶に障害が出たが、注意力と精神運動速度が

障害されたのは 7%, Δ9-THC 大麻だけだった。
心臓血管系の副作用はなく、大麻関連の有害事

象により脱落した被験者はいなかった。大麻は

認知に対する軽度の影響を及ぼす程度の用量

では、神経因性疼痛の改善に有効かもしれない

が、吸煙は最適な摂取ルートではないと著者ら

は結論付けた。この研究の制限は、被験者が大

麻試験期間中も他の鎮痛剤での治療を受けて

いることである。また、著者らはどのタイプの

神経因性疼痛が大麻の摂取によって、改善され

るのかを確定するのが難しいとしている。 
 二つ目の研究はカナダの Ware ら(2010)によ
って行われた「慢性の神経因性疼痛に対する大

麻吸煙：ランダム化コントロールトライアル」

と題する研究である。被験者は外傷や手術によ
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り引き起こされた異痛症あるいは痛覚過敏を

持つ神経因性疼痛があり 10段階の VASで 4以
上の痛み強度スコアを示した 21 人の成人患者
である。全ての被験者は現在受けている鎮痛剤

投薬治療を続け、突発的な痛みに対してはアセ

トアミノフェンの使用を許された。18人の被験
者は以前に大麻を使用した経験があったがい

ずれもが研究の 1年以内の使用はなかった。研
究に用いられたデザインは 4期間クロスオーバ
ーデザインであり、大麻(2.5%、6.0%、9.4%, Δ9-
THC)とプラセボをテストした。2.5%と 6.0%用
量の大麻は増量にあたっては盲検とした。それ

ぞれの期間は 14日間続き、5日間の薬物投与試
験に続き 9日間の休薬期間が設けられた。25mg
の大麻を 1回分としてチタン製のパイプで吸煙
した。 
 日々の痛み強度の平均はプラセボ(6.1)と比較
して 9.4%, Δ9-THC 大麻(5.4)条件では有意に低
かった。また 9.4%, Δ9-THC条件ではプラセボと
比較してより眠気があり、良い睡眠がとれ、不

安と抑うつが少なかった。しかしながら、POMS
スコアあるいはハイ、幸福、リラックス、スト

レスに関するVASではΔ9-THC用量間で有意差
はなかった。 
 9.4%, Δ9-THC大麻を摂取したグループで報告
された最も頻度の高い薬物関連の有害事象は

頭痛、ドライアイ、焼けるような感覚、眩暈、

無感覚、咳であった。心拍数の可変性、腎機能

のバイタルサインについて有意差はなかった。

6%, Δ9-THC 大麻を摂取したグループで痛みが
増悪したため 1人の被験者が研究から脱落した。
大麻の吸煙は神経因性疼痛を減弱させ気分を

改善し睡眠を助けるが、吸煙は好ましい摂取ル

ートではないと著者らは結論付けた。この研究

の制限は、大麻試験中に被験者が他の鎮痛剤に

よる治療を受けていることである。 
 Wilsey ら(2013)は「低用量の気化されたカン
ナビスは神経因性疼痛を有意に改善する」と題

された研究を行った。この研究は大麻摂取の方

法として蒸気を利用した研究である。被験者は

現在治療(オピオイド、抗けいれん薬、抗うつ剤、
NAIDs)を受けている神経因性疼痛(CRPS、視床

性疼痛、脊髄損傷、末梢性ニューロパチー、神

経根疾患、神経損傷)の患者 36人である。被験
者は 1.29%, Δ9-THC、3.53%, Δ9-THC、プラセボ
の 3 つのセッションに参加した。大麻は the 
Volcano vaporizerを使用して気化させ、合図によ
り標準化された吸引法を用いた。 
 3.53%, Δ9-THC大麻吸入条件では 30%痛みが
減弱した被験者が 61%、1.29%, Δ9-THC条件で
は 57%だった。プラセボと比較して 3.53%, Δ9-
THC条件でも 1.29%, Δ9-THC条件でも痛み強度
は減弱し、NPS における不快感、痛みの鋭さ、
深さも減弱し、PGIG における痛みのレーティ
ングも減弱した。 
 比較的低用量の大麻の蒸気吸入は特に患者

が自身で曝露量を調節出来る場合には神経因

性疼痛への鎮痛効果の向上をもたらし得ると

筆者らは結論付けた。この研究の制限は、様々

な様態の神経因性疼痛の被験者が含まれてい

ること、大麻テスト中にも被験者が他の鎮痛剤

による治療を受けていたことである。大麻摂取

によりどの神経因性疼痛の特定のサブセット

が特に改善されるのかを評価するのもまた難

しくなっている。 
 

HIV 患者での食欲刺激 
 2 つの無作為化、二重盲検、プラセボ対照フ
ェイズ 2の研究は、HIV陽性の被験者における
食欲に対する大麻吸煙の効果を検討している

(Haney et al., 2005; Haney et al., 2007)。 
 Haney らによって行われた最初の研究（2005
年）は「HIV陽性かつ大麻喫煙者におけるドロ
ナビノールと大麻: カロリー摂取と気分に対す
る急性効果」と題されている。被験者は 2つの
抗レトロウイルス薬を服用していた HIV 陽性
患者でいずれも臨床的に有意な体重減少を有

していた（15名）。健常人は 15名であった。被
験者は Bioelectrical Impedance Analysis (BIA：生
体電気インピーダンス法組織の生物学的特性

による電気伝導性の差異を利用して、身体構成

を予測する方法) によって体重等の情報を記録
した。すべての被験者が研究に入る前に、少な

くとも週 2回かつ 4週間以上大麻吸引歴があっ
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た。平均すると個人は 10-12年の間に、週に 5-
6回、1日 3回大麻タバコを吸っていた。 
 本試験はダブルダミーデザインによって実

施された。被験者は以下 8つのセクションに分
かれて参加した。被験薬デザインは 10、20、及
び 30mg のドロナビノール経口カプセルおよび
乾燥重量中に Δ9-THC濃度が 0％、1.8％、2.8％、
3.9％の大麻タバコであった。ドロナビノールの
投与量は、通常の食欲刺激のために規定される

投与量よりも高い。テストセッションの間に 1
日の休薬期間をおいた。 
 大麻吸引は以下の手順で行った：（1）「タバコ
の点火（30秒）」、（2）「準備（5秒）」、（3）「吸
入（5秒）」、（4）「煙を肺に保持（10秒）」、（5）
「息を吐く」。各被験者は、40秒の間隔で 3回
大麻を吸引した。 
 プラセボ群と比較して 1.8％と 3.9％, Δ9-THC
含有大麻（P <0.01）、10、20、及び 30mgのドロ
ナビノール（P<0.01）を服用した低 BIA群の患
者は有意に多くのカロリーを消費した。対照的

に、通常の BIA群では、大麻とドロナビノール
のいずれもカロリー摂取量に影響を与えなか

った。通常の BIA群に対する効果の欠如は、こ
のグループが、ベースライン下で低 BIA群より
も約 200カロリー多く消費している事実によっ
て説明可能である。 
 評価尺度から見て 3.9％の Δ9-THC大麻は、プ
ラセボと比較して良好な薬物効果、薬物に対す

る好感度と渇望（再び吸いたいという気持ち）

を増加させた。鎮静作用の評価は、10 および
30mg のドロナビノールまたは 2.8％の Δ9-THC
大麻の摂取によって通常 BIA グループより増
加した。刺激の格付けは、2.8％と 3.9％の Δ9-
THC大麻および 20mgのドロナビノールによっ
て増加した。 
 30mgのドロナビノールの副作用として健忘、
退薬症候、夢見心地、動きの鈍り、重い手足、

心拍数の増加、神経過敏性が増加し、気力、社

会性そして会話低下が認められた。バイタルサ

インや認知機能のパフォーマンスには有意な

変化は認められなかった。大麻の喫煙は、主観

的効果の経時変化において迅速にピークに達

した。一方で、経口ドロナビノールの応答は、

ピークに達するまでの時間がかかったが、その

効果の持続時間は長かった。また、大麻は喉の

渇きを有意に引き起こした。 
 著者らは、大麻の喫煙が急性で認知障害なく

低 BIA 群においてカロリー摂取量を増加させ
ることができると結論付けている。しかし、本

研究の対象患者は全員が慢性的に大麻使用履

歴を持っていたために、この研究で報告された

認知障害への影響の低さが、この患者集団にお

ける大麻（カンナビノイド）耐性形成を反映し

ている可能性があることを懸念している。本研

究では、実際の体重増加を反映していない。大

麻が HIV 患者の食欲を刺激するための治療薬
として有用かどうかについて、さらに検討する

必要があることを示唆している。 
 2007年にHaneyらが行った研究報告は、「HIV
陽性かつ大麻喫煙者におけるドロナビノール

と大麻: カロリー摂取、気分および睡眠に対す
る急性効果」と題されている。この研究のデザ

インは、2005年にこの研究室が行った研究報告
1 とほぼ同一であったが、BIA による被験者選
別ではなかった。被験者は 2つの抗レトロウイ
ルス薬治療を継続しており、研究に入る前に、

少なくとも週 2回そして 4週間以上、大麻使用
歴を有していた HIV陽性患者である。平均して、
個人は 19年にわたり週 5回かつ 1日 3回大麻
を吸っていた。 
 被験者は前回と同様にダブルダミーデザイ

ンを使用して、大麻重量中 0%、2.0％および
3.9％, Δ9-THC濃度または 0、5および 10mgの
ドロナビノール経口カプセルの急性効果を評

価した。期間は 4日間で薬物投与は、4時間ご
とに 1日 4回とした。 
 5および 10mg のドロナビノール（P <0.008）
と 2.0％および 3.9％の Δ9-THC大麻（P <0.01）
は用量依存的に、プラセボと比較してカロリー

摂取量を増加させた。特に 3.9％の Δ9-THCを含
む大麻を使用した患者では、また食欲に対する

欲求と空腹感の評価を増加させた。 
 10mg のドロナビノールと 2.0％および 3.9％
の Δ9-THC を含む大麻を使用した患者で、良好



51 
 

な薬物効果、薬物に対する好感度と渇望（再び

吸いたいという気持ち）を増加させた。10mgの
ドロナビノールまたは 2.0％の Δ9-THC 含有大
麻によってのどの渇きが示された。いずれのカ

ンナビノイドの投与によっても認知機能や客

観的な睡眠状態に変化はなかった。しかし、

3.9％の Δ9-THC大麻は、睡眠の主観的評価を高
めた。 
 著者らは、ドロナビノールと大麻喫煙の両方

でカロリー摂取量を増加させ、HIV陽性患者の
体重を増加させると結論付けている。しかし、

前回と同様にすべての患者が慢性大麻使用歴

を持っていたので、この研究で報告された認知

障害への影響の低さが、この患者集団における

大麻（カンナビノイド）耐性形成を反映してい

る可能性があることを懸念している。研究とし

ては、大麻は、HIV患者の食欲を刺激するため
の治療薬として、さらに検討する必要があるこ

とを示しながらも、肯定的な結果が得られたと

している。 
 

多発性硬化症 
 本トライアルでは多発性硬化症(MS)におけ
る痙縮の発症に対する大麻喫煙の効果を調べ

た。 
 この研究は、Corey-Bloom et al. (2012)によっ
て「多発性硬化症に対する大麻吸煙の効果：ラ

ンダム-プラセボコントロール試験」という研究
題目で実施された。被験者は、モディファイド

アシュワーススケール(MAS)でスコア 3 以上
（かなりの筋緊張の増加があり、他動運動は困

難である）のMS関連痙縮患者 30人であった。
参加者は、ベンゾジアゼピン以外のMS治療薬
は継続した。また被験者の 80％が大麻使用歴を
持っており、そのうち 33％は一年以内に大麻を
使用していた。 
 評価項目は、MASの痙縮の変化を調べた。さ
らに、被験者は痛みの評価に VAS、歩行および
認知テスト(Paced Auditory Serial Addition Test)と
AESを用いて評価した。 
 4.0％, Δ9-THC含有大麻での治療は、プラセボ
よりも MAS スコアを 2.74 ポイント減少(p 

<0.0001)させた。また、プラセボに比べ VAS疼
痛スコアを減少させた(p = 0.008)。認知尺度のス
コアは、プラセボより 8.7 ポイント減少した(p 
= 0.003)。大麻は、プラセボと比較して、歩行の
スコアに影響を与えなかった。大麻は、プラセ

ボと比較して高揚感のスコアを増加させた。 
 7 人の患者は、副作用により治験を完了出来
なかった（2人は不快感、2人は目眩、1人は疲
労）。7人のうち、5人は大麻使用の経験がなか
った。ドロップアウトした被験者を含めてデー

タを再分析したところ、過程として被験者らは

治療に対する肯定的な反応を示さなかったが、

大麻の効果は痙縮に対して有効であると考え

られた。 
 著者らは、大麻の喫煙がMSに伴う痛みや痙
縮を減らすのに有用性を持っていたと結論付

けている。一部の被験者らは大麻によって誘発

される精神医学的有害事象に耐えることがで

きなかったため、大麻に対してナイーブな被験

者が試験から脱落したことが懸念される。著者

らは、今後の研究は、Δ9-THCの異なる用量で認
知機能への少ない影響によって痙縮に対して

有益な効果をもたらすことができるかどうか

を検討すべきであることを示唆している。総括

すると、大麻の痙縮のための補助治療薬として

の有効性は、さらなる検討が必要である。 
 
緑内障 
 緑内障における大麻使用の効果に関して、2

つの二重盲検交差試験によるフェイズ 2の臨床
治験が行われた(Craford and Merrit, 1979; Merrit 
et al., 1980)。どちらの研究においても、大麻喫
煙後 30分から有意な眼内圧(intraocular pressure ; 
IOP)低下が報告された。60-90 分後に最大効果
が示された。効果は 3-4時間後までに消失した。
これら 2 つの研究は、1999 年の Institute of 
Medicine (IOM) による大麻使用による有用性
に関する報告において引用された。これら研究

に対して我々の行った独立した分析は IOM の
報告における結論と合致するため、本章ではこ

れらの研究についてこれ以上詳細には論じな

い。近年においては緑内障に対する大麻吸入に
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よる効果を検討した研究は行われていない。

1999 年の IOM の報告によると、IOP を低下さ
せるために必要とされるカンナビノイドの容

量は高いものであり、副作用発現のリスクが懸

念される。すなわち、大麻の緑内障に対する作

用は、その改善効果を喫煙による有害作用発現

の不利益が上回ると考えられる。 
 

大麻関連製剤 
 大麻関連製剤として、大麻由来の Δ9-THC 及
びカンナビジオール (CBD)を含む Sativex、THC
構造を模倣する合成カンナビノイドを含む

Marinolなどが商品化されている。 
 Sativexは、イギリスの GW Pharmaceuticals社
が販売する 2.7 mgの Δ9-THCと 2.5mgの CBD
を主成分とする口腔内スプレーである。多発性

硬化症に伴う神経因性の疼痛治療を目的とし

てヨーロッパを中心に販売されている。Etges et 
al (2016)のグループは、多発性硬化症に対する
Sativex の有効性及び安全性に関して、2010 年
から 2015 年の間でイギリス、ドイツそしてス
イスにおいてコホート研究を実施した。その結

果60％の患者が治療を継続、32%は治療を中止、
6%は治療継続困難であったことを報告した。治
療継続中の患者の 83％は Sativex の有効性を示
したが、中止した患者のうち約 3分の 1では有
効性が認められず、また約 4分の 1でも副作用
によって治療が中止された。主な副作用は、神

経系の障害、精神障害そして消化器系の障害な

どが報告されいる(Etges et al., 2016)。また、
Flachenecker et al (2014)がドイツ国内で行った治
療抵抗性を示す多発性硬化症患者における

Sativexの臨床研究では、55%の患者で有効性が
示されたが、一方で３ヶ月の間に 45%の患者が
脱落した。治療を断念した患者のうち 17％に有
害事象が認められた。 
 Marinolは、米国の AbbVie社が販売する大麻
由来の天然 Δ9-THC を化学的に合成した化合物
名ドロナビノール(Dronabinol)を主成分とする
カプセル型製剤である。化学療法に伴う嘔吐・

吐き気の治療薬として FADに認可されている。
規格は、2.5 mg、5 mg及び 10 mgのドロナビノ

ールがカプセルに含まれており、経口によって

服用する。ドロナビノールは、HIV/AIDS関連症
状の一つ体重減少の改善のための臨床研究が

行われており、これらの研究について Badowski 
et al (2016)が reviewを行っている。これらの臨
床研究におけるドロナビノール服用患者とプ

ラセボ患者の総体重変化を比較すると、ドロナ

ビノール群では -2.0~3.2 kg、プラセボ群で -
0.7~1.1 kg であった。大麻単独又はドロナビノ
ールと大麻の併用でも体重増加に有意な変化

は認められなかったとされる。Haney et al (2005, 
2007)の行った HIV 陽性患者の食欲におけるド
ロナビノールと大麻喫煙効果の評価において

は、通常使用量の 4~8倍量のドロナビノール及
び大麻の喫煙によって耐性形成と食事摂取量

の増加を報告している。ドロナビノール 20 mg/
日の服用は、耐性形成及び中枢神経作用として

めまい、快感、鎮静効果を表す。20 mg以上の
服用は心拍数の増加も認められている。ドロナ

ビノール 2.5 mg 1日 2回の服用では、緊張・不
安の報告が有意に増加していた。著者らは、ド

ロナビノールの食欲増進及び体重増加に関す

る臨床知見について、ドロナビノールの濃度、

対象患者や治療期間など研究デザインのばら

つきが大きいため、今後も研究を継続していく

必要性を強調している。ドロナビノールの使用

は、-2.0~3.2 kg という幅で必ずしも HIV/AIDS
患者の体重を増加させているわけではないが、

製剤として Δ9-THC 濃度をコントロール可能と
し、喫煙に見られる急激な血中 Δ9-THC 濃度の
上昇を引き起こさないという点で、大麻の喫煙

よりも有用性があるとされる(Badowski et al., 
2016) 。 
 

D. 考察 
 

 本研究では、大麻の臨床上の特性を「有害作

用」と「臨床応用」に着目して、文献レビュー

を実施した。 
 大麻の有害作用については、急性作用として、 
 (1)高揚感、脱抑制 
 (2)吐き気、抑うつ、興奮、錯乱、眠気、パニ
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ック発作 
 (3)音刺激、触覚に対する知覚の変容 
 (4)時間感覚の歪み、短期記憶の障害 
 (5)自動車の運転への影響、運動失調と判断力
の障害  
 

が生じることが判明した。特に、大麻摂取時の

自動車の運転はその危険性が高い。 
 

また、大麻の慢性使用については、 
 (1)薬物依存、退薬症候の発現 
 (2)統合失調症、うつ病の発症リスクの増加
（特に、若年からの使用はハイリスク） 
 (3)認知機能、記憶等の障害 
 (4)他の薬物使用のリスクを高める 
 

という特徴が確認された。大麻の高頻度、長期

間の使用により、統合失調症の発症リスクを高

める危険性がある。また、青少年の大麻使用を

契機に、大麻使用障害や覚せい剤やコカイン等

の他の違法薬物の乱用に移行し、薬物依存症に

陥る危険性がある。 
 

 大麻の医療応用の可能性としては、 
 (1)痛みの緩和（神経因性疼痛） 
 (2)食欲増進(HIV患者での食欲刺激) 
 (3)多発性硬化症 
 

に対する効果が評価されている。研究の開始時

には、緑内障への治療効果が期待されたが、必

ずしも有効性が確定しない場合もある。大麻の

医療への応用については、有害作用を考慮した

慎重な検証が必要であろう。 
 

 若年層への薬物乱用防止の効果的な啓蒙活

動には、乱用薬物が引き起こす健康被害等の有

害作用に関する情報を提供することは不可欠

である。本研究を通じ、若年からの大麻使用は、

様々な精神疾患へつながるリスクを否定でき

ないことが判明した。 
 大麻に関する有害作用と有用性に係る最新

の情報を整理し、薬物乱用防止の効果的な啓蒙

活動に利用することが重要であろう。 
 

E. 結論 
 

 本研究における検索結果から、大麻を使用し

た直後の危険性として、大麻使用により意識の

変容が生じ、自動車等の操作に影響を与えるこ

とが考えられる。また、大麻の慢性使用は、退

薬症候をともなう薬物依存に陥る危険性があ

る。特に若年からの大麻使用（高頻度かつ長期

間）は、統合失調症、うつ病の発症を増加させ

る危険性があり、注意を要すると考えられる。 
 大麻の医療への応用に関しては、研究の対象

サンプルが小さいため、十分な解析の上での評

価結果であるかは判断が難しい状況であった。

痛みの緩和（神経因性疼痛など）、食欲増進(HIV
患者での食欲刺激)、多発性硬化症に対する効果
に関しての研究が進んでいるが、その有効性に

ついては大麻に含まれるΔ9-THCおよびCBDな
どの主要成分に着目して、慎重かつ適切な判断

が必要である。大麻および関連化合物の取り扱

いについては、有害作用による不利益を十分考

慮した慎重な対応が必要である。 
 大麻は、生産地によって Δ9-THCや CBD濃度
など大麻成分の差があるため、現状では正確な

治療効果の検証が困難であると考えられる。一

方で、大麻関連製剤は、主成分となる Δ9-THC
（または合成カンナビノイド）と CBD 濃度を
必要に応じて調整可能であり、患者の生体内濃

度も容易にコントロールができ、正確な臨床研

究のデザインが可能となる。現時点では、大麻

の成分に着目した研究が望ましいと考えられ

る。 
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【研究要旨】 
 米国の大麻規制状況に関する予備的な調査を実施した。米国の州ごとに大麻に関する医療用の

用途と嗜好品としての認可の有無について調査した。 
平成２９年２月４日現在で、大麻の医療用途を認めている州は 28 州であった。適応症として
は、がん、てんかん、緑内障、多発性硬化症、痙攣/発作、吐き気、嘔吐、痛み、筋痙縮、心的外
傷後ストレス障害、筋萎縮側索硬化症など広範囲な適応症がリストされていた。各州での適応症

数に関しては、大きな幅がみられた。州によっては、大麻による治療プログラムが整っており、

一定の管理下での治療が実施されていた。治療を目的とした大麻の用量や用法に関しては必ずし

も明確ではなかった。 
 カリフォルニア州における医療用大麻の現状について聞き取り調査を実施した。ロサンゼルス

郡の医療用大麻販売店ディスペンサリー(dispensary)では、入店、購入には医師からの推薦証等の
証明書が必要であった。また、乾燥大麻に加え、大麻ビスケット、大麻チップスなどが販売され

ていた。 
カリフォルニア州における大麻嗜好品としての合法化については、4 年前から法律の整備を開
始しており、適切な税金の徴収制度の整備、大麻の品質管理、青少年の使用制限などの観点から

法整備を進めていた。青少年の大麻使用は不可であり、薬物乱用防止対策を強化する方向で論議

が進んでいた。 
なお、米国においては、連邦法レベルでは大麻の医療及び嗜好品としてともに認められていな

い。 

 

A. 研究目的 
 

米国カリフォルニア州では、住民投票により、

大麻の嗜好品としての使用について合法化さ

れることとなった。米国の人口は 3億人を超え、
世界でも 3番目の多さとなっているが、州別で
はカリフォルニア州が 3,800万人を超え 1位と
なっている。したがって、カリフォルニア州に

おける大麻の嗜好品合法化は大きな影響力を

持つと考えられる。 

本研究では、米国における大麻の医療用用途

の現状を検索するとともに、カリフォルニア州

を訪問し、医療用用途並びに嗜好品合法化の現

状についての聞き取り調査を実施した。 
 

B. 方 法 

 
Los Angeles County Department of Public Health

にて、医療大麻および嗜好品としての大麻の現

状について、聞き取り調査を行った。大麻の嗜



好品としての流通に関する法律 Proposition 64: 
Adult Use of Marijuanaに関しては、その立案に
関する情報収集を行った。 

 

C. 結 果 
 

米国における大麻の医療応用について表 1に
まとめた(平成 29年 2 月 4 日現在)。28州およ
びワシントン D.C.において大麻の医療用使用
が認められている。各州とも大麻の所持量の制

限が設けらており、医療用目的のプログラムが

設けられている州も確認された。大麻の医療用

適用では、その対象となる適応症は、「がん、

HIV/AIDS、てんかん、緑内障、多発性硬化症、
痙攣/発作、吐き気、痛み、心的外傷後ストレス
障害、筋萎縮側索硬化症、嘔吐など」であった

（図１）。各州の適応症数は、大きなばらつきが

あり、一定していないことが判明した（図２）。 
 

カリフォルニア州のマリファナ合法化の歴史 

  カリフォルニア州(CA)は 1969 年からマ
リファナ(大麻)合法化の議論がされ、1996
年に proposition215が賛成 55.6％で可決さ
れ、医療用途が合法化された。 

  2010 年に嗜好品としての合法化案
proposition19 の住民投票が行われ、賛成
46.5％で否決されたが、2016年 11月に行
われた合法化案proposition64が賛成57.1%
により可決された。 

  2012年のコラロド州で嗜好品としての使
用が合法となり、その流れから米国におけ

る大麻解禁への動きが活発となった。2013
年の CA 住民調査では賛成が 50％を超え
ていたことから、合法化後の政策に向けた

専門家会議が行われてきた。合法化案

proposition64は 3年という準備期間を経て
作成された。 

  
 
カリフォルニア州におけるマリファナ合法化

に向けたロードマップ 

 2012年にコラロド州、ワシントン州、オレ

ゴン州、アラスカ州でマリファナの使用が

合法化した。 
  2013年にアメリカ政府は、マリファナの
使用に関して Federal Core Memoという声
明を発表し 8 つの約束を各州に徹底させ
た。 

  2013-2015 年にかけて CA の行政から独
立した専門家集団による Blue Ribbon 
Commissionが結成され、マリファナ(大麻)
合法化に関する様々な問題の調査・研究が

行われた。 
  CA で Medical Marijuana Regulation and 

Safety Act (MMRSA)が通過。 
   2016年 11月 8日に Proposition64が可決
した。 

  
 

Propositon64 の概要 

 Proposition64とは課税の基準、医療用との
差、州内の地域別における規制、販売の制

限、使用者の制限の５項目について定めた

もの。 
  栽培における課税の基準は、花 1oz につ
き$9.25、葉 1ozにつき$2.75課税する。マ
リファナ製品の消費税は 15%加算する。 

  医療用途のマリファナ(大麻)製品は非課
税とする。 

  マリファナ(大麻)の規制や課税額につい
ては、CAの各市に裁量権を与える。都市
によってはマリファナ(大麻)の使用を違
法とすることも可能である。 

  未成年への販売、譲渡は厳しく罰する。 
  嗜好品の利用者は 21歳以上であり、喫煙
は自宅、所持量は 25g (1oz)、栽培は６株、
人への譲渡は 1ozまでと定める。 

  
 

消費者を守るために 

  商品にはマリファナ(大麻)製品であるこ
とのラベルをする(自分が使用している製
品がどういうものか知ることができる)。 

  子供には扱えないようパッケージングす



る。 
  広告の制限 
 

C. まとめ 
 

米国における大麻規制の現状について、調査

を行った。その結果、以下の知見を得た。 
 

大麻の医療利用 
 カリフォルニア州では、医師による推薦書を

入手し、医療大麻販売店で購入することが一般

的であった。医療大麻販売店の開設においては、

州への手続きが必要であるが、必ずしも厳守さ

れていない店も存在するようである。大麻の利

用が認められる適応症の数は多く、州ごとに一

定しておらず医薬品としての有効性に関する

検証が必要であると考えられる。医療用に利用

する場合、機会的な使用ではなく、厳密な治療

プログラムの構築が望まれる。 
 

 嗜好品としての大麻 
カリフォルニア州では、Proposition64 による規
制下での運用が始まる予定である。大麻の販売

に関して、課税の基準、医療用との差、州内の

地域別における規制、販売の制限、使用者の制

限について定めている。 
 
規制のポイント 
●嗜好品の利用者は 21 歳以上であり、喫煙は
自宅、所持量は 25g (1oz)、栽培は６株、人への
譲渡は 1ozまでと定める。 
●食用のマリファナ製品に含まれる THC 含有
量は 10mg以下とする。 
●未成年への販売、譲渡は厳しく罰する。 
●子供には扱えないようパッケージングする。 
●広告の制限 
 

嗜好品としての位置づけ 
 「嗜好品」という用語から、自由に使用でき

るイメージであるが、年齢制限、使用できる場

所、所持量の制限などの規制が伴うことが判明

した。 
 また、大麻の青少年における使用に関しては、

乱用防止政策を強化する方針であった。 
 本調査を通じて、米国において、詳細な規制

システム下で大麻を嗜好品として容認してい

る現状が明らかになった。 
 

C. 結 論 
 

 大麻に関して、医療使用および嗜好品として

容認している米国において、青少年での大麻乱

用に関しては大きな懸念を有していた。特に、

若年期に大麻使用を開始しないように、学校や

家族教育を通じ、総合的な薬物乱用防止教育に

注力する必要があると考えられる。 
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表１ 
米国の州別、医療目的の大麻規制にかかる法律について 

Marijuana State Laws  

州名 
年 
住民投票通過 (賛成票％) 
所持規制 

1.Alaska 
1998 
Ballot Measure 8 (58%)  
1 oz まで; 6 本 (3 成木, 3 幼木)  

2.Arizona 
2010 
Proposition 203 (50.13%)  
2.5 oz まで; 12 本  

3.Arkansas 
2016 
Ballot Measure Issue 6 (53.2%) 
3 oz まで (14日間) 

4.California 
1996 
Proposition 215 (56%)  
8 oz まで; 6 成木 or 12 幼木  

5.Colorado 
2000 
Ballot Amendment 20 (54%)  
2 oz まで; 6 本 (3 成木, 3 幼木)  

6.Connecticut 
2012 
House Bill 5389 (96-51 H, 21-13 S)  
2.5 oz まで  

7.Delaware 
2011 
Senate Bill 17 (27-14 H, 17-4 S)  
6 oz まで  

8.Florida 
2016 
Ballot Amendment 2 (71.3%) 
医師は、低用量 THC（０．８％）を最大で４５日分まで処方できる。 

9.Hawaii 
2000 
Senate Bill 862 (32-18 H; 13-12 S)  
4 oz まで; 7 本  

10.Illinois 
2013 
House Bill 1 (61-57 H; 35-21 S)  
2.5 oz まで  (14日間) 

11.Maine 
1999 
Ballot Question 2 (61%)  
2.5 oz まで; 6 本  

12.Maryland 
2014 
House Bill 881 (125-11 H; 44-2 S)  
最大で 30日分まで処方される（医師の特別な決定がない限り４oz以下）。  

13.Massachusetts 
2012 
Ballot Question 3 (63%)  
医療用個人使用は 60日まで(10 oz)  

14.Michigan 
2008 
Proposal 1 (63%)  
2.5 oz まで; 12 本  
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15.Minnesota 
2014 
Senate Bill 2470 (46-16 S; 89-40 H)  
30日間(植物の形態をとらない液体又は固体) 

16.Montana 
2004 
Initiative 148 (62%)  
1 oz まで; 4 本 (成木); 12苗木 

17.Nevada 
2000 
Ballot Question 9 (65%)  
2.5 oz まで; 12 本  

18.New Hampshire 
2013 
House Bill 573 (284-66 H; 18-6 S)  
2 oz まで 

19.New Jersey 
2010 
Senate Bill 119 (48-14 H; 25-13 S)  
2 oz まで  

20.New Mexico 
2007 
Senate Bill 523 (36-31 H; 32-3 S)  
6 oz まで; 16 本 (4 成木, 12 幼木)  

21.New York 
2014 
Assembly Bill 6357 (117-13 A; 49-10 S) 
30日間 

22.North Dakota 
2016 
Ballot Measure 5 (63.7%) 
3 oz まで（１４日間）  

23.Ohio 
2016 
House Bill 523 (71-26 H; 18-15 S)  
最大 90日まで 

24.Oregon 
1998 
Ballot Measure 67 (55%)  
24 oz まで; 24 本 (6 成木, 18 幼木)  

25.Pennsylvania 
2016 
Senate Bill 3 (149-46 H; 42-7 S)  
30日間  

26.Rhode Island 
2006 
Senate Bill 0710 (52-10 H; 33-1 S)  
2.5 oz まで; 12 本  

27.Vermont 
2004 
Senate Bill 76 (22-7) HB 645 (82-59)  
2 oz まで; 9 本 (2 成木, 7 幼木)  

28.Washington 
1998 
Initiative 692 (59%)  
8 oz まで; 6 本  

Washington, DC 
Amendment Act B18-622 (13-0 vote)  
2 oz まで 

※H: House of Representatives (米国議会の下院)、 S: State Senate (米国議会の上院) 
例えば 32-18 H; 13-12 Sという表記は、州議会の下院 32対 18、上院 13対 12で可決されたという意味。 
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図１ 米国における大麻の医療用途、その適応症のまとめ 

 
症例 症例 適用州 

がん Cancer 26 

HIV/AIDS HIV/AIDS 26 

てんかん Epilepsy 25 

緑内障 Glaucoma 25 

悪液質 Cachexia 22 

多発性硬化症 Multiple sclerosis 22 

痙攣/発作 Seizure 22 

吐き気 Nausea 20 

痛み Chronic pain 19 
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図 2 米国州別の大麻の医療用途、その適応症数のまとめ 
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平成 28年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（厚生労働科学特別研究事業：H28-特別-指定-016） 

 

分担研究報告書 

 

米国ワシントン州における大麻製品販売店舗の現状 
 

分担研究者：鈴木 勉 （星薬科大学薬学部・特任教授 

研究協力者：宮竹 真由美 （ワシントン州立大学医学部元研究員） 

 

【研究要旨】 

米国の大麻使用の状況を把握するために、大麻の合法化を住民投票で決定したワシントン州シ

アトルの大麻製品販売店舗の訪問調査を行い、取扱品目などを明らかにした。錠剤、カプセル剤、

貼付剤、舌下錠などの医療で使用されている剤型から、お菓子やジュースなどまで多彩な大麻製

品が扱われていた。また、その販売に当たり、州で医療用マリファナコンサルタントの認定制度を

設け、販売店舗には配置を義務付けて、痛みや疾患に悩む人たちの支援を行うことについても調

査した。さらに、医療制度の問題も大麻使用の背景にあることが明らかになった。 

 

 
A. 研究目的 

 

 大麻の規制に関しては麻薬に関する単一条約

に基づいているが、特に米国連邦政府では各州

の対応に苦慮している。そこで、大麻の合法化

を住民投票で決定した米国ワシントン州シアト

ルの大麻製品販売店の実態調査を実施した。 

 

B. 研究方法 

 

米国ワシントン州オリンピアの大麻製品販

売店の実態調査については、シアトル在住の宮

竹真由美博士に依頼した。実態調査した大麻製

品販売店は Cannabinoid Shop Northwest 

Collective, Olympia, WA, USA である。調査

項目は販売している大麻製品の種類と店員へ

の聞き取り調査である。 

 

C. 研究結果 

 
 米国におけるカンナビノイドの流通実態を

知るために、2012年に大麻の合法化を住民投票

で決定しているワシントン州の大麻製品販売

店の実態調査を行った。大麻製品販売店の店内

はショーケースが並び、ケース内に大麻製品が

陳列されている。具体的な大麻製品として、ま

ずカンナビスオイルである。その成分表示がな

され、CBD 0.34%、THC 81.59%であった。天然成

分なので、CBD や THCの含量は一定ではないが、

品質の悪いものを使用しても効果が期待でき

ないので、どの商品にも含量が明記されている。

次に、乾燥カンナビス、さらにカンナビス入り

のお菓子（クッキー、キャンディー、ミント、

チョコレートなど）があった。カンナビス入り

のミントは軽度の頭痛に推奨されていた。ラズ

ベリー味のカンナビス(CBD や THC) 入りキャ

ンディーもある。液体タイプ（ジュース）のカ

ンナビスにはカンナビス入りレモネードがあ

り、ワンショットをソーダで割って飲む、また

レモン味のカンナビスも同様にソーダで割っ

て飲むことが推奨されている。 THC 入りのお

茶は10mg THC を含有しており、依存性がある

ことも明記されている。さらに、パッチタイプ

のカンナビスは足痛時に貼付する。最後に、舌

下錠タイプや錠剤タイプのカンナビスもある。 
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 次に、米国において西洋医学を信頼する人

たちは、大麻には懐疑的で、積極的な医療用

マリファナの使用は望まないが、 その一方

で、大麻製品販売店の Conrod 氏のような州

認定の医療用マリファナコンサルタントが存

在し、このような人たちも痛みや疾患に苦し

む人たちの助けになっているのも事実だと思

われている。 

オレゴン州でカイロプロテクターを行って

いる者の意見を以下に紹介する。 

「私はレクリエーションのマリファナ（特

に成長期）は個人的に反対（特に男児の使用

は将来統合失調症の発症率が大きく変わって

くるので）なのですが、CBD oil を中心とし

た医療マリファナはうちのクリニックでも主

にがん患者さんを中心に何人かの患者さんに

使っていただいています。あとは MS (多発性

硬化症)の患者さんでもいい反応が出ます。」 

 ワシントン州では医師に大麻が有効だとい

うメディカルカードを書いてもらうと、医療目

的のマリファナが割引される場合がある。ただ、

医師の診断を受けるのにもお金がかかるので、

メディカルカードを全ての患者が貰うわけで

もない。オレゴン州においても品質の良い（き

ちんとした THC や CBD の濃度を保っている）

医療用マリファナを得るためには、マリファナ

カードが必要であり、このカードを専門に出し

ている Medical Doctor も存在する。 

 次に、ワシントン州の医療用マリファナコ

ンサルタントの資格について調べてみた。医

療用マリファナを販売する店舗には、医療用

マリファナコンサルタントの資格を有するス

タッフを常に要している必要がある。しか

し、医療用マリファナコンサルタントという

ステータスは 2016 年に設定されたものなの

で、制度としては新しい。資格を得るための

要件としては、まず 21 歳以上であること。

また、州の定めるトレーニングプログラムを

最低でも 20 時間受講し、受講後の試験に合

格すること。このトレーニングプログラムの

項目には、下記のものがある。 

・マリファナ関連の州法に関するもの、マリ

ファナの品質管理。 

・マリファナ使用時の症候について、マリフ

ァナの短期的使用および長期的使用時におけ

るメリットとデメリット。 

・患者の症状にあわせたマリファナの選択方

法および使用方法。 

・マリファナの適切な管理方法および、未成

年のマリファナ使用を防止する方法 

・倫理面での問題や、患者のプライバシーや

権利に関する事項。 

・マリファナの過量投与、乱用、依存形成の

リスクや、その症状 

以上のトレーニングのほかに、心肺蘇生術の

トレーニングを受講する必要がある。 

これらのトレーニングを完了（試験にも合格）

した証明および申請料（95ドル）を州に支払う

と、医療用マリファナコンサルタントの資格を

獲得できる。 

 米国人医者でも、現在の医療用カンナビスが

カンナビス屋でどのように取り扱われている

かを実地で調べている人は少ないと思われ

る。学生時代にマリファナを吸った経験はあ

っても、実地のカンナビス屋に立ち入って調

査している人はあまりいない。これは、西洋

医学を信頼する人たちに意見を求めた際の、

個人的な感想である。 

 筆者も米国に10年も住んでいると、庶民は

病院と弁護士には気軽に立ち寄ってはいけな

いと骨身にしみて学習した。下手に関わる

と、破産すると言われている。経済的な打撃

も大きいが、裕福な人（いわゆるビリオネア

な人たち）の中にも、西洋医学をトラストし

てない、むしろ有害だと思っている人が存在

する。米国では、日本ほど西洋医学絶対では

ない。医療用大麻は、そういう人たちの受け

皿の一つになっていると考えられる。 

 米国では医療者にとっても、患者にとって

も選択肢は、多い方がいいと思われ、医療目

的の大麻を許容している人もある程度いる。

日本では、医療用麻薬（痛み止めのモルヒネ

系でも）にも、違法薬物であるとの誤解があ
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り、それは大麻についても、同様に感じる。

モルヒネでも、効く人と、効かない人がお

り、モルヒネにネガティブな感情を持ってい

る医師は、それを使おうとしない。そういう

医師を信頼して、治療を受けて、苦しみなが

ら亡くなった患者さんもある。 

 米国での医療用マリファナの使用の背景に

は、米国の高額な医療費の問題があると思わ

れるので、その一例を紹介する。 

 ワシントン州は、安楽死が認められている

地域だが、安楽死するためには、西洋医学に

おいて、これ以上処置がないという医師のサ

インが必要である。しかし、このようなサイ

ンは、ある程度西洋医学での治療を受けた人

（すなわち、それなりに支払った人）しか、

受けることができない。 

筆者の友人が、数年の白血病の治療の末

に、医師の施術のもとに安楽死を受けること

になり、その前日のパーティーに、筆者も招

かれた。明日安楽死する人と会うためのパー

ティーでは、参加するルールは、絶対に泣か

ないことであり、みんな笑顔で、明日死ぬと

いうのに当のエリックも、笑顔で過ごしてい

た。彼の家を出るまで、筆者も笑顔を保った

が、自分の車に戻ってから、泣いてしまった

という経験がある。 

病院で安楽死した後、彼の奥さんから、病

院への支払いができないため家を売るとの話

を聞いた。米国ではこのような医療ビジネス

と自分の受ける医療の限界のバランスを考え

る必要がある。このような背景から、米国で

は選択肢の一つとして医療向けのマリファナ

を受け入れている人もいると言える。 

 

D. 考察 
 

 大麻の合法化を住民投票で決定したワシン

トン州の大麻製品販売店の実態調査から、流通

の規制や医療制度の問題を知ることができた。

特に、成長期の大麻使用により、男児の将来に

おける統合失調症の発症率に大きく変わって

くるので、医療用マリファナコンサルタントの

資格を設け、ある程度の規制を行っていると考

えられる。一方、がんや多発性硬化症への有効

性が期待されているが、他の治療より上回る効

果であるかなど、課題も多い。 

 今回の調査でも、医療費の問題が医療用マリ

ファナ使用の背景にあり、医療費削減を期待し

ている。しかし、わが国では医療制度が完備さ

れており、適切な医療を多くの国民が受けるこ

とができている。したがって、有効性や安全性

が不明瞭なカンナビノイドに頼る必要がない

ものと思われる。 

 

E. 結論 
 

 米国の各州で続く大麻の合法化の背景、特

に医療向けのマリファナには米国の医療制度

が大きく関わっている。しかし、わが国では

医療制度が完備されており、適切な医療を多

くの国民が受けることができている。また、

薬物乱用に対する国民の意識の違いも大きく

関わっている。このようなことから、わが国

では医療用マリファナの必要性は考えられな

い。 
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【研究要旨】 

大麻は，国連の 1961 年麻薬に関する単一条約において規制されている植物であるが，近年，国

際的に大麻規制に関する考え方が問われている．今年度は，嗜好目的，医療向け及び産業向けを

中心に，欧州における大麻規制の現状を調査した． 

欧州では，嗜好用大麻の規制に対する考え方は統一されておらず，国によって所持，使用，栽培

に対する規制・取締りが異なる．所持，栽培について量規制を導入している国も存在する．医療向け

大麻については，2017 年ドイツで法改正が行われ，医師の処方箋により，国が管理した医療向け大

麻（花穂及び抽出物）を薬局で得ることが可能となった．その他，一部の国において医療向け大麻

（花穂及び抽出物）が認められているが，いずれの国においても医師の処方箋が必要であり，供給

（栽培もしくは輸入）については，国の管理下で行われるべきと考えられている．一方，産業向けの大

麻については，基本的に大麻活性成分 THC 低含有植物は｢ヘンプ｣と呼ばれ、様々な種類の製品

が製造・販売されている．引き続き、各国の運用実態について最新の情報を把握し検証していく必

要がある。 

近年，欧州において，個人使用のための少量大麻所持に対し罰則を軽減化する動きがある．しか

し，オランダにおいて，「コーヒーショップ」の存在により，若年層の大麻使用率が他国より高いことが

報告されている．また，嗜好用大麻を解禁した米国の一部の州において，大麻の販売価格が下落し，

大麻のヘビーユーザーが増加して健康被害が増加したとの報告もある．今後も，諸外国の大麻規制

の流れを注視し，規制変化の結果，どのようなことが起こりうるのか，調査していく必要がある．

 

A. 研究目的 

 

国連の 1961 年麻薬に関する単一条約

（ SINGLE CONVENTION ON NARCOTIC 

DRUGS, 1961, AS AMENDED BY THE 1972 

PROTOCOL AMENDING THE SINGLE 

CONVENTION ON NARCOTIC DRUGS, 1961）
1)において，第 1 条 （ DEFINITIONS ） に ，

cannabis （大麻）とは名称のいかんを問わず

cannabis plant（大麻植物）の花又は果実のつい

た枝端で，resin（樹脂）が抽出されていないもの

（枝端から離れた種子及び葉を除く）をいうと定

義されている．カンナビス属植物は，カンナビノイ

ドの含有成分差や葉・茎などの形状に多様性が

みられ，亜種も存在するが，基本的には

Cannabis sativa L.の一属一種と考えられてい

る． Cannabis, cannabis resin, extracts 及び

tinctures of cannabis が付表 I のリストに，また



 

cannabis 及び cannabis resin が付表 IV のリスト

に 収 載 さ れ て い る ． 本 条 約 の 第 28 条

（CONTROL OF CANNABIS）第 2項には，この

条約はもっぱら産業上の目的（繊維及び種子に

関する場合に限る）又は園芸上の目的のための

大麻植物の栽培には適用しないと規定され、第

28条 3項では，締約国は cannabis plant（大麻植

物）の葉の悪用，及び不正取引 を防止するた

めに必要な措置をとるものとすると規定されてい

る．第 2条（SUBSTANCES UNDER CONTROL）

の 5 項(b)では，条約収載の物質の規制は，

「except for amounts which may be necessary for 

medical and scientific research only, including 

clinical trials therewith to be conducted under or 

subject to the direct supervision and control of the 

Party」として，国の直接的な監督・規制下におけ

る，臨床試験を含む医療や学術上の研究用途

が除外されている．なお，本条約では，大麻の使

用の刑罰化については言及していない． 

 前述の通り，cannabis は，国連の 1961 年麻薬

に関する単一条約において規制されている植物

（由来製品）であるが，近年，医療目的の大麻を

正式に認める国が増えてきた．嗜好品としての

個人的な所持・使用を認めている国・地域も散

見されているが、INCB から条約違反が指摘され

ている．今年度は，欧州を中心に，大麻規制の

現状を調査した． 

なお，本稿において，cannabis を大麻，

cannabis plantを大麻草，繊維等を生産すること

を目的として栽培される大麻活性成分 Δ9-

tetrahydrocannabinol; Δ9-THC の含量が低い大

麻草を hemp ヘンプと表記した．さらに，医療目

的 で 生 産 ・ 使 用 さ れ る 大 麻 製 品

medical/medicinal cannabis を「医療向け大麻」，

繊維生産等の産業用の目的で生産・使用される

大麻製品を industrial hemp「産業向け大麻」と

記載した．また，新鮮な大麻草において，生合成

上 ， Δ9-THC は カ ル ボ ン 酸 化 体

tetrahydrocannabinolic acid; THCA として存在す

るが，便宜上，本稿では活性主体である Δ9-THC

として記載した．本稿において，欧州とは欧州連

合（EU）加盟国（英国を含む）を示す． 

 

B. 研究方法 

 

文献として主に国連麻薬犯罪事務所

（United Nations Office on Drugs and Crime, 

UNODC）及び欧州薬物・薬物依存監視センタ

ー（European Monitoring Centre for Drugs and 

Drug Addiction, EMCDDA）等が発出している

刊行物等を調査した．また，下記に記載した

EMCDDA，ドイツ，英国の関係機関の担当者

と面談もしくはメールにおけるディスカッシ

ョンを通じて，各国の大麻規制状況を調査し

た．直接面談は，2017年 3月 12日から 19日

までオーストリア・ウィーンに国連麻薬会議

参加のために出張した際に行った． 

＜調査機関＞ 

①EU 

-National legislation, ELDD, Supply Reduction 

and New Drugs Unit, European Monitoring 

Centre for Drugs and Drug Addiction 

(EMCDDA) 

②ドイツ 

1.  The Unit Trade in Narcotics II and 

International Affairs, Federal Opium Agency 

Federal Institute for Drugs and Medical Devices 

2. Narcotic Law, Traffic in Narcotics, 

International Narcotic Drug Affairs, Federal 

Ministry of Health 

3.  Crop products, Federal Ministry of Food and 

Agriculture 

③英国 

1. Drug and Firearms Licensing, Home Office 

2. Drugs Licensing, Home Office 

3. Drugs and Alcohol Unit, Home Office 

 

 



 

C． 研究結果及び考察 

 

①欧州における大麻規制 2)-7)  

1) 嗜好用（違法）大麻について 

欧州内において，大麻規制に対する考え方は

統一されていない．他の乱用薬物と同じ法体系

の国もしくは大麻については別の法体系の国，

大麻の使用罪がない国，使用罪はあるが懲役刑

にはならない国，懲役刑もありえる国，大麻の所

持罪について懲役刑がない国，懲役刑もありえ

る国など，国によって扱いが異なる（図１）．スペ

インでは，2015 年より，公衆の面前でなければ

（公的な場所でなければ），所持，使用，さらには

個人使用のための栽培も違反ではなくなった．

近年，欧州において個人使用のための少量大

麻所持に対し罰則を軽減化する動きがある中で，

逆に規制を強化する国も存在する 2)．例えば英

国では，大麻に関し，2004 年に Class B から

Class Cに規制をゆるめたものの，2009年に再び

Class B と規制強化を行っている． 

一部の国では，個人使用のための大麻所持

に対し，量的（上限量）制限を設けている 3)．チェ

コ共和国やベルギーでは一定量以下の大麻所

持に対しては罰則がなく，ドイツやオーストリアで

は起訴猶予となる．上限量についても，押収した

乾燥大麻草の総量なのか，THC 含有総量なの

か，乾燥大麻草と樹脂について同様の量規制か

否か等について，国により異なる．大麻栽培につ

いても，取り扱いは国によって異なる．ベルギー

では 1株までの栽培は軽犯罪であり，オランダで

は 5 株までの栽培は通常起訴されない．デンマ

ークでは，100 グラムの大麻草が個人使用のた

めの所持の上限と考えられている．一方，ポルト

ガルでは，2001 年に個人使用のための所持は

解禁されたが，栽培については少量でも法律で

罰せられる．また，フィンランドでは，いかなる大

麻栽培も犯罪となる． 

オランダの法律において，基本的に，許可の

ない大麻の栽培，供給及び所持は犯罪である．

一方で，合法的に大麻を販売している「コーヒー

ショップ」の存在は，オランダの「大麻解放」を示

す例として有名である．18 歳以上に少量の個人

使用量を販売することにより，より危険な乱用薬

物使用を防ぐことを目的としたものである．「コー

ヒーショップ」における大麻の販売には地方自治

体からのが必要であり，実際には国内 2/3 の地

方自治体は「コーヒーショップ」を認めていない．

5 グラム以上の大麻を一度に販売せず，店に

500 グラム以上の在庫を置かないこととされてい

る．前述した通り，基本的にはオランダの法律で

は大麻の供給は禁じられているので，「the back-

door problem」と呼ばれる矛盾が生じている．す

なわち，大麻を店の「the front door」では合法的

に販売する一方で，「the back door」では合法的

には供給できないという状況である．2009年に発

出 さ れ た WODC （ Research and  

Documentation  Centre of the Ministry of 

Security and Justice in Netherlands）の報告 5)によ

ると，オランダにおいて，大麻使用者の主な大麻

入手先は「コーヒーショップ」であり，大麻等のソ

フトドラッグとヘロイン等のハードドラッグの市場

は別となっている．また，他の欧州諸国と比較す

ると，比較的成人の大麻使用率は低い．しかし，

その一方で，「コーヒーショップ」の存在により，大

麻使用に関して容認度が高く，若年層の大麻使

用率が高い．また，海外からの「大麻ツアー」が

商業化され，周囲に深刻な影響を与えており，

組織犯罪の温床としても懸念されている．そのよ

うな状況下，オランダでは，2013 年 1 月に大麻

の規制強化が行われ，海外からの「大麻使用ツ

アー客」への大麻の販売を禁止し，居住者のみ

が購入可能となった（地方自治体により履行・施

行は異なる）．オランダ国内に，1999年に 846件

あった「コーヒーショップ」は，2013 年には 614 件

に減少している 2)． 

一方，欧州には，公的に認められていないが，

「cannabis social clubs カンナビスソーシャルクラ

ブ」と呼ばれるものが存在する．「個人使用のた



 

めに大麻一株を栽培し所持しても有罪にならな

いのであれば，20 人がまとめて 20 株栽培しても

有罪ではない」という想定のもとに運営されてい

る．特定のメンバーで，個人消費量から算出され

る限られた量の大麻を栽培し，生産物を共有す

るという考えであり，特にベルギー，フランス，ドイ

ツ，スロベニア，スペインなどの国の活動家により

推進されている．実際に，欧州内に「カンナビス

ソーシャルクラブ」がどの程度存在するのか，実

態把握は困難である．スペインでは，大麻の個

人使用のための栽培・所持について，公の場以

外のところでは罰則が科せられないため，このよ

うな「カンナビスソーシャルクラブ」が存在しやす

いと言われている 2)．2015年にスペインの最高裁

判所は，「カンナビスソーシャルクラブ」の活動に

対し，組織的かつ持続的に大麻栽培を行ってお

り，また新規メンバーに門戸が開いている組織に

おいて大麻を供給していることから，違法薬物取

引にあたるとの見解を示している．基本的には，

「カンナビスソーシャルクラブ」の活動は，国際的

に禁止されている「大麻の供給」に抵触するもの

であり，いずれの国においても，公的にはこのよ

うな活動を認めてはいない． 

なお，本研究において，オーストリアのウィーン

に出張した際，ウィーンにおける大麻製品の販

売状況についても調査を行った．ウィーン中心

部の一般的な土産屋に，大麻コーナーが設置さ

れ，クッキーや飴，チョコレート，ポテトチップなど

様々な製品が並んでいた．EU 内で流通が認め

られている製品であり，THC 含量は低いと考えら

れるが，製品のラベルには，「cannabis leaves and 

seeds 」の記載や，「Made in EU, Amsterdam, 

Netherlands」の表記も認められた．また，ウィーン

中心部の他の地下鉄駅前において，大麻の栽

培所（大麻草苗販売店）も認められた．店内に

は，様々な種類の大麻草の苗や，喫煙用の硝

子パイプが販売されていた．店内掲示には各

品種の特性も記載されており，明らかにヘン

プではなく大麻草と考えられたが，どのよう

な法的根拠で店舗が存在しているかは不明で

あった． 

2) 医療向け大麻について 

欧州において大麻関連の医薬品は，表 1に示

す 4 製品が認可されている 2)．剤形はスプレー，

カプセル，乾燥植物体（蒸気もしくは煎じ液とし

て摂取）である．医療用途における乾燥植物体

の「喫煙」は，体内に取り込まれる活性成分量の

コントロールの困難さ，有害成分タールの生成の

観点から，いずれの国においても正式には認め

られていない．4製品のうち 2製品の主成分は合

成化合物（Δ9-THC の合成品 dronabinol 及び合

成カンナビノイド nabilone）であるが，他の 2製品

は大麻由来製品である．Nabiximols（製品名

Sativex）は，イギリスの GW Pharmaceuticals社に

よって開発され，舌下にスプレーすることにより使

用 され る ．大 麻抽出物 と し て Δ9-THC と

cannnabidiol（CBD）を同量ずつ含有するように

配合されている．2010 年に英国の医薬品・医療

製品規制庁 Medicines and Healthcare Products 

Regulatory Agency（MHRA）が，初めて多発性

硬化症による痙縮の治療用の処方箋薬として

認可した．現在では，欧州 18 カ国で認可され

ている．一部の国では，医師の処方による治療

は，国民健康保険の適用となっている 2)． 

 オランダでは，2001 年以降，医療向け大麻事

務所 The Office of Medicinal Cannabis（OMC）が

国の機関として医療向けの大麻を薬局に供給し

ている 6)．医療向け大麻の生産者はオランダ政

府が許可し，生産・販売は OMC が認可している．

様々なTHC含有量（1%未満から22％程度まで）

と CBD 含有量（1%未満から 9％程度まで）の医

療向け大麻が存在する．多発性硬化症，ガン，

HIV/AIDS，慢性神経障害性疼痛等に適用され，

医師の処方により，45ユーロ / 5グラム程度で薬

局を通じて販売される．健康保険の適用はない．

喫煙による使用は推奨されず，専用の噴霧器に

よる吸入か，煎じ液として飲用するよう処方される．

2015年 3月時点で，約 1200名の患者が医療向



 

け大麻の処方を受けている 2)．Bedrocan 社は，

2003 年からオランダ健康省との契約により，

国の監督下において医療向けの大麻を生産・

販売しており，海外にも輸出している 7)． 

 イタリアでは，健康省が医療向け大麻の生産・

供給を調整し，2015 年 11 月から，栽培，生産，

所持，使用の許可を申請者に与えている 2)．医

療向け大麻の処方箋は一回ずつ発行し，通常

の治療では効果が出なかった症例について，標

準的な治療をサポートするものとしてのみ使用さ

れる．慢性疼痛，HIV の化学療法時における吐

き気，ガンや AIDS 患者の食欲減退等に適用さ

れる．医師は，各患者に対し，最も適した栽培種，

量，使用形態（蒸気吸入もしくは煎じ液のみ）を

処方し，薬剤師が健康省から医療向け大麻を購

入し，特別調合を行う． 

その他，欧州において，チェコ共和国，クロア

チア，ドイツ等，いくつかの国で医療向け大麻が

認められているが，適用方法は国により異なる 2)． 

 

3) 産業向け大麻について 

大麻草は，通常，根や種子には大麻活性成

分 Δ9-THC を含まず，乾燥した茎部分は 0.3%以

下，大麻草下部の葉には 1%未満しか含有しな

いが．雌花や剛毛が産生する樹脂においては，

Δ9-THC を 20%以上含有する 2)．  

欧州内では，主に繊維等を生産するための

THC 含量が低い大麻草（hemp ヘンプ）の栽

培及びそれから製造される繊維や種子等由来

製品の供給は違法ではない 2)．通常，英語表

記では，THC 含量が高い大麻草を cannabis 

（plant）, THC 含量が低く産業用として用い

る大麻草の栽培種を hemp として区別してい

る．ヘンプを栽培するためには，基本的には，

ヘンプ栽培種として証明されている種子を使

用する必要があるとされている（ EU 

Regulation 1307/2013）．EUにおいて，2015年

時点で 26 種類のヘンプ栽培種が認められて

おり，ヘンプ栽培が行われている世界の国の

2/3が欧州内に存在する．ヘンプ栽培種を同定

し，植物体の THC含量を確認する手法も明ら

かにされている．2016年において，欧州内ヘ

ンプ栽培面積は 33,300 ヘクタールにも及び，

2011年と比較して栽培面積は 5倍程度になっ

ている 4)（図 2）．主なヘンプ栽培国はフラン

スであり，全体の 40%以上の栽培面積を有す

る．その他，多くの栽培面積を保有する国は，

イタリア，オランダ，リトアニアで，2015年

以降ウクライナの栽培面積も増加している．

1990 年代後半にフランスに次ぐ栽培面積を

有していたドイツ，英国は，2010年前後から

栽培面積が減少している．欧州内におけるヘ

ンプの輸入に関しても， EU Regulation 

1308/2013が求められる．  

欧州におけるヘンプ栽培，製品の取り扱いに

ついては，欧州産業向け大麻協会  European 

Industrial Hemp Association（EIHA）が取りまとめ

ている 4)．EIHA は 2005 年に，英国，オランダ，

ドイツ，イタリアの 7 社（機関）をメンバーとして設

立された．現在では，レギュラーメンバー22 機関

（欧州及びカナダ），アソシエートメンバー115 社

が存在し，アソシエートメンバーには，欧州各国

だけではなく，米国や中国，タイ等の機関も含ま

れている．現在，ドイツの Nova-Institut GmbH

が事務局を担っている．協会設立の目的とし

ては，主に，産業向け大麻について，欧州で

認められている栽培種の栽培と製品及びその

原料の生産・製造に関するサポート，また欧州

及び各国内法における産業向け大麻の現状等

に関する情報提供等である．年に一度，情報交

換のための国際会議を開催している．産業向け

大麻を用いた製品としては，繊維，食品・飼料と

しての種子，種子オイルやプロテイン，また，バイ

オコンポジット，建材等の他に，近年ではサプリメ

ント，医療用を目的とした CBD 含有製品の生産

が増加している．  

 

 



 

②ドイツの医療向け大麻に関する法改正につい

て（資料１及び資料 2） 

 2017年 1月 19日，ドイツ連邦議会は，大麻の

医療用用途に関する改正法案を採択し，3 月に

本改正法が施行された．本法改正について，

「方法」の項に記載した通り，Federal Ministry of 

Health 及び Federal Institute for Drugs and 

Medical Devices の担当者から聞き取り調査を

行った． 

もともとドイツでは，ドイツ連邦医薬品医療機

器研究所（ Federal Institute for Drugs and 

Medical Devices, BfArM）から特別な許可を得

た患者（2016年時点で 647名）に対し，医療

向け大麻の使用を認めていたが，本法改正によ

り，BfArMの許可を得なくても，医師の処方箋

により，薬局において，医療向け大麻を得ること

が可能となった．ここでいう医療向け大麻とは，

dronabinol や nabilone 等の合成化合物を含む

医薬品と，（品質が標準化された）大麻の乾燥し

た花穂部分と抽出物を示す．深刻な症状で，代

替治療法がなく，医療向け大麻使用により効果

が期待される治療に対しては，国民健康保険の

対象となるが，その際，医療向け大麻使用に関

する統計的調査対象となることが求められる．す

なわち，医療向け大麻に関し，（匿名の）患者情

報，処方・治療効果等に関する情報が医師から

国（BfArM）に送られ取りまとめられる．通常，

医薬品の承認申請には，「品質」，「有効性」，

「安全性」の科学的データの提出が求められ

る．例えば Nabiximols（Sativex）は，医薬品に求

められる科学データが審査され，2010 年に英国

MHRAに承認された．しかし，大麻（花穂及び抽

出物）については，特に有効性に関する科学的

データが欠けているため，上述の患者情報と

治療効果について，国としてデータを集める

必要があると考えられている．品質について

は，2016年 6月にドイツ薬局方の「大麻」に

関するモノグラフ草案がすでに発出されてい

る．2017年内をめどに，薬局方において正式

に大麻の品質規格を定め，「医薬品」としての

大麻を国内に供給する予定となっている．医

療向け大麻の供給に関しては，1961 年麻薬に

関する単一条約に基づき，BfArM 内に大麻庁

（cannabis agency）を設立し国が管理する．

BfArM内には，すでにあへん庁（opium agency）

が存在しているが，2017 年内の大麻庁設立をめ

ざし，現在，あへん庁内において，大麻に関する

管理取り扱いを行っている（面談を行った担当者

はあへん庁に所属）．当初，大麻の完全国内供

給をめざしていたが，今回の法改正では，医療

向け大麻の国内栽培は留保となった．当面は，

オランダやカナダから医療向け大麻製品を輸入

して使用する．特に，EU 規格製品で，輸入に際

し政府機関における品質チェックの必要がない

オランダ（例えば前述のBedrocan社製）からの輸

入が多くなることが予想される． 

 

D． 結論 

 

欧州において，この数年間で，個人使用を目

的とした大麻の少量所持等の罰則の軽減化が

一部の国で実施されている．一方，英国のように，

Class Cから再び Class Bへと規制強化を行って

いる例もある「コーヒーショップ」において．合法

的に個人使用の大麻を販売しているオランダで

も，実際には，国内 2/3 の地方自治体は「コーヒ

ーショップ」を認めておらず， 2013年 1月からは，

「大麻ツアー」客に対する規制強化が行われて

いる．また，欧州内の「カンナビスソーシャルクラ

ブ」についても，公的に許容されているわけでは

ない．現時点では欧州において，ウルグアイ，米

国の一部の州，カナダのような方式での，嗜好

用大麻の合法化は公的には進んでいないと考

えられる．（ウルグアイとカナダについては、

INCB レポートにおいて、条約違反との指摘があ

る）大麻の医療用途については，一部の国にお

いて法整備が進んでいるが，いずれの国におい

ても，医師の処方が必要であり，供給（栽培もしく



 

は輸入）について，1961 年の単一条約に基づい

て，国の管理下で行われるべきと考えられている．

一方，産業向け大麻については， THC 低含有

植物（0.2%以下）は，「ヘンプ」として取り扱って

いる． 

オランダにおいて，「コーヒーショップ」の存在

により，大麻使用に関して容認度が高く，若年層

の大麻使用率が高いことが報告されている 5)．ま

た，米国において，様々な制限はあるものの，一

部の州において嗜好用大麻販売が認められた

後のもっともらしい結果として，大麻の販売価格

が下落し，大麻のヘビーユーザーが増加して健

康被害が増加したとの報告もある 8)．現在，国際

的に，大麻規制に関する考え方が問われている

が，今後も，諸外国の大麻規制の流れを注視し，

規制変化の結果，どのようなことが起こりうるのか，

調査していく必要がある． 
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図 1 EU諸国，トルコ及びノルウェーにおける(A)大麻使用及び(B)大麻所持に対する罰則の違い 2) 
（オレンジ色：罰則なし，薄青色：懲役刑なし，青色：懲役刑もあり得る）（文献２から引用） 
＊スペインは，大麻の所持，使用は公の場で違反した場合のみ罰則あり． 
 
 

 
図 2 欧州内における産業用大麻ヘンプの栽培面積（2016年 33,300ヘクタール 4)）（文献４から引

用） 
表 1 欧州において認可されている大麻関連医薬品（文献２から引用） 
ブランド名 化合物 適用 剤形 
Sativex 
(Nabiximols) 

カンナビスの抽出物（オイル） 
THC, CBD 

多発性硬化症 口腔内スプレー 

Marinol 
(Dronabinol) 

合成 delta9-THC ガン治療，AIDS, 多発性硬化症 ゼラチンカプセル 

Cesamet 
(Nabilone) 

合成カンナビノイド ガン治療 カプセル 

Bedrocan 乾燥大麻花（5種類の異なる品種あ
り） 

多用 乾燥植物 

  

(A) (B) 



 

資料 1 

 

FAQ regarding the Bill to amend narcotics legislation and other regulations 
 
What are medicinal cannabis products? 
 
Medicinal cannabis products are considered to be, in particular, 
・cannabis in the form of dried flowers or extracts of a standardised quality and 
・medicinal products containing active substances such as dronabinol and nabilone. 

The Bill to amend narcotics legislation and other regulations provides for patients being able to obtain 
medicinal cannabis products, on a doctor's prescription, at a pharmacy. 
 
Already today, there are special permits which make it possible to legally obtain 
cannabis flowers and extracts for medical use. What changes with the envisaged 
amendment of narcotics legislation and other regulations? 
 
At present, 647 patients nationwide are in possession of special permits issued by the Federal Institute for 
Drugs and Medical Devices, pursuant to section 3 subsection 2 of the Narcotic Drugs Act 
(Betäubungsmittelgesetz (BtMG)). 
 
In order to ensure that seriously ill persons, who cannot be helped otherwise, receive the best possible care, 
the cost of medicinal cannabis is to be borne, in the future, by their individual health insurance fund. Under 
those circumstances, a special permit from the Federal Institute for Drugs and Medical Devices (BfArM) 
will no longer be necessary. Patients without an alternative treatment option will then be able to obtain 
dried cannabis flowers and cannabis extracts of standardised quality, in pharmacies, with a prescription 
from their doctor. 
 
In which cases will it be possible to have medicinal cannabis products paid for by one's 
health insurance fund in the future? 
 
In order for the health insurance fund to assume the costs for medicinal cannabis products, the following 
prerequisites must be fulfilled: 
・The illness must be a serious one. 
・No alternative to the treatment with medicinal cannabis products exists. 
・There is a chance of exerting a tangibly positive influence on the course of the disease or on serious 

symptoms. 
・The patient participates in anonymized evaluative research. No examinations or interventions that go 

beyond the treatment are associated with the survey procedure. 
 
In which cases can treatment with medicinal cannabis be a sensible choice? 
 
The aim is to facilitate the prescription of medicinal cannabis as a treatment for seriously ill persons if no 
treatment alternative exists. Medicinal cannabis products can be useful, for example in pain therapy in the 
context of chronic disease, or in cases where a serious lack of appetite and nausea result from a course of 
cancer treatment using chemotherapy. 
 
Who decides which patients receive reimbursement? 
 
The physician providing treatment decides whether it is sensible to treat the insured person with a 
medicinal cannabis product. In the case of the first prescription, the reimbursement must be authorised by 
the health insurance fund prior to the commencement of treatment. The health insurance fund commissions 
the Health Insurance Medical Service to examine whether the prerequisites for the treatment are fulfilled. 
 
What is meant by "non-interventional companion survey"? 



 

 
The purpose of the non-interventional companion survey is to have doctors document known data, for 
example data on the diagnosis, treatment, dosage and adverse effects, and to have these transmitted to the 
Federal Institute for Drugs and Medical Devices. The data will be anonymized. In other words, it will not 
be possible to link them to the person receiving treatment. The Federal Institute for Drugs and Medical 
Devices will be commissioned by statute to conduct the companion survey. The results will be compiled in 
a study report to be submitted to the Federal Joint Committee upon completion of the five-year companion 
survey. It will serve as the basis for the Federal Joint Committee in stipulating further regulations. 
 
Does that mean that patients are allowed to cultivate cannabis plants in their own 
garden or greenhouse? 
 
We are dealing here with seriously ill persons who are in great pain. These people need assistance and they 
need it in a standardised quality. Consequently, home cultivation is not an alternative. In order to provide 
medicinal cannabis products of a standardised quality, the cultivation of cannabis for medicinal purposes is 
to be authorised in Germany. To this end, a statutory 'cannabis agency' is to be set up. 
 
Why is it important for the State to control the cultivation of cannabis for medicinal 
purposes? 
 
The quality of the plants and the plant extracts is important for ensuring the success of treatment with 
medicinal cannabis products. In order to provide medicinal cannabis products of a standardised quality, the 
cultivation of cannabis for medicinal purposes is to be authorised in Germany. In the process, the 
regulations contained in the Narcotic Drugs Act are to be observed, in addition to the binding provisions 
laid down in the United Nations Single Convention on Narcotic Drugs of 1961. These provisions stipulate 
that cultivation must be supervised by the State. The Federal Institute for Drugs and Medical Devices will 
assume the monitoring and surveillance of the cultivation of cannabis for medicinal purposes in Germany. 
Until such time as the supervised cultivation of cannabis can take place in Germany, the demand for 
cannabis for medicinal purposes will be met by means of imports. 
 
Why not immediate legalisation, as demanded by so many people? 
 
International studies conducted over the past 10 years reveal that the consumption and abuse of cannabis, 
particularly among younger people, can be associated with a series of serious short-term and long-term 
risks. Among those mentioned are: mental and psychosocial disturbances (such as different forms of 
schizophrenic psychosis), effects on bodily organs (such as secondary cardiovascular diseases), cognitive 
impairment (such as the impairment of learning, attention and memory functions). 
This is why an increasing number of child psychiatrists and psychologists, as well as addiction experts in 
the major English-speaking countries have come to the conviction that cannabis use among children and 
young people should be avoided and that youth protection should be awarded central importance. 
Furthermore, the professional societies for child and youth psychiatry, as well as the relevant specialist 
associations in Germany, are also against the legalisation of cannabis for this reason. 
 



 

資料 2 
 
Backgrounder - Medicinal Cannabis in Germany (as of January 2017) 
Law amending the regulations on narcotic drugs and other regulations: 
 
On 19 January 2017, the German Bundestag adopted the Act amending the regulations on narcotic drugs and 
other regulations (Gesetz zur Änderung betäubungsmittelrechtlicher und anderer Vorschriften). This 
amendment of the schedules to the Narcotics Act seeks to make cannabis in the form of dried flowers and 
extracts marketable and available on special prescription for medical purposes. Thanks to this, patients will 
be able to fill special prescriptions for cannabis-based medicines at the pharmacy and will do away with the 
need to seek an exemption from the Narcotics Act. Now, patients for whom all treatment options have been 
exhausted can get a medical prescription for dried cannabis flowers and cannabis extracts of standardised 
quality at the pharmacy.  
To ensure the supply with cannabis-based medicinal products of standardised quality, the cultivation of 
medicinal-grade cannabis is going to be a legal option in Germany. For this purpose, a government “cannabis 
agency“ is to be set up while consistently observing not only the provisions of the Narcotics Act, but also the 
requirements of the 1961 United Nations Single Convention on Narcotic Drugs that are binding under 
international law. The Federal Institute for Drugs and Medical Devices (BfArM) will be in charge of the 
supervision and control of medical cannabis cultivation as stipulated in these international law requirements. 
Essentially, the remit of the Cannabis Agency will include the following: 

 Putting the required strains and quantities of medicinal cannabis out to tender in line with 
procurement law provisions 

 Awarding supply contracts to successful bidders (=cultivators) in Germany by means of supply or 
service contracts under civil law 

 Monitoring the cultivators‘ compliance with the performance obligations set out in the supply 
contracts  

 Onward sale of medicinal cannabis to, inter alia, manufacturers of cannabis-based medicines, 
wholesalers or pharmacies. 

The Law also stipulates that, under specific circumstances, the costs of cannabis-based medicines will be 
underwritten by the statutory health insurance system: This covers insurance members who are seriously ill, 
where generally recognised state-of-the-art treatment options are not available or, according to the best 
professional judgement of the attending physicians, cannot be applied in the case at hand. Moreover, the 
cannabis-based product must be likely to positively affect treatment outcomes or major symptoms. First-time 
prescriptions are subject to the prior approval by the patient’s health insurance fund that may only be turned 
down in well-founded exceptional cases.  
This new treatment option will also be the subject of a non-interventional anonymised survey. To this end, 
the attending physicians will share data they already have with the BfArM in an anonymised form. The 
BfArM may process and use the data only for the purposes of this survey that will be made into a report and 
published by the BfArM on its website. Based on the results of the study, the Joint Federal Committee of 
Physicians/Hospitals and Health Insurance Funds will put out guidelines to regulate, within six months of 
receiving the findings in the form of a study report, the details of the eligibility to this benefit.   
The Law is scheduled to become effective in March 2017. 
 
Quality standards of medicinal cannabis 
Only medicinal-grade cannabis is to be dispensed to patients. In an effort to ensure this, the tendering 
procedure will spell out very specific requirements for cannabis cultivation. These requirements will be 
informed, inter alia, by the monograph on cannabis in the German Pharmacopeia (Deutsches Arzneibuch). 
Since the draft monograph was published on 6 June 2016 in the Federal Gazette (Bundesanzeiger), the first 
standard that is vital for supplying patients with medicinal-grade cannabis will be available shortly. Moreover, 
the drafting of a monograph for the European Pharmacopoeia was commissioned under the leadership of the 
Netherlands and Germany (represented by the BfArM). 
 
 
The law as it stands and patient figures: 
The legal framework is provided by the Narcotics Act (BtMG). The law as it stands, specifically the schedules 
to the BtMG, classifies high THC cannabis as not eligible for medical prescription.   



 

Even now, however, patients have the option to buy medicinal cannabis in the form of dried flowers and 
extracts in a pharmacy for the purpose of self-treatment under medical supervision when they have been 
granted an exceptional licence pursuant to section 3 (2) BtMG by the BfArM. Of the current 1020 valid 
exemptions, 980 were granted for the purchase of cannabis flowers and 61 for the purchase of extracts. 21 
licences cover both cannabis flowers and extracts. In addition, two patients have obtained an exceptional 
licence to cultivate cannabis for self-treatment (as of 2 January 2017). Exemptions both for purchase and 
cultivation will no longer be needed as the recent amendment becomes effective and will expire.  
 
Supply with cannabis flowers and extracts: 
So far, the supply with high quality medicinal cannabis has been ensured through imports, mainly from the 
Netherlands, and also from Canada.  
Pending the availability of home-grown medicinal cannabis, supply must continue to be ensured through 
quality-assured imports from abroad. 
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分担研究報告書 
 

薬物乱用防止のより効果的な普及啓発に関する社会薬学的研究 
 

研究分担者 鈴木順子    北里大学薬学部 社会薬学部門 教授 

研究協力者 宮本法子    北里大学薬学部 客員教授 

      斎藤百枝美   帝京大学薬学部 実務実習研究センター 教授 

      山田哲也    東京薬科大学薬学部 中国医学 助手   

      田口真穂    横浜薬科大学 実務実習センター 講師 

      大澤光司    一社）全国薬剤師・在宅療養支援連絡会 会長 

君島 正    一社）栃木県薬剤師会 学校薬剤師委員会 会長 

      北村哲司    一社）宮城県薬剤師会 学校薬剤師・薬物乱用防止対策委

員会 委員長 

      轡 元治    一社）宮城県薬剤師会 学校薬剤師・薬物乱用防止対策委

員会 委員 

 

【研究要旨】  
【目的】国・地方自治体を始め、多くの危険ドラッグの乱用防止対策・活動が実施されており、

一定の成果を挙げていると考えられるが、その一方で社会事情の変化等に伴い、新たな事態の発

生が危惧されている。本分担研究では、まず社会事情の変化に伴う薬物乱用の実状と変化を洗い

出し、薬物乱用防止対策の必要性と社会的合理性・合目的性について検討するとともに、現在、

政策・施策として実施されている乱用防止対策の意義と実施上の難点を探る。また、教育部面及

び各種学会・団体・アカデミアなどの社会活動として行われている薬物乱用防止策について調査

し、今後の薬物乱用防止対策に求められる知見を探ることとした。 
【方法】調査研究１ 超高齢・人口減少社会における薬物規制 
１ 公的資料を用いて、現在進行中の社会施策等を含めた社会事情を検討する。 
２ 公的資料、公開論文・公開情報等を用いて、① 薬物乱用の現状、② 乱用薬物の流通 
  ③ 市民の意識 等について検討する。 
調査研究２ 地方自治体、及び地域学校薬剤師等による薬物乱用防止対策について 
１ 第四次薬物乱用防止五か年戦略の意義と施策について検討する。 
２ 地方自治体として栃木県を、学校薬剤師会の取り組みについては、宇都宮市と仙台市におけ

る活動を焦点としてインタビュー及び資料調査を行う。 
調査研究３ 学会・アカデミアの地域連携事業としての薬物乱用防止対策について 
日本社会薬学会並びに東京薬科大学・帝京大学薬学部が中心となって実施している地域の「おく

すり教育」、及び啓発活動についてインタビュー及び資料調査を行う。 
総括研究 危険ドラッグ等の乱用防止対策に関する情報交換会実施 
調査研究１～３に基づき、行政、危険ドラッグ関連の研究者、学校薬剤師会、危険ドラ 
ッグ乱用防止活動に関係する諸団体を招いて、その取り組みについて情報を共有するとともに、

今後の方向性について意見を交換する。 
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【結果】 
調査研究１ 超高齢・人口減少社会における薬物規制 
 医薬品医療機器等法などに基づく重点的な取締によって、危険ドラッグ販売街頭店舗は姿を消

したが、代わってインターネットによる売買が主流となり、アンダーグラウンド、つまり、不可

視的売買が問題とし残されている。一方で、昨今の大麻に対する禁制意識は明らかに低下しつつ

あり、害を軽視する傾向がみられる。 
調査研究２ 地方自治体、及び地域学校薬剤師等主たる取組主体による薬物乱用防止対策 
 栃木県は、「栃木県薬物の濫用の防止に関する条例」（平成 27年 6月）を制定し、薬物乱用防止
基本計画「とちぎ薬物乱用防止推進プラン」（～H31年）を策定実施している。 
栃木県学校薬剤師会の薬物乱用防止教育では、成熟度に合わせて、アウトカムを設定し内容を

変化させている旨、また、学校薬剤師による教育の機会が一番少なく、他団体の活動とかみ合わ

ず、効果の評価が難しい旨報告された。 
仙台の学校薬剤師会からは、宮城県では危険ドラッグ事犯が 2011 年、2012 年が最低で、以降

増加傾向にあり、特に大麻事犯の増加には、震災後の混乱が影響している可能性がある旨報告さ

れ、一方で薬剤師の教育・実践能力及び実施意欲の向上が懸案であり、共通のプロトコールやプ

ログラムがあると、教育能力の底上げや、一般の薬剤師が地域貢献として取り組みを行うベース

になるのではないかという意見があった。。 

調査研究３ 学会・アカデミアの地域連携事業としての薬物乱用防止対策について 
① 低年齢層については、親世代を巻き込んで違法薬物を含めて医薬品に対する認識をしっかり

作り、「乱用」の危険を着実に理解させる必要がある。 

② 中学・高校レベルでは、いわば周囲の人的情報的環境において問題が発生しているので医学

的整理学的精神衛生学的危険と、社会的責任の発生も理解させる必要がある。 
③ 学習成果については、感想文などの提出ではなく、ワークシートの作成または、事前事後の

アンケート方式によるほうが、学習者が自分の変化を自覚できる。 
【考察・結論】 超高齢・人口減少に向かう現状では、社会的インフラの衰退及びコミュニティ

リレーションの希薄化が進み、その中での生活確保の手段として ITの利用が進んでいる。このよ
うな仮想市場がむしろ危険ドラッグの存在を常態化させ、禁制意識を低下させている可能性があ

る。すなわち、今後の社会体系において、健全なコミュニティの構築と社会活性の維持向上のた

めには、薬物乱用防止対策は非常に大きな意義を有することが考えられる。また、そのような目

的に向かう場合、薬物乱用防止対策は、戦略的にはリスクマネージメントとしての教育・啓発、

クライシスマネージメントとしての再乱用防止を構造的に循環させ、そのパスウェイとして、教

育・啓発、取締や相談体制があるが、それぞれのマネージメントを両輪で動かす必要があり、か

つ、最終的実体であるコミュニティの実情と自律性を重視した形で実施されなければならないこ

とは自明である。そのような意味では第四次薬物乱用防止五か年戦略は総合的包括的かつ構造化

された優れた薬物乱用防止戦略であると考えられるが、こうした方略体系では、常に最終的実体

における戦術的拡散の危険性をはらむものであり、各行政単位における支援をどのように行うか

どう連携するかが重要な課題である。現在のところ、この拡散性について、特に入口である教育・

啓発の弱点とならないよう留意すべき点を挙げれば、実施末端において、行政施策との関係が不

分明で、何を目標にすべきかわからないといったことがないようにすること、各関係団体間の連

携が取れていないといったようなことがないようにすること、教育・啓発にあたる人材育成の共

通指針があったほうがよいこと、各局面に適合するコンテンツ開発がバラバラに行われている、
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共通かつ最新のデータベースや効果的な教育手法が未整備であるといったことがないようにす

ることなどがある。 
今後は、問題とされる危険ドラッグ、大麻を含め違法薬物に係る啓発手法のより効果的な手法

の検討について、再乱用防止も視野に入れつつ、まず最新のコンテンツのデータベースの構築と

基本コンテンツの策定、次いで教育手法の検討、人材育成指針の検討が必要と考えられる。 

 
 
 

調査研究１  
超高齢・人口減少社会における薬物規制 

 

 A．目的 
超高齢・人口減少に向かう社会構造変化の

中で、薬物乱用が社会に与える影響を検証

し、地域住民が薬物乱用に至る陥穽を探求

し、薬物乱用防止対策の対社会的合理性・合

目的性について検討する。 
B．方法  
１ 公的資料を用いて、現在進行中の社会施策

等を含めた社会事情を検討する。 
２ 公的資料、公開論文・公開情報等を用いて、

① 薬物乱用の現状、② 乱用薬物の流通 
  ③ 市民の意識 等について検討する。 
（倫理面の配慮） 
検討材料を主に、官公庁が公開している統計

あるいは政策資料、又は公開されている調査・ 
研究報告書に求め、情報の公正性・責任性を担

保するとともに、情報の中に含まれる「個人情

報の要素」を排除した。 
 

C. 調査検討結果、D．考察、E．結論  
§１ 超高齢・人口減少に向かう社会事情と社

会施策  
１ 超高齢・人口減少に向かう社会事情 
１）人口構成・人口分布・世帯類型の変化と

社会事情の変化 
厚生労働省の推計によれば、日本の人口

は、2013年の 1億 2730万人から 2025年には
1億 2066万人、2060年には 8674万人に減少
すると予想される。国立社会保障・人口問題

研究所によれば、老年人口割合は平成 25(2013)
年には 25.1～2％、2035年に 33.4％、2060年

には 39.9％と推計される。生産年齢人口割合
は、2013年で 62.1%、2025年で 58.7%、2060
年で 50.9%と推計される。老年従属人口指数
（生産年齢人口 100に対する老年人口の比）
は、2010年現在の 36.1（働き手 2.8人で高齢
者１人を扶養）から 2022年に 50.2（２人で１
人を扶養）へ上昇し、2060年には 78.4（1.3人
で１人を扶養）となるものと推計される（図

１）。 
また、国土交通省によれば、人口構成の変

化のみならず人口の減少とあいまって、人口

の偏在化が進み、三大都市圏における人口集

中とそれ以外の地域での「過疎化」が進行す

ると推定される。 
更に人口集中が著しい三大都市圏において

も、高齢化が進み、東京都では高齢化率 80％
超も予想されるところである。 
大阪府は、都市圏であっても地方であって

も少構成者世帯が増えるという予測（図２）

に基づき、その中でも高齢者単独世帯の占め

る割合が高くなることによる社会保障の大幅

な負担増、そして「子どものいる世帯」が多

数派ではなくなるという世帯構成の変化が地

域コミュニティを希薄なものとし、地域で子

どもを「産み、育てる」ことができる環境整

備にも影響を与え、負のスパイラルを形成す

る危険について懸念を示している 1）。 
すなわち、人為によらない人口構成・分布

の変化、世帯類型変化から、すでに産業構造

の変化や社会インフラの衰退、生活動線の拡

大に対する生活行動能力の低下、コミュニテ

ィリレーションの希薄化と住民の物理的関係

性的孤立に向かう傾向は容易に推量できる。 
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２ 超高齢・人口減少社会における施策：地

域包括ケア体制の社会学的側面 
     超高齢少子化社会の想定される、または現実

化しつつある様々な病理的現象に対して、国 
は、大きく２つの系譜に基づく方針を提示した。 
 

１） 社会保障と税の一体改革から地域医療構

想に至る系譜 
     その１つが『社会保障と税の一体改革』構想

に始まる医療法改正、そして地域医療構想によ

る地域の自律的な医療体系の構築である。また、

地方自治体が医療機関のみならず、医療従事者

についても、就労相談、あっせん、教育などに

関わるべきことが定められ、地方自治体の硬軟

両面のコントロール機能の拡充により、医療福

祉とコミュニティの結びつきを強固なものと

しつつ、相互の活性化を図る、結果としてそれ

は「地域包括ケアシステム」に集約されていく

ものと考えられる（図３）。 
２）政府の「健康・医療戦略」（図４） 
更に 2つ目の方略として、政府は『国民の「健
康寿命」の延伸』を掲げ、2030年のあるべき姿
として、①一次予防の充実、②医療イノベーシ

ョンの推進、③三次予防体制の確立を提示して

いる。 
これを医療提供体制という立て付けから検

討した場合、 
 １ 一次予防から三次予防までをシームレ

スに包含できるプライマリケア体制（包括

的医療及び地域包括ケア体制）の構築 
 ２ 医療のコアとなる二次予防（治療）を効

率的かつ医療提供体制にも患者にも負荷

の少ない形で実現するためのイノベーシ

ョン推進を両輪的に進めようとするもの

と理解できる。すなわち、この構想からは、

現在の保険医療の枠組みである治療中心・

現物給付型とは異なる医療パラダイムが

見えてくる。特に生活圏である地域におけ

る医療は、保健・療養・生活復帰にむけた

取り組みに軸足を移すことは明らかであ

り、やはり地域包括ケア体制に帰着点を見

出すことができる。 

３）地域包括ケア体制の社会学的側面 
地域包括ケア体制（図５）は、厚生労働省に

よれば、「ニーズに応じた住宅が提供されるこ

とを基本とした上で、生活上の安全・安心・健

康を確保するために医療や介護のみならず、福

祉サービスも含めた様々な生活サービスが日

常生活の場で適切に提供できるような地域で

の体制」と定義され、地域住民の視点からは「で

きる限り住み慣れた自宅や地域で暮らし続け

ながら、必要に応じて医療や介護等のサービス

を使い、最期を迎えられるような体制」という

ことができる 2）。「地域」であり「包括的ケア」

という場合、地域住民、特に高齢者について発

生し得る全人的な諸問題をその人の「生活」レ

ベルで評価し、検討し、解決を図ることのでき

るすべてのケア（医療・介護・福祉）がシステ

ムとして個人個人に向けて動員できることを

意味するものと考えられる。 
現在のところ、高齢者を主たる焦点とした、

医療介護福祉サービスの効率的かつ有効性の

高い動員体制のレベルで考えられている地域

包括ケア体制であるが、地域包括ケア体制の基

本概念である自助・互助・共助・公助の相互関

係（図６）を考えれば、結局は健全なコミュニ

ティリレーションの構築とその持続化が律速

要件とならざるを得ない。 
 
３ 考察 現状における社会学的課題 
超高齢・人口減少という社会病理を背景とし

て、産業構造までをも含む社会体制の再編が必

須であり、住民生活局面においては、「地域包括

ケア体制」に代表される高密度なコミュニティ

リレーションを基盤とした機動性と能動性を

持ったコンパクトな地域単位の形成が求めら

れている。 
 しかし、地域社会には当然にも 2つの意味で
の流動性がある。１つは文字通りの人間の移動

であり、もう１つは地域構成員が年齢を重ね、

立場が変わっていくという意味の流動である。

こうした流動性がもたらす無秩序な変化にど

のように対応できるのか？ また、今後半世紀

以上続く可能性のある生産年齢層の過負荷と
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それがもたらす可能性のある社会荒廃にどの

ように対応できるのか？ これらの課題に対

する解答は、直接に提示されてはいない。更に、

超高齢・人口減少を背景として否応なく起きて

いる国民の生活行動の変化、価値観の変化をど

う把握し、評価し、よりよい未来に向けていく

ことができるのか、これについても明確な答え

はない。 
特に大きな課題は後者である。E‐commerce
は、国民の消費生活に大きな利便性を附与する

一方で、個々人の判断力・評価能力そして日常

的行動範囲や行動能力を大きく凌駕するとこ

ろまで進展している。E‐commerce がもたらす
利便性は、行き過ぎれば地域成員の生活行動の

不可視化と意図せざる孤立につながり、個々人

の判断力・評価能力そして日常的行動範囲や行

動能力を大きく凌駕するところまでの進展は、

自己規律の低下と混乱、違法行為の増加やコミ

ュニティリレーションからの離脱につながり、

いずれにしても健全な地域の活性というアウ

トカムに益しない結果につながり得る。 
 

４ 考察・結論 求められる地域方略モデル 
 とりわけ、公衆衛生の見地から言えば、医薬

品に代表されるモノの流通の乱れは、直接間接

に地域住民の心身の健康を損ね、地域活性を低

下させる可能性が高く、喫緊の対策が必要と考

えられる。地域社会が内包する『流動性』や、

地域社会が担保すべき住民の自己規律、言い換

えれば自助性の向上といった課題に基づいて

考慮すれば、法による拘束力を一律に適用する

のは不合理であり、むしろ法令を基盤とした各

種の教育・福祉・保健の仕組みの動員体系を整

備し、ともすればバラバラになりがちな対策を

文字通り体系化することが地域の健全性の向

上については、合目的性が高いと考えられる。 
 流動性のある集合は、ともすれば存在目的そ

れ自体が拡散する傾向があるが、これを拡散さ

せずに、適正水準を保った集合として維持する

には、リスクマネージメントとクライシスマネ

ージメントの効果的な循環が必須の要件とし

てあるのであるが、実はこのような管理のあり

かたのモデルを医薬品医療機器等法 3）にみるこ

とができる。 
 
また、目標の設定に際しては、同時に目標の

破綻を予測して、クライシスマネージメント体

制を組む地域においては、流動する対象はヒト

であるから、１つの法によって規制するのは合

理的ではないが、地域の自立性による目標設定

とその達成のための諸方略については、公助・

共助レベルの支援が効果的に組み合わせられ

ることが必要となる。以上のような計画性をも

った取り組みのためには、バックグラウンドと

なる国の施策と地方公共団体による条例レベ

ルの明確な方略が求められると考えられる。  
 
 

§２ 薬物乱用の現状  
「薬物乱用」という場合の「薬物」の種類を

「危険ドラッグ」「大麻」に大別し、その乱用の

状況について調査した。 
 

１ 流通の現状について 
１）危険ドラッグについて 
 危険ドラッグの街頭販売店舗は、取り締まり

によって 2017 年 10 月現在事実上消滅したが
（図７）、平成 28年の警察庁の調査では、検挙
者の危険ドラッグの入手先（平成 27年度）は、
インターネットによるものがおよそ 35％で主
流をなし、ヒトを介在するもの（知人・友人・

密売人等）によるものがおよそ 23％となってい
る。なお、平成 28年上半期においても、街頭店
舗における入手は 0にはなっていないが、実店
舗は 27 年中に全滅していることから、警察に
おいて、検挙者が危険ドラッグを入手したこと

を認知した時期を示しているものと思われる。

平成 28 年の上半期におけるインターネットに
よる入手は、46％に昇り、危険ドラッグの流通
がインターネットに移行しつつあることがう

かがわれる（表１）。 
平成 26～27年上半期においては、30歳代を
中心として比較的若年層の検挙率が高く、特に

27 年上半期においては、20 歳代の占める割合



-96- 

が上昇している。また、犯罪の態様としては所

持犯が最も多いが、27年上半期において輸入犯
の割合が上昇しているのが懸念される。なお、

検挙人員総数では、平成 26年よりも平成 27年
の方が多い。 
また、E‐commerceにおいて、消費者を欺く
意図をもって広告されている製品のみならず、

危険ドラッグ等の偽装製品も含まれており、製

造販売―消費両者において明らかに違法性を

自覚した取引が行われている可能性のある場

合もある。 
２） 大麻について 
 大麻事犯の検挙人員数は、平成 26 年までは
低下傾向にあったが、同年以降跳ね上がってい

る（図８）。大麻事犯の増加の主因は、20 歳代
の事犯の急激な増加及び、10代の事犯の増加で
ある。犯罪の内訳でみると、平成 26年と平成 27
年を比較した場合、所持犯（1400人→1679人）、
譲渡（104 人→123 人）、譲受（50 人→91 人）、
密輸（40人→59人）と変化しており、ヒトを介
した取引の活発化がうかがわれる（表２）。なお、

10代から 20代の大麻事犯の増加に先行して、
平成 25年から 26年にかけて 30代の大麻事犯
が増加している。  
  

２ 市民の意識について 
１）危険ドラッグについて 
 平成 24 年度薬物等に対する意識等調査報告
書（文科省）4）によれば、小学校児童、中学校

学生を対象として、薬物乱用が増えている理由

に対する考えを調査した場合、若者の間で大麻

などの薬物を使う人が増えている理由として

「簡単に手に入るようになっている」からと思

うと回答した児童生徒の割合が最も高く、男女

とも に小学校６年生以降 70％を超えていた。
次いで男女とも概ね「友達等に進められる」、

「有害性・危険性に関する誤った情報の氾濫」

の順であった、としている。 
また、平成 26年 9月から 12月に、一都三
県の首都圏の中高生を対象に実施された薬物

対策協会（東京・豊島区）の調査（回答数 3,858
名）では、「危険ドラッグ」が入手可能と考え

る中高生が半数を超えていることがわかった。

危険ドラッグが「簡単に手に入ると思う」と答

えた中高生は約 28%、「少し苦労するが、何と
か手に入れようとすれば可能だと思う」と答

えた中高生は全体の約 25%となっている 5）。 
 平成 27年 12月～平成 28年 2月にかけて実
施された横浜市教育委員会・横浜市健康福祉局

の調査（対象；横浜市小学校 5年生、横浜市中
学校 2年生 総数 4907名）（図９）においても、
「身近に脱法ハーブや危険ドラッグに接する

場面はあると思うか」という問に対して、小学

生の 23.5％、中学生の 25％が「あると思う」と
回答している。また、「脱法ハーブや危険ドラッ

グを手に入れようとした場合、それはすぐに手

に入ると思うか」という問に対して、小学生の

36％、中学生の 35.3％が「簡単に手に入ると思
う」と回答し、小学生の 34.6％、中学生の 49.6％
が「少し苦労するが手に入れられると思う」と

回答している。実に小学生の 70.6％、中学生の
84.9％が「入手可能」としていることになる。 
２）大麻について 
 近時、事犯数が増加している大麻について

は、平成 28年に実施された京都府警の京都府
内高校生対象調査（対象 8,794名）6）では、認

識度は覚醒剤の 3,181名についで 2,852名であ
り、麻薬よりも高い。タバコと比べてどちらの

害が大きいかという問に対して、タバコと回

答した者は 552名（6.3％）、大麻と回答した者
は 6,960名（79.1％）であった。興味・好奇心
はあるかという問に対して、224名（2.6％）が
「ある」と回答しており、手に入れることが可

能と思うかという問に対して 3,426名（39.0％）
が「可能と思う」と回答している。また入手経

路として最も多かったのはインターネット

（2,518 名 28.6％）、ついで売人（1,620 名 
18.4％）、知人（1,061名 12％）であった。 
こうした傾向は一般市民においても同様で

あり、別途の小規模調査（回答数 1,411名）で
は、大麻を吸引したことがある（11名）、吸引
してみたいと思う（55名）と併せて約 5％程度
が経験者、経験予備群となっている。また身体

への害はない（24名）、タバコより害がない（75
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名）、タバコと同程度（109名）の回答より、少
なくとも 14.7％が「タバコ以下」と考えている
ようである。なお、タバコよりは有害だが、覚

醒剤ほどではない、と考えている人が 321 名
（22.7％）おり、回答者全体の 4割近くが大麻
の有害性を軽視している結果であった（表３，

４）。  
 平成 20 年前後から問題となっている大学生
の薬物汚染については、関西 4大学が新入生を
対象に「薬物に関する意識調査」を実施してい

るが、平成 27年度調査（対象 26,576名）では、
薬物の使用・所持に対して、所持では罰せられ

ない（1％）、所持でも使用でも罰せられない
（1％）という結果であり、他人に迷惑をかけな
ければ、薬物使用は個人の自由とする者も 6％
いた。また、薬物使用を直接目撃したことがあ

ると回答している者も 6％おり、購入・使用の
誘いがあれば断らないかもしれないとする者

も 4.5％いた 7）。 
 以上のことから、10代、20代を含め、いずれ
の層においても、大麻の害は軽視されやすく、

入手が可能と考えられており、罪悪感も低い傾

向がみられる。 
 

３ 医薬品、『健康食品』類の消費動向 
総務省統計局 「平成 26年家計調査結果」に

よれば、健康食品全般についての年間支出は、

額及び全消費支出に占める割合ともに高齢者

層になるほど増加する傾向がある（図 11）。 
同様に総務省統計局 「家計消費状況調査結果

＜平成 27年＞」によれば、医薬品・健康食品類
は「保健・医療」の部分に入るが、ネットショ

ッピングでの支出総額に対する割合は 4.5％で
あった。また、ネットショッピングにおける医

薬品・健康食品類の割合は、70歳代で 7.4％と、
高齢者層になるほど増加しており、医薬品より

も健康食品にかける支出のほうが多い結果で

あった（図 12、13）。 
 
４ 考察・結論 流通上の問題点と包括的乱用

防止対策の必要性 
平成 26年度版薬物・銃器情勢（確定版）は、

危険ドラッグ乱用者の平均年齢は 33.4 歳であ
り、「覚醒剤乱用者の平均年齢 41.7歳より低く、
大麻乱用者の平均年齢 31.9 歳より高い。」と分
析している。また、同平成 27 年度版において
は、大麻事犯検挙者数 2,101名のうち、20歳未
満が 144 名（前年度 80 名）、20 歳代が 890 名
（前年度 890名）であり、中に中学生 3名（前
年度 3名）、高校生 24名（前年度 18名）、大学
生 31名（前年度 27名）が含まれることを明ら
かにするとともに、同時に大麻事犯においては、

初犯者率が高い傾向が続いているものの、わず

かに低下傾向にあり、すなわち再犯率がわずか

に上昇しつつあることを示している８）。なお、

初犯率は若年層ほど高い。 
このように若年層に向かって乱用が拡大す

る主な理由は、先述したように E‐commerceの
拡大である。 
特に医薬品をはじめとする「薬物類」のイ

ンターネットによる販売は、近時、医薬品類

のインターネット販売が一定の規制条件の下

で解禁されたことも併せて、ユーザーにとっ

てはハードルが一段下がったといえるであろ

う。2015年度の某ドラッグストアの社内報告 
（情報元秘匿義務あり）では、 
① 医薬品類のネットユーザーは併せて生活

用品及び健康食品類の購入率が高い  
② ネット販売による医薬品類の購入率は期

待したほど高くなく、生活用品、健康食品類  
  の購入率が伸びている とされている。 
 このように、医薬品等の店舗販売業者とい

うフィルターがかけられている場合は、本邦

の適正流通経路に乗っているものであること

は間違いなく、有害成分を含む不適正流通品

や、効能効果において粉飾のある製品は排除

されるであろうことは期待できる。 
 しかし、インターネット販売は、こうした

店舗による販売だけを仲介するものではなく 
製造者・生産者からの直接的販売を仲介してい

るケースが圧倒的に多い。ネットプロバイダー

は、製造者・生産者の製品情報に責任を持つも

のではなく、一定の手続きによってネット掲載

が認められ、多数の事故事象報告やそれに基づ
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く指導・取締りがなければ、掲載削除はない。

憲法における商業の自由を最大限利用した無

制限の仮想空間マーケットが存在し、マーケッ

ト参加を規制しているものは、参加にかかる諸

手続きのみであって、商品の適正性ではない。

それらは、ユーザーの自己責任に帰すものであ

り、ユーザーの損失や損害を含む市場評価によ

って、市場における存在の是否が決まっていく

という、ほとんどアダム・スミスの時代に遡る

市場の自浄原理と性善説によってのみ規定さ

れているのが現況である。仮想市場空間の特徴

でもある情報の適否が明らかでない多くの無

責任な直売体系があるのは事実であり、結局の

ところ、製品（商品）の多様性×流通の多様性

＝ある商品に関する情報の多様性が、消費者の

選択の幅を 2次速度論的に拡大した一方で、悪
意のある誘引に対して情報の吟味力がない消

費者の危険も飛躍的に拡大しているといえる 9）。 
これまで、特に若年層における薬物乱用の危

険とその舞台となるE‐commerce について主
に注目してきたが、近時の高齢者層におけるイ

ンターネット取引に対する依存度の上昇も併

せて考慮した場合、高齢者層が意図せずに被害

者となる、あるいは加害者となる危険も無視は

できない。 
 更に、医薬品の個人輸入代行利用にみるよう

に、消費者は一般的に E‐commerce市場におけ
る危険性を抽象的には認識しつつも、利便性を

優先させる傾向があり、その根底には理由のな

い楽天性はもとより、自分の評価力判断力を過

信している傾向があると考えられ、 
全世代を通じたシームレスで多彩な方法を用

いた教育・啓発体制構築が喫緊の課題である。 
 
 

調査研究２  
地方自治体、及び地域学校薬剤師等による薬物

乱用防止対策について 
A．目的 
内閣府「第四次薬物乱用防止五か年戦略」（平成

25年）に基づき推進されている地域レベルでの
薬物乱用防止対策の現在の状況を調査し、本政

策の中間的進行状況、及び施策実施上の課題を

探る。 
B．方法  
１ 公的資料を用いて、現時点における都道

府県レベルの取組状況を調査する。 
２ 都道府県レベルの取組について、「栃木

県」 をピックアップし、資料及びインタビュ

ー調査を行う。 
３ 学校薬剤師の薬物乱用防止教育関与の

状況について、宇都宮市、及び仙台市の学校薬

剤師会をピックアップし、資料及びインタビュ

ー調査を行う。 
（倫理面の配慮） 
検討材料を主に、官公庁が公開している統計

あるいは政策資料、又は公開されている調査・

研究報告書に求め、情報の公正性・責任性を担

保するとともに、情報の中に含まれる「個人 
情報の要素」を排除した。 
インタビュー調査については、あらかじめ、

調査の主旨、責任、調査内容に関する依頼文書 
を交付し、許諾を得た。また、インタビューに

際しては、回答できないことはしなくて良い旨、

回答していただいた内容については、迅速に議

事録を作成し、内容の点検を依頼し、訂正・削

除・加筆の上、報告書に掲載する旨を説明し、

許諾を得た。なお、当該研究報告書は公開され

る性質のものであること、ならびにインカビュ

ー協力者は、公務員を除いて、研究協力者とし

て明記されることについても説明し、許諾を得

た。 
C. 調査検討結果、D．考察、E．結論 
§１ 国の薬物乱用防止対策の状況 
  １ 政府施策方針：内閣府「第四次薬物乱

用防止五か年戦略」（平成 25年）について 
平成 25 年に提示された内閣府「第四次薬物乱
用防止五か年戦略」10）では、特に留意すべき戦

略課題として以下の 3点を掲げ、 
（１）新たな乱用薬物への対応   
（２）薬物の再乱用防止対策の強化   
（３）国際的な連携・協力の推進 
 これらの戦略課題に基づき、戦略目標を設定、

関係省庁の緊密な連携のもと取組を推進する
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ものとしている。 
戦略目標１ 青少年、家庭及び地域社会に対す

る啓発強化と規範意識向上による

薬物乱用未然防止の推進 
戦略目標２ 薬物乱用者に対する治療・社会復

帰の支援及びその家族への支援の

充実強化による再乱用防止の徹底 
戦略目標３ 薬物密売組織の壊滅、末端乱用者

に対する取締りの徹底及び多様化

する乱用薬物に関する監視指導等

の強化 
戦略目標４ 水際対策の徹底による薬物の国

内流入の阻止 
戦略目標５ 薬物密輸阻止に向けた国際的な

連携・協力の推進  
      これらの戦略課題及び戦略目標を第三次薬

物乱用防止五か年戦略 11）と比較した場合、戦略

目標１においては、対象を青少年から青少年、

家庭、地域社会まで広げ、目標それ自体を薬物

乱用の根絶から、薬物乱用未然防止 として、

方略を啓発強化・規範意識向上と明確化してい

る。また戦略目標３においては、密売組織の壊

滅や乱用者に対する取締りといった警察的取

締りの強化の一方で、乱用薬物に対する監視指

導等を加え、リスクマネージメント的側面の強

化も図られている。 
本分担研究 調査研究１ において、流動す

る集合である地域社会がその存在意義である

「健全な地域社会」を達成維持するためには、

リスクマネージメントとクライシスマネージ

メントの適正な循環が必要であることを指摘

した。更に適正な循環パスウェイの確保のため

には、教育・啓発と取締り及び救済と相談とい

った社会政策機能の必要十分な動員が重要で

あることも指摘した。 
そうした意味では、内閣府「第四次薬物乱用

防止五か年戦略」は、戦略目標１において地域

社会までをも含むリスクマネージメント目標

を提示するとともに、戦略目標２においてクラ

イシスマネージメントとそのリスクマネージ

メントへの回帰目標を提示する。更に啓発・教

育というパスウェイを対極から支える取締り

体制の中に監視指導を加え、切れ目のない軌道

修正体系の構築を企図しており、第三次薬物乱

用防止五か年戦略よりも具体性のあるものと

なっていると考えられる。 
２ 考察・結論 「第四次薬物乱用防止五か年

戦略」における懸案事項 
平成 28 年現在におけるもう１つの懸念は、
第四次薬物乱用防止五か年計画のフォローア

ップ（平成 26年）において報告されている予算
措置を伴う多角的な取り組みの意義がどこま

で浸透しているか、末端においてどこまで理解

され、実施されてきたのか、進行途上であると

いう事情も含め、国の施策レベルでは明らかに

されているものの、本来の主体という意味で計

画のターゲットとなる「地域」レベルでは必ず

しも明らかではないことである。 
本 分担研究の「調査研究１ 超高齢・人口減

少社会における薬物規制」において、すでに社

会学的見地から「地域の自律性に基づく目標設

定とその達成のための諸方略については、公

助・共助レベルの支援が効果的に組み合わせら

れることが必要となる。以上のような計画性を

もった取り組みのためには、バックグラウンド

となる国の施策と地方公共団体による条例レ

ベルの明確な方略が求められると考えられる。」

旨を考察したが、言い換えれば国の施策方針を

最終単位としての地域に根付かせるには、地方

公共団体が様々なボックス事業を実施してい

くだけでは意義・時宜・効果が放散していくの

は否めず、条例等による戦略性の確保と保持が

求められると考えられる。 
 

§２ 都道府県における薬物乱用防止対策 
平成 28 年度末現在、薬物乱用防止対策のた
めに、条例化措置を行っている都道府県は、北

海道から、福岡県・佐賀県に至る 26都道府県が
確認できている。東京都は平成 17 年の制定で
あり、群を抜いて早い制定であったが、他の府

県は概ね、平成 24年～平成 27年の制定であり、
第四次薬物乱用防止 5か年計画の進行に歩調を
合わせているようである。 
われわれは、条例を制定している都道府県の



-100- 

うち、① 首都圏の外縁に位置する ② 政令

指定都市または中核市を有する ③ 産業用

大麻トチギシロの種子の供給元である 等の

事情に基づき栃木県をピックアップして、都道

府県としての薬物乱用防止対策の計画・実施状

況について、資料調査及びインタビュー調査を

実施した。 
調査先：栃木県保健福祉部薬務課  

提供資料：とちぎ薬物乱用防止推進プラン 

2016～2020（編集発行 栃木県） 

     とちぎ薬物乱用防止推進プラン（ダ

イジェスト） 
 栃木県薬物依存症対策事業（図） 
キャンペーン配布物 

１ 栃木県における薬物乱用防止対策の概況： 
とちぎ薬物乱用防止推進プラン 2016～2020 

より 

１）計画の概要 

 上記 とちぎ薬物乱用防止推進プラン 

2016～2020 12）の主たる内容について、筆者責

任で要約する。  

① 基本目標 

 「薬物乱用のない社会」の実現  

～ 健康で、安心して暮らすことのできる

「とちぎ」づくり ～ 

② 基本方向と施策の体系 

基本方向Ⅰ 薬物乱用防止の教育及び学習の

推進 

◇ プラン 1 学校における薬物乱用防止に

関する教育の充実 

〇 戦略１ 児童生徒の薬物乱用防止意 

識の向上 

● 児童生徒の薬物乱用防止に関する指

導の実施（教育委員会〔学校教育課〕）     

学習指導要領に基づき、児童、生徒

の実態や発達の段階を踏まえた指導

実施。 

● 夏季休業前の啓発の推進（教育委員

会〔健康福利課・学校教育課〕、保健

福祉部〔薬務課〕、経営管理部〔文書

学事課〕） 

薬物乱用防止に関する正しい知識に

ついて啓発リーフレットを作成し、

夏季休業を迎えた時期に小学校 5，6
年生から高等学校までの全生徒に配

布、家庭を含めて啓発を推進。 

● 薬物乱用防止教室の実施（教育委員

会〔健康福利課・学校教育課〕、保健

福祉部〔薬務課〕、経営管理部〔文書

学事課〕、警察本部〔少年課〕） 

HR活動、特別活動等において系統的
かつ効果的な指導を実施。外部講師

や薬物乱用防止広報車を活用 

● 薬物乱用防止啓発演劇の実施（教育

委員会〔健康福利課・学校教育課〕、

保健福祉部〔薬務課〕、経営管理部〔文

書学事課〕）：中学生対象に実施、3年
間で一巡。 

〇 戦略２ 薬物乱用防止教育内容の充 

       実 

● 薬物乱用防止に関する指導の充実

（教育委員会〔健康福利課・学校教

育課〕、保健福祉部〔薬務課〕） 

市町村の関係諸機関と連携して、養

護教諭、専門性を有する職員、薬物

乱用防止指導員などの協力による指

導の推進、教育内容の充実 

● 長期休業前の薬物乱用防止に関する

指導の徹底（学校教育課・健康福利

課） 

○ 戦略３ 大学等における学生に対す 

る普及啓発 

 ● 薬物乱用防止学生サポーターによ 

る普及啓発の推進（保健福祉部〔薬務 

課〕） 

薬物乱用防止学生サポーター（ダメ

ゼッ隊）の育成・組織化による大

学・専門学校等内外の普及啓発推進。 

● ポスター配布による普及啓発の推進

（保健福祉部〔薬務課〕） 

◇ プラン２ 地域社会における薬物乱用防

止意識の醸成 

  ○ 戦略１ 地域住民への啓発活動の推 

        進 
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   ● 薬物乱用防止指導員等による地域 

における啓発活動の実施（保健福祉部 

〔薬務課〕） 

PTA等の社会教育団体等との連携によ
り、地域の講習会、健康祭りなどでの

啓発活動実施 

● 薬物乱用防止巡回パトロールの実施

（保健福祉部〔薬務課〕） 

街頭、大型商業施設周辺で啓発用リ

ーフレット等の資材配布 

● 街頭補導活動の実施（警察本部〔少

年課〕） 

● 成人式における啓発活動の実施（教

育委員会〔生涯学習課〕、保健福祉部

〔薬務課〕） 

● 薬物依存症フォーラムの開催（保健

福祉部〔障害福祉課・薬務課〕） 

  〇 戦略２ 各種運動、キャンペーンによ 

る啓発活動の推進 

● 薬物乱用防止広報強化期間における

啓発活動の推進（保健福祉部〔薬務

課〕、教育委員会〔健康福利課〕、警察

本部〔組織犯罪対策第二課・少年課〕） 

● 青少年の非行・被害防止に係る強調

月間における啓発活動の実施（県民

生活部〔人権・青少年男女参画課〕、

教育委員会〔学校教育課・健康福利

課〕、警察本部〔組織犯罪対策第二課・

少年課〕） 

  〇 戦略３ 広報媒体を用いた幅広い啓 

発活動の推進 

     （県民生活部〔広報課〕、保健福祉部

〔薬務課〕、警察本部〔組織犯罪対策第二課・ 

少年課〕） 

◇ プラン３ 薬物乱用防止のための普及啓

発への支援の充実 

〇 戦略１ 薬物乱用防止活動を担う人 

材の育成 

● 薬物乱用防止指導講習会の実施（保

健福祉部〔薬務課〕） 

知事委嘱の薬物乱用防止指導員に対

する知識習得、講師技能向上を図る。 

● 薬物乱用防止教室研修会の実施 

（保健福祉部〔薬務課〕、教育委員会

〔健康福利課〕） 

学校における薬物乱用防止教室の講

師（予定者）、学校医、学校薬剤師、

関係団体職員、薬物乱用防止指導員、

教員等を対象とする研修会実施、啓

発資料提供、情報提供。 

● 青少年育成関係者を対象とした薬物

乱用防止講話の実施（県民生活部〔人

権・青少年男女参画課〕） 

  ○         ○ 戦略 2 啓発用資材の充実 （保健福

祉部〔薬務課〕、教育委員会〔健

康福利課〕、警察本部〔少年課〕） 

  ○ 戦略３ 各啓発活動への積極的な支 

         援 

                ● 啓発活動に対する啓発用資材等の提

供 （保健福祉部〔薬務課〕、教育委

員会〔健康福利課〕） 

● 講習会の講師派遣等の支援（保健福 

祉部〔薬務課〕、教育委員会〔健康福 

利課〕） 

● 学校薬剤師との連携強化（保健福祉  

部〔薬務課〕、教育委員会〔健康福利

課〕） 

● 先駆的な普及啓発活動の情報共有

（保健福祉部〔薬務課〕、教育委員会

〔健康福利課〕） 

基本方向Ⅱ 薬物に関する相談体制の充実 

◇ プラン４ 関係機関による相談体制の充

実 

 ○ 戦略１ 迅速かつ的確な薬物相談等 

の実施 

  ● 各機関の相談窓口における迅速か 

つ的確な薬物相談等の実施と周知 

    （保健福祉部〔薬務課・障害福祉課〕、 

警察本部〔組織犯罪第二課・少年課〕、 

県民生活部〔くらし安全安心課〕） 

○ 戦略 2 相談業務に携わる人材の育成 

● 薬物依存症相談担当者専門研修会の

実施 （保健福祉部〔薬務課・障害福

祉課〕） 
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● 依存症関連相談技術研修会の実施 

（保健福祉部〔薬務課・障害福祉課〕） 

● 少年補導員及び少年相談専門職員向

け研修の実施 （警察本部〔少年課〕） 

  ○ 戦略 3 相談機関の連携強化 

   ● 薬物関連問題連絡協議会の開催 

 （保健福祉部〔薬務課・障害福祉課〕） 

   ● 学校警察連絡協議会等における連 

携強化（警察本部〔少年課〕、教育委 

員会〔学校教育課〕） 

 

基本方向Ⅲ 監視指導及び取締りの強化 

 ◇ プラン５ 関係機関の連携による取締

り体制強化 

 ◇ プラン６ 不正流通薬物の取締りの徹

底 

 ◇ プラン７ 危険ドラッグなど多様化す

る乱用薬物への対応強化 

 ◇ プラン８ 正規流通薬物の監視指導監

督の徹底 

  主旨：麻薬・向精神薬、毒劇物（有機溶剤

等）の適正流通、適正使用の確保。 

  ○ 戦略１ 医療機関等への計画的な立

入調査の実施 

   ● 医療機関等への計画的な立入検査

の実施（保健福祉部〔薬務課・医療政策課〕） 

   ● 毒物劇物販売業者等への計画的な

立入検査の実施（保健福祉部〔薬務課〕） 

   ● 大麻栽培者への立入調査及び収去

検査の実施（保健福祉部〔薬務課〕） 

  〇 戦略２ 偽造・変造処方箋対策の充実 

（保健福祉部〔薬務課〕） 

◇ プラン９ 薬物に関する調査研究の推進 

 

基本方向Ⅳ 薬物依存症治療等の充実 

◇  プラン１０ 薬物依存症者に対する治

療の充実 

◇  プラン１１ 再乱用防止対策の充実強

化 

◇  プラン１２ 薬物依存症者の社会復帰

の支援 

 

２ 薬物乱用防止に関する栃木県行政の取り

組みの状況（インタビュー）    

１） 危険ドラッグ、大麻等の取締状況につい

て 
  栃木県においては、大麻事犯は増加傾向に

ある。所持・吸引については成人期の青年層が

増えている。栽培については組織的な事犯がみ

られる。所持・吸引で検挙されたものの犯意は、

覚醒剤やほかの危険ドラッグに比べて薄い傾

向がある。 
２）栃木県の乱用防止対策について 
第四次薬物乱用防止五か年計画を踏まえて

制定された条例は、薬物乱用防止に係る総合的

な対策推進を期するものであり、その実体化に

は「計画」策定が必須と考えられ、2016～2020
年の 5 か年計画で、「とちぎ薬物乱用防止推進
プラン」を実施している。具体的には、Ⅰ 薬

物乱用防止の教育及び学習の推進、Ⅱ 薬物に

関する相談体制の充実、Ⅲ 監視指導及び取締

りの強化、Ⅳ 薬物依存症治療等の充実 の 4
本の柱を立てて、それぞれ施策を実施している。

薬物乱用事犯は再犯率が高いので、今後は、Ⅱ 

薬物に関する相談体制の充実、Ⅳ 薬物依存症

治療等の充実 に力を注ぐ必要がある。 
３）薬物乱用防止の教育及び学習の推進につい

て 
キャンペーン活動は、薬剤師会、市民団体等

の手を借りて実施している。教育については、

学校薬剤師によるもの、警察によるもの、ダル

クなどによるものが実施されているが、効果等

の評価や事業すみ分けについて、明確に把握は

していない。 
成人期の青年層に対する啓発は、学校や家庭

の手を離れており、難しいところであるが、県

内の学生を中心に組織されている「ダメ ゼッ

隊」に期待できるところもある。今後は教育プ

ログラム、教育者養成プログラムの充実と標準

化が必要と考える。 
４）薬物依存症治療等の充実について 13） 
依存症に陥った者の救済を視野に入れた乱

用防止策が必要と考えられ、栃木県では  図 

13) に示すような流れでの、医療、行政、家族会
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等による依存症患者包囲網の構築とピックア

ップを充実させたいと考えている。 
 
３ 考察・結論 
 栃木県は、第四次薬物乱用防止五か年計画を

踏まえ、栃木県薬物乱用防止対策実施方針に基

づき対策を講じてきたが、県の実情に鑑みて、

危険ドラッグ規制強化と依存症からの回復支

援を含めた総合的な対策推進のため、平成 27年、
「栃木県薬物の濫用の防止に関する条例」を制

定した。更にこの条例に基づく施策・基本的な

考え方を示すため、「とちぎ薬物乱用防止推進

プラン」を平成28年策定した。この計画は、前

記実施方針との整合性が図られているととも

に医療法、障害者基本法、教育基本法、及び栃

木県青少年健全育成条例等による施策との調

和も図られている 14）。 

 とちぎ薬物乱用防止推進プランは、明確な基

本目標に向けて、４つの基本方向（Ⅰ 薬物乱

用防止の教育及び学習の推進、Ⅱ 薬物に関す

る相談体制の充実、Ⅲ 監視指導及び取締りの

強化、Ⅳ 薬物依存症治療等の充実）を据え、

更に各基本方向の下にいくつかの構想（プラン）

を、プランの下にいくつかの戦略を、戦略の下

に、いくつかの施策を設定するという末広がり

の階層構造になっており、全体として、網羅的

な薬物乱用防止対策が可能な体制が作られて

いる。 

 １－１）計画の概要 では、本研究の主旨に

従い、基本方向Ⅰ 薬物乱用防止の教育及び学

習の推進 の項目を中心に紹介したが、県の保

健福祉部、教育委員会、一部警察本部を交えて、

３つのプラン：学校における乱用防止教育の充

実、地域社会における薬物乱用防止意識の醸成、

薬物乱用防止普及啓発への支援 についてシ

ームレスな施策実施が図られている。特に、学

校における乱用防止教育の充実については、小

学校児童・中学校生徒を想定した仕組みと、小

中高までを視野に入れた仕組みを発達段階や

実態に合わせて計画的に運用しようという構

想が、（決して独創的ではないのかもしれない

が）明示されている点は重要である。また、危

険ドラッグ、大麻などについては、家庭や地域

を離れて実際に無防備になるのは 18 歳以降の
成人期青年であることに鑑みて、大学・専門学

校を中心に、当事者参加型の取組を立案し、実

施している点は地方自治体ならではの発想で

あり、期待できるところである。 

 別途「県の実状」を踏まえた取り組みは、基

本方向Ⅳ 薬物依存症治療等の充実 に見る

ことができる。ここでいう「県の実状」の１つ

は、覚醒剤関連検挙人員が 92％（232名、平成    

26 年）を占め、うち 2名が未成年者であるであ

ること、覚醒剤使用者の再犯率は 64.2％と高い

ことである。これを踏まえ、 

プラン１０ 薬物依存症者に対する治療の充

実では 

戦略１ 薬物依存症からの回復に向けた最乱

用防止教育事業（薬物依存症回復プログラム：

Tochi-MARPP 実施→尿検査＆経過観察事業実

施）、戦略２ 専門医療機関における薬物依存

症治療の充実（薬物依存症専門医療の提供、中

毒性精神障害者への対応） 戦略３ 医療機関、

保険者等との連携強化による重複投与等の防

止（依存性の高い向精神薬等処方箋医薬品の重

複投与防止、適正な服薬指導推進） 

◇ プラン１１ 再乱用防止対策の充実強化

では 

戦略１ 薬物依存症回復プログラムの充実（プ

ログラムの効果分析評価と改善、刑の

一部執行猶予制度の施行を踏まえた

プログラム活用の検討） 

戦略２ 家族会事業の充実（依存症者の孤立を

防止し、自身の回復や自立を促す） 

戦略３ 医療機関等との連携強化による回復

支援（回復経過に合わせて、関係団体

との連携による支援実施、関係機関の

ファシリテーターの育成） 

◇ プラン１２ 薬物依存症者の社会復帰の

支援では 

戦略１ 薬物依存症者の自立と地域社会への

復帰の支援 

    （社会奉仕活動、職業・作業体験等に

よる少年の居場所づくり、依存症者
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の社旗復帰ネットワーク整備と就

業準備・就職活動・職場定着などの

推進） 

な     などのプラン設定により、治療・リハビリ・

社会復帰までを包括的に実施できる体制を企

図している。薬物依存症回復プログラム：Tochi-
MARPP と家族会事業はプランの大きなランド
マークとなっており、治療から社会復帰までの

エンジンをなす取り組みである。 

更に当事者の治療も含めて「重複投与等の防

止」は関与する側にとって有意義な取組目標で

あり、地域における薬物乱用防止対策関与者の

義務であることも明示されている。 

 同様に、県の実状を踏まえた取り組みは、基

本方向Ⅲ 監視指導及び取締りの強化 にも

見ることができる。基本方向Ⅲにおけるプラン

は、プラン５ 関係機関の連携による取締り体

制強化、プラン６ 不正流通薬物の取締りの徹

底、プラン７ 危険ドラッグなど多様化する乱

用薬物への対応強化、プラン８ 正規流通薬物

の監視指導監督の徹底であり、取締り強化一辺

倒ではなく、むしろ監視指導監督の徹底によっ

て違法行為を未然に防止する意図が伺われ、特

にプラン８ 正規流通薬物の監視指導監督の

徹底においては、「大麻栽培者への立入調査及

び収去検査の実施により、栽培種トチギシロの

交雑有毒化の有無の確認体制が整備されてい

る。また、プラン８では、正規流通品の不適正

使用に対しても監視体制を確立している。 

一方、栃木県ではこのように条例制定から計

画整備実施まで体系的に行われているが、一般

的に、計画の構造それ自体に内在する課題があ

る。『末広がりの階層構造になっており、全体と

して網羅的な薬物乱用防止対策が可能な体制』

を企図して策定された計画ではあるが、こうし

た構造では末端ほど戦略的意義が失われ、戦術

的に運用する傾向が高まる。特に、末端の外部

協力者においてその傾向が強くなることは否

めず、自分の分担や位置づけが明らかでなく、

単に年間行事やスケジュール的参加にとどま

ることになりがちである。またこのようなシス

テムにおいては、相当のモチベーションをもっ

て臨んでいる場合であっても、末端からの提

案・要望の吸い上げや迅速な実現、システムへ

の取り入れは困難であり、協力者のモチベーシ

ョン低下につながりかねないこともある。こう

した事態になれば計画主旨からいってもきわ

めて残念なことになり、このような構造に内在

するリスクに対して自治体の薬物乱用対策推

進本部として、どのようにマネージメントを行

い計画の質的担保を担うのかは重要な課題に

なろう。 

 更に、条例に基づく計画ということで、予算

措置がどのようになっているか（平成２９年度

予算）15）を調べたところ、条例制定以前、計画

策定以前（平成２７、２８年度）と同様の形で、

各関係部局に分散的に措置されている状況で

あり、条例に基づく事業としての１本化予算設

置はなされていなかった。従来から指摘されて

いるところであるが、１つの事業の総体がどう

かによらず、各部局にボックス事業予算配分さ

れている場合、事業全体が見通せず、部局間の

分担や連携が難しく、業務過負荷に至ることも

多い。栃木県の場合は、おそらくは長期の経験

に基づく薬物乱用防止対策システム構築がな

されており、現況で計画運用に支障がないもの

とは考えられるが、今後、栃木県の優れた取り

組みを参考として各地方自治体が薬物乱用防

止対策を行っていくとした場合、留意すべき事

項であると考えられる。 

 

§３ 学校薬剤師会の薬物乱用防止対策にお

ける取組み（インタビュー調査） 

 前掲 都道府県の取組で取り上げた栃木県

の県庁所在地であり、中核市である宇都宮市の

学校薬剤師会、及び、栃木県同様に薬物乱用防

止に関する条例制定県であって、東日本大震災

被災地である宮城県の県庁所在地・政令指定都

市仙台市の学校薬剤師会の活動状況について

インタビュー調査を行った。 

主なインタビュー項目 

① 市中の薬物乱用の状況をどのように把握

しているか 

② 学校薬剤師による薬物乱用防止「教育」を
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どのように実施しているか。 

③ 薬物乱用防止教育の効果等についてどの

ように考えるか 

④ 薬物乱用防止教育実施上の問題点や課題 

 

 １ 栃木県（宇都宮市）の学校薬剤師会の活

動について 

インタビュー調査 協力者 

大澤光司（栃木県薬剤師会 会長）         

君島 正 （栃木県薬剤師会 学校薬剤師委

員会 会長） 

 岡田 克彌 （栃木県薬剤師会 事務局長） 

① 市中の薬物乱用の状況をどのように把握

しているか 

 主に未成年者に絞ってみた場合、覚醒剤使用

は減少傾向にあるが、大麻使用は平成２６年以

降増加していると聞いている。 

 

② 学校薬剤師による薬物乱用防止「教育」を

どのように実施しているか。 

 a 薬物乱用防止指導員としての活動につい

て 

  指導員は、健康センターごとに養成され、

現況では 30 名ほど存在する。その内訳は多

様で、スポーツインストラクター、老人会、

薬店の登録販売者、学校薬剤師などが主な構

成者である。主な活動は、乱用防止キャンペ

ーン関連活動である。健康センターの指揮下

での活動が主体である。 

 ｂ 学校薬剤師の乱用防止教育の実施状況 
について 
  学校における薬物乱用防止教育は、いわゆ

る「おくすり教育」とは別枠で実施している。

薬物乱用防止教育は、小学校、中学校、高校

と成熟度に合わせて、内容を変化させている。

小学生に対しては保護者も含めて機会を設

け、アウトカムを「勧誘を拒否できる」「通報

できる」とし、薬物の乱用が体に与える害の

みならず、社会における迷惑行為であること

を語りかける。中学生に対しては、喫煙はそ

の行為が薬物乱用にむかうゲートアクショ

ンであることを認識させ、アウトカムとして

は、喫煙も含めて「社会的責任が問われるこ

とを明確に認識できる」とする。高校生に対

しては、依存に陥った場合の社会復帰率の低

さを医学的生理学的に認識させ、「習慣性に

は勝てない」ことを理解し、防止に努める責  

任があることを納得することを到達目標と

する。 
教材はメインの教材として、文部科学省が

策定しているものを使用するが、そのほか簡

単な実験を行う、サンプル等に触れる機会を

作る等の工夫を行っている。 

 

③ 薬物乱用防止教育の効果等についてどの

ように考えるか 

学校教育として行われている薬物乱用防止

対策は、警察で行う指導、ダルクなどの団体が

行う活動、学校薬剤師による教育活動がある。

それぞれの教育指導活動の対象学年や方向性、

方法が異なるのは当然であるが、実施のタイミ

ングや訴えかけの視座がかみ合わないことが

多く、プログラム的に問題があると感じている。

効果の評価も難しい。 

 

④ 薬物乱用防止教育実施上の問題点や課題 

実施比率でいうと学校薬剤師による教育の

機会が一番低い。また、教員の認識率、認識の

度合いも低い。例えば、教育学部では、学校薬

剤師について全く教えていないケースも多い。 
これが、プログラム上の不具合となっている場

合もある。 
 薬剤師という立場で、学校教育に関わる場合、

最も重要なのは「最新の科学的知見」を背景に

できるかどうかだと考える。例えば中毒症状の

わかりやすい説明など、標準化された教育が可

能となる。 

 

２ 宮城県（仙台市）の学校薬剤師会の活動に

ついて 
インタビュー協力者 
北村 哲治（一社）宮城県薬剤師会 学校薬

剤師・薬物乱用防止対策委員会 委員長 

 轡 基治 （一社）宮城県薬剤師会 学校薬剤
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師・薬物乱用防止対策委員会 委員 

 

① 市中の薬物乱用の状況をどのように把握

しているか 

宮城県では、薬物乱用事犯が一般に増加して

いる。特に大麻事犯が増えている。多くは所持・

吸引事犯であり、栽培等については不明である。

全国では、大麻事犯が昨年度（2016年度）最低

で本年度また増加していると聞くが、宮城県で

は 2011 年、2012 年が最低で、以降増加傾向に

ある。特に大麻事犯が右肩上がりに増えている

のは、震災後のインフラの崩壊から復興にかけ

ての混乱が影響している可能性があると考え

ている。 

 

② 学校薬剤師による薬物乱用防止「教育」を

どのように実施しているか。 

 概ね政令指定都市レベルで了解されている

事項に基づき、学校薬剤師の教育は、小学校、

中学校、高校と成熟度に合わせて、内容を変化

させている。小学生に対しては保護者も含めて

アウトカムを「勧誘を拒否できる」「通報できる」

とし、中学生に対しては、喫煙はその行為が薬

物乱用にむかうゲートアクションであること

を認識させ、喫煙も含めて「社会的責任が問わ

れることを明確に認識できる」、高校生に対し

ては、依存に陥った場合の社会復帰率の低さを

医学的生理学的に認識させ、防止に努める責任

があることを納得することを到達目標とする。

主に文部科学省が開発した教材を使用するこ

ととはしているが、機会が少ないこと等の事情

に鑑みて、担当者が独自に資料を作成すること

も多い。 

③ 薬物乱用防止教育の効果等についてどの

ように考えるか 

 教育の効果を何によって評価するかは難し

い問題である。長期に渡って重層的に行われる

教育の場合、長期的な個人の意識・行動変容を

測定できることが望ましいと考えられるが 

学校薬剤師会として、そのような測定の機会も

個人の追跡能力も持っていない。薬物乱用防止

教育の機会が少ないので、機会ごとにアンケー

ト調査は行っているが、その時点での理解の程

度がわかるだけで、人格形成にどの程度寄与で

きたかわからない。また、学校薬剤師のみで年

間薬物乱用防止教育を行っているわけではな

く、その点でも評価しにくい。 

 

④ 薬物乱用防止教育実施上の課題 

   計画上は、もれなく全地域・学校について

薬物乱用防止教育を実施しているところでは

あるが、教育能力あるいは実践能力及び実施

意欲に差があることは事実である。教育者養

成には各地で努めていると思うが、共通のプ

ロトコールやプログラムがあると、教育能力

の底上げができるとともに、学校薬剤師では

ない薬剤師が地域貢献として取り組みを行う

ベースになるのではないかと考えている。    

また、乱用防止については、行政、ライオ

ンズクラブなどの民間団体とも連携して効率

よく成果を上げられるよう検討したい。 

 

３ 考察・結論 
国の「薬物乱用防止計画」の最前線で薬物乱

用防止教育に尽力する学校薬剤師の活動につ

いて、これを主管している地域学校薬剤師会と

してどのように考えているか、２つの地域をピ

ックアップして、現実的に抱えている問題点も

含めて意見を聴いた。 
これまでの調査・検討から、いい点も悪い点

も含めて、国の計画のシステムに組み込まれ、

最前線で薬物乱用防止に携わる立場である、と

いうところから発生していることが多いと考

えられる。 
＜良い点＞ 
① 薬物に関する学校教育や、地域啓発に参

画することは、薬剤師のプロフェッション

であることが自覚的にも多角的にも明示

されること。 
② 今後の「かかりつけ」機能を軸とした地

域参画の１つの軸として、地域住民との長

期的関係を構築できる可能性があること。 
③ 計画の担い手であることから、提示され

ている要領に基づき、教育の目標、方法、
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資料他について、一定の支援を受けること

ができる。 
＜問題点＞ 
① 学校教育の機会が少ない。警察、ダルク、

他薬物乱用防止教育ノウハウをもつ諸団

体とのすみわけの中、「教育」的視点での連

携性を確保しにくい。 
② 学校現場において、薬物乱用防止教育に

対する認識が薄い。特に学校薬剤師会の教

育参画について、明確な了解がないことも

多い。教育学部で、学校薬剤師について全

く教えていないケースもある。 
③ 上記に鑑みると、学校に提案等を行って

も、提案そのものが受け止めてもらえない

ことも多々あり、実状に即した柔軟な教育

実施が不可能であることも多い。 
④ 教育効果の評価が難しい。形成的評価は

ほぼ不可能である。 
⑤ ブラッシュアップが困難な中で、薬剤師

のモチベーションが低下することもあり

得る。 
⑥ 教育能力を持った薬剤師人材の確保が

喫緊の課題であり、薬剤師の教育システム、

人材開発システムの整備を個別薬剤師会

レベルで行うだけでは標準化・水準化は困

難であるため、国・地方行政の指針設置を

含む支援が必要。 
 

 このうち、『教育・啓発活動については、評価

が困難』とする意見は、現場のみならず、  
地方行政からも出ており、実施回数や実施地域

分布などの量的データはあっても、個人におけ

る意識・行動変容にどの程度寄与しているかな

どの質的評価は事実上無理であり、行政の事業

としての成果表出が弱い、として、自治体が近

時その必要性が増している「再犯防止、依存症

者の治療と社会復帰」の方に軸足を移しつつあ

る傾向が認められた。（複数の地方自治体への

インタビューで確認） 
 しかしながら、健全な地域社会の構築といっ

た基本目標に関しては、教育と啓発は基本目標

に向かう里程標であり、リスクマネージメント

手段でもある。「再犯防止、依存症者の治療と社 

会復帰」はクライシスマネージメントであり、

その効果は可視化しやすいが、それ自体として、

基本目標に対する里程標とはなり得ず、重ねて

いうように、リスクマネージメントとクライシ

スマネージメントの循環構造によって社会を

支え、発展させるため、リスクマネージメント

の在り方を再考し、各対策戦略間の連携と再配

分についても検討する必要がある。 

 

調査研究３ 

学会・アカデミアの地域連携事業としての薬物

乱用防止対策について 

 

A．目的 
薬物乱用防止教育・啓発活動の中には、団体

や学会・アカデミアが独自に、あるいは薬剤師

会等と連携して行っているものがある。そのう

ち、学会・アカデミアが研究的に実施している

教育・啓発活動に焦点を当て、その研究成果等

について調査し、教育的観点から薬物乱用防止

対策への活用の方途を探る。  
 

B．方法 
日本社会薬学会並びに東京薬科大学・帝京大

学薬学部が中心となって実施している地域の

「おくすり教育」、及び啓発活動についてイン

タビュー及び資料調査を行う。 
（倫理面の配慮） 

検    検討資料については、活動経過や重点事項、

活動結果等が明らかになるように、あらかじめ

過去 3年来の日本薬学会一般発表ポスター、並
びに活動に使用するために作成した資料（書籍、

パンフレット等）の提出を求めたが、その提出

の可否については任意に決定してよい旨、当該

資料等に第三者の個人情報が含まれる場合に

は、その部分の削除改変を指示してほしい旨、

説明し許諾を得た。また、当該資料等からの引

用等について、著作権保護の観点から最小限に

することを説明し、許諾を得た。 
インタビュー調査については、あらかじめ、

調査の主旨、責任、調査内容に関する依頼文書
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を交付し、許諾を得た。また、インタビューに

際 しては、回答できないことはしなくて良い

旨、回答していただいた内容については、迅速

に議事録を作成し、内容の点検を依頼し、訂正・

削除・加筆の上、報告書に掲載する旨を説明し、

許諾を得た。なお、当該研究報告書は公開され

る性質のものであること、ならびにインカビュ

ー協力者は、公務員を除いて、研究協力者とし

て明記されることについても説明し、許諾を得

た。 
C. 調査検討結果、D．考察、E．結論 

          § 日本社会薬学会並びに東京薬科大学・ 帝

京大学薬学部が中心となって実施している地

域の「おくすり教育」、及び啓発活動の実施状況 
＜インタビュー協力者＞ 
宮本法子  北里大学薬学部 客員教授       

斎藤百枝美 帝京大学薬学部 実務実習

研究センター 教授     

山田哲也  東京薬科大学薬学部 中国

医学 助手 

  田口真穂  横浜薬科大学 実務実習セ

ンター 講師 
＜提出資料＞ 
 ① 日本薬学会一般発表資料（第 135、第 136、
第 137回発表分） 
 ② 活動状況に関する写真 11点 
 ③ 書籍「くすりを使う時の１２の約束」（齋

藤百枝美、宮本法子著、くすりの適正使

用協議会協賛、（有）政光プリプラン発行） 
 ④ 新聞報道記事 抜粋 
 ⑤ 横浜市薬剤師会啓発ポスター、うちわ、

他（田口真穂氏提供） 

 

１ 活動の趣旨と経緯 

 2012 年から中学校、2013 年から高校に薬教

育が導入されているが、小学校レベルの学習指

導要領に薬教育は明示されていない。一方で、

健康に関する行動の多くが青少年期に形成さ

れることが報告されており、小学生のうちから

健康 3原則、自分の身体に自然治癒力が備わっ

ていること、薬が必要な時には正しく使う必要

があること、薬を正しく使うために約束がある

ことを学習する必要がある 16）。 

東京薬科大学、帝京大学薬学部では、社会薬

学的視点、薬剤師実務の社会貢献的側面から、

地域における「くすり」に関する啓発活動を実

施してきた。 主たる対象は小学生ではあるが、

カリキュラムの中でというよりも、特別な学校

行事や地域行事などにおいて、可能な限り家族

ぐるみの参加を確保したいと考えている。地域

でのしっかりしたコンセンサスの形成には、家

族単位での啓発が重要であると考える。 

 

２ 教育・啓発の手法と目標 

１） おくすり教育との関連付けについて 

     危険ドラッグ等に関する教育については、

ベースがきちんとできていることが前提と

なる。特に低年齢層については、医薬品とい

うものに対する認識をしっかりつくること

で、「乱用」の危険と「得体のしれないものを

摂取する」危険を体で理解させる必要がある。 

そのために親子でみることのできる絵本

等 17）を開発して市販している。参加型学習 

を通じて親世代の認識向上も併せて目標と

する。 

２） 中学・高校レベルの薬物乱用防止教育に

ついて 
     中学・高校レベルの学生は、ほとんど危険

ドラッグに手を出すことが決していいこと

ではないということは理解している。この時

期の薬物乱用は、興味半分、あるいは付き合

いで、あるいは決して手に入れられないもの

ではない、といういわば周囲の人的情報的環

境において問題が発生している。その根底に

は「私は依存症にならない、いつでもやめら

れる」という根拠のない過信もある。これを

打開するには、危険ドラッグの医学的生理学

的精神衛生学的危険を理解させるとともに、

社会的責任が発生すること＝前科者になる

ことも理解させる必要がある。そのためには、

教育の標準を決定する基礎的な科学的知見

が必要である。 
３） 教育の手法と効果の測定について 
薬物乱用防止教育については、小学校低学
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年と高学年、中学生それぞれについて、内容

の重点、方法を変える必要がある。事後の感

想文の提出ではなく、ワークシートの作成ま

たは、事前事後のアンケート方式によるほう

が、学習者が自分の変化を自覚できる。また、

小人数、ワークを伴う学習が効果的ではある

が、現存のおくすり教育、薬物乱用防止教育

では時間・カリキュラムとの関係で現状では

必ずしも標準化できていない。一方、本教育

啓発活動では、その点はカバーできるが、継

続性・形成性という点では力不足である。 
   

３ 小括と考察 望まれる薬物乱用防止計画

との連携 

１） インタビュー協力者らが考える本教育啓

発活動の位置付け 

 この教育・啓発活動は、小学校児童・中学校

生徒を主なターゲットとはするが、学校カリキ

ュラムに規制されない（学校を場とする場合に

は、もちろん学校との協議、了解によって実施

する）特別の学校行事や地域行事として展開さ

れている。 

 インタビュー協力者らは、教育という側面で

見た場合、例えば「薬物乱用防止教室」などが

小学校では高学年を、中学校では 2年生を中心

に実施されているが、本来、くすりの適正使用

への筋道を作るという意味では、それなりの認

識力ができる年齢層であり、家庭等においてく

すりや薬物に接する時間や機会の多い小学校

低学年から開始しても良いのではないか、また、

そうした機会を設けることが具体的な家族ぐ

るみでの「気づき」に直結する、としている。

また、学校の授業コマワリに縛られないことの

利点は、教育・啓発方法を多彩に計画できる、

ということでもあるので、極力その利点を活か

していきたいと考えている。 

２） 本教育啓発活動の主眼と方法 

 本教育啓発活動は「地域の要請」に対応する

ものである。したがって、直接的な対象を児童

生徒等とする「教育」手法をとるものであって

も、その延長線上に必ず地域全体の「啓発」が

ある。座学の形をとる場合でも、簡単な実験や

ワークを行う（図 14） ことによって児童生徒
の気づきを促すとともに、児童生徒の反応から、

親世代が児童生徒の育成に必要なことを考え

る機会とできるように親子・地域参加型の組み

立てを基本としている。 

３） 展望と課題 

 「学校カリキュラムに規制されない特別の学

校行事や地域行事として展開されている」とい

う本教育啓発活動の特質は、そのまま、ある地

域においては単発的な取組に終わる、というリ

スクにつながる。特定の地域において形成的な

取組とするために、どのように、計画的に実施

されているおくすり教育や薬物乱用防止教育

と相互補完的な連携を取っていくかが大きな

課題である。 

また、多彩な教育啓発手法の開発を行ってい

るのであるが、現在では資金的な裏付けも多く  

はなく、特に教育・啓発を担う人材の確保が課

題となっている。更に、他に教育啓発を行って

いるさまざまな団体との分担や連携も課題で

あり、教育啓発活動が、平坦にしかも濃厚に実

施されるだけでは、逆に関心喪失につながるこ

とも考えられ、適正な時期にバラエティ豊かな

教育・啓発を行うために、地域社会・行政との

関係づくりが肝要となると考えられる。 

 

調査研究４ 

危険ドラッグ等の乱用防止対策に関する情報

交換会実施 
 

A．目的 
薬物乱用防止教育・啓発活動に関わる枢要な民

間団体関係者及び研究者と、本特別研究班との

間において、薬物乱用の実状等について共通の

認識、問題意識を作ること、並びに各団体の教

育・啓発理念や活動のノウハウなどの紹介によ

り相互の連携関係作りに役立てること、各団

体・研究者が今後の教育・啓発実施上、必要と

する支援の在り方を探り、新たな薬物乱用防止

の普及啓発の方途の展望を得ることを目的と

する。 

B．方法 
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本分担研究の中で、検討対象としてきた「コ

ミュニティ形成論」の立場から、子ども安全ま

ちづくりパートナーズ 重根美香氏を、「行政

施策」の立場からオブザーバーとして厚生労働

省医薬・生活衛生局 佐々木正大氏を、教育啓

発両部面を担う立場からは、札幌市薬剤師会会

長 柳瀬義博氏、横浜市薬剤師会会長 寺師三

千彦氏、北九州市薬剤師会会長 小野春夫氏、

並びにライオンズクラブ国際協会 330－A 地区
薬物乱用防止委員会委員長 寺田義和氏を、ま

た、全国高等学校 PTA連合会事務局長 内田志
づ子氏を、研究者の立場から、国立精神・神経

医療研究センター薬物依存研究部社会心理研

究室長 嶋根卓也氏を招へいし、本特別研究班

からは、研究代表者 井村伸正、分担研究者 

鈴木 勉、舩田正彦、山本経之の参加で、会議

形式で意見交換を行った。 

（倫理面の配慮） 
被招聘者に対しては、あらかじめ会議の主旨

等を記載した招聘状を送付し、参加・非参加 
の決定を委ねた。 
配布資料については、会議初頭において、あ

らかじめ二次利用の可否について説明し、参加

者の了承を得た。 
 

C. 結果、D．考察、E．結論 
１ 危険ドラッグ等の乱用防止の新たな普及

啓発研究の必要性について 

１）バックグラウンド 

 危険ドラッグの街頭店舗取締によって、危険

ドラッグ流通の形態が大きく変化した。街頭 

店舗はなくなってもインターネット販売やデ

リバリー販売などの方法を使う、また剤型の 

変化等によって容易に使用できるようにする

などの形で流通が続いている中、乱用薬物が 

大麻にシフトしているのではないか、という指

摘もあり、大麻事犯の低年齢化・増大傾向が 

認められる。特に大麻については、危険ドラッ

グ、麻薬、覚醒剤と異なり、インターネット 

等においてむしろ積極的に誘引するかのよう

な情報が氾濫している。 

２）研究の必要性 

 以上の背景に基づき、とりわけ大麻について

は、情報の氾濫の中で、国民が適正に判断でき

るための最新の基礎情報が必要とされる。まず、

薬理的情報、臨床的情報、海外における規制実

態・産業利用の実態・医療利用の実態等につい

て最新のデータを収集し、これらの情報を分析

整理しつつ正しい情報を抽出していく作業が

求められ、ついで、これらの情報を基礎に教育

資料や啓発資料に活用するまでの２階梯の作

業が必要になる。さらに同様の作業について危

険ドラッグ等他の規制薬物についても求めら

れる。 

３）薬物乱用防止に係る教育・啓発の在り方 

 以上のように、危険ドラッグ、大麻について

はインターネット等による情報氾濫、及び人 

間関係における「情」的レベルにおいて、生活

により近い存在となっており、今後、乱用防 

止教育・啓発等の活動において困難な局面も予

想され、改めて、体系的再構築、内容の刷新、 

手法の検討等を総合的に考える必要がある。 

 

２ 薬物乱用防止教育・啓発活動の実施状況 

１）全国高等学校 PTA連合会 

 生徒数 220万人に対して、薬物乱用防止パン

フレットの発行を毎年核となる事業としてや

っている。当初は、寝た子を起こすな、という

空気もあったが、今年の感触はよくて、特に地

方の学校のほうから、保護者にも余分にもらえ

ないかなどの要望が多く出されている。内容的

に科学的にもわかりやすく、かつ、保護者や高

校生の立場に立っているということで、非常に

好評を得ているが、一方、逆に言えば、それだ

け必要性が出てきたのかなというところで、あ

る意味で好評なことに危惧している。 

２）薬剤師会 

（１）政令都市の薬剤師会が協働で行う薬物乱

用防止キャンペーン 

  ① 大規模キャンペーン 

 全天候型大規模商業施設を用い、子供調剤体

験コーナーのような小児や児童が分包機で 

お薬をつくるという、薬剤師の仕事に興味を持

ってもらうイベント、行政や医療関係者の講 
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義イベント、展示物コーナーイベント、健康測

定イベントなどを展開している。 

 FM 放送局などと提携して、開催日まで知事、

市長、プロスポーツ選手、麻薬協会、薬学生 

などによるキャンペーンスポットを張る。社会

貢献事業ということで、企業と提携してドリ 

ンク無償提供やスポーツ選手の無償出演、自販

機での無償テロップなどの支援を受けてい 

る。薬剤師ではない実行委員たちのモチベーシ

ョンが上がり、活動が参加型になっていく過 

程で、薬剤師の使命感も向上した。現在は、多

くの政令指定都市で同様のキャンペーンが展 

開されている。 

 ② 街頭キャンペーン 

 上記大規模キャンペーンは地域の事情で同

日にはできないため、別途、全政令指定都市で、 

小学校の夏休みの初日に街頭キャンペーンを

行うことを取り決め、実施している。  

 ③ その他のキャンペーン活動 

 啓発ポスターと標語入賞作品の表彰、これに

関係するアンケート活動 など 

 （２）薬物乱用防止教育活動 

 政令指定都市レベルの了解に従って、おくす

り教育とは別枠で薬物乱用防止教室を開い 

ている。横浜市、北九州市では、全国共通の指

導教材が現存しないことに鑑みて小学校対象 

と中学校対象で教材を作成（教育委員会、健康

福祉部協力監修）し、地域の学校薬剤師に対 

して、要領を説明指導する機会を設け、年度内

の実施を促している。実施後の報告書提出も 

求めている。 

３）ライオンズクラブ 

ライオンズクラブの能動的社会貢献組織とい

う組織的特性に基づき、青少年の健全育成のた

めに薬物乱用防止活動に取り組んでおり、薬物

乱用防止教育プログラムを設けている。 

 同プログラムの必須構成要素として 以下

を掲げて 

① 児童生徒の自尊感情の醸成 ② 規則を

守ることの大事さ：人生の生き方 ③ 善意の

環境と悪意の環境 ④ 薬に関する正確な知

識 ⑤ 依存症の知識 ⑥ 違法薬物の種類 

⑦ 薬物乱用の犯罪 ⑧ 情報の評価と判断 

 独自の講師育成と認定を行っている。認定講

師はまずは正しい知識を持つ大人としての態

勢があることを目標に、３日間講習を受ける。

更に３年に１度の更新制である。現在は、文科

省、厚生労働省、警察庁、それから内閣府の後

援名義使用許可をもらっている。 

４）子ども安全まちづくりパートナーズ 

「まちづくり」ということで、ハードとソフト

両輪で活動しているが、薬物乱用防止に特化し

た活動はやっておらず、防災・防犯、福祉、子

供の居場所づくりなどをまちづくりと絡めて

活動している。子供を巻き込んだ、子供参加型

の活動というのを大切にしている。 

 活動の実感として、子供は信頼できる大人や

友達の声をよく聞く。一度乱用や違法行為に陥

ってしまった場合、学校不信、周りの大人不信

があるかもしれない。一般的な子供は何を知る

べきかというと、そういう困っている友達を見

つけたときに、どうやってその友達を助けてあ

げられるかというところの知識も必要ではな

いか。信頼できる大人がどこにいて、この人に

頼めば何とかしてくれるというような、一般的

な子供と専門機関の信頼関係というのをあら

かじめ結んでおくというところも必要ではな

いか。 

 あとは、法律違反だからやらないのではなく

て、自分にデメリットがあるからやらない、 

及びしないメリットについて、回避の方法につ

いて、などを子供たち同士で考える機会がある

といいと思う。 

 

３ 薬物乱用防止教育啓発に関する意見 

１）研究分担者 山本経之 

 薬物乱用防止を誰にターゲットを当ててや

るかということによって話の内容が変化する

ものと考えている。子供や学生に、薬物乱用防

止教育を進める場合、どのようなやり方がいい

かというのが今議論されているところではあ

るが、もう１つ、子供たちを取り巻く環境、家

庭や大人が実にあやふやな状態であることが

問題で、大人の教育というのを視野に入れて考
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えたほうが良いかもしれない。 

 学校での薬物乱用防止教育の必要性は、まず

薬物乱用の入り口年齢が16、18、せいぜい20歳

だから、そこを抑えるには教育が一番いいとい

うことと、学問的に言うと、若年層の脳の脆弱

性からいって、この時期に薬物をやった場合と

大人の時期にやるのと大きな違いがあるとい

うことである。 

 最終的な戦略目標は、薬物を乱用させない社

会であり、危険な薬物が目の前にあっても薬物

をやらない選択をすることができる社会をつ

くることはほぼ教育の問題であり、取締の範疇

ではないと考える。 

 更に留意すべきこととして学校や家庭がお

もしろくない、こうした気持ちをきっかけにし

ての乱用している比率が実に高い。したがって、

学校側もそういう環境の整備をやらなければ

ならないと考える。 

 学校における薬物乱用防止教育の中で、自分

としては「自分の脳を守る問題」を具体的なデ

ータに基づいて（説明方法は変化させつつ）理

解させることが枢要であると考える。 

 薬物乱用＝脳に機能的器質的障害を与える

＝人格を損なう、やがてその人の人生を損なう

という生き方にかかわる問題として教える。科

学的知見をもって、最終的にはそうだよねと思

った瞬間、薬物乱用をしては自分の人生が危な

いということを気づいてもらうという立て付

けで話をする。 

 関係省庁が同じ薬物乱用防止という目標に

対して、見るべき方向をすみ分けするなり、さ

まざまな局面で薬物乱用防止教育・啓発を担う

皆さんと我々研究者が、内容をお互いシェアし、

改善し、あるいはいい意味での批判をしながら

やっていくことが、そして３つの薬物乱用防止

に係る対策を１つに束ねることを前提にして

話し合いを進めていくのが重要だと考える18）。 

２）薬剤師会 

 学校における薬物乱用防止教育を薬剤師が

担う上で、共通ツールの開発が望ましい。各所

でツール開発は行われているとは思うが、これ

をそのまま共通化するのは必ずしも適当でな

いこともあり、また、情報の更新等が適時適正

に実施できる保証がない。薬物乱用防止教室が、

カリキュラム化されていく中で、発達段階や社

会関係の変化に併せた「検定教科書」的なもの

が必要ではないか。 

 学校における薬物乱用防止教育を、一次予防、

二次予防、三次予防の観点から見た場合、 

薬剤師が担う教育は主に一次予防であると考

える。この一次予防レベルのプログラムに、警

察やダルクが入ってくることに不合理さを感

じることが多い。すなわち、薬物乱用防止教育

も発達段階や社会的関係の変化に併せて、カリ

キュラムを組み、その中で、一次予防、二次予

防、三次予防のウェイトを変える、などの工夫

が必要である。 

３）国立精神・神経医療研究センター 

依存症に対する支援の必要性を研究してい

る立場から、どこの誰をターゲットにするのか

ということが普及啓発ではとても大事である

と考える。情報を見るような層に対して効果的

なメッセージを打っていくことが必要である。

逆にどこがターゲットなのかというところを

クリアにしていかないと、アウトプットの方法

や内容にぶれが生じる危険がある。例えば、使

おうという理由、使いたい理由を、あるいは使

わない理由を情報として求めている層に対し

ては、依存症というのはどういうものなのかな

ど情報を併せて伝えていく必要があると考え

る。また、インターネットで情報発信するとい

うことを仮定すると、それを見る人は必ずしも

本人とは限らず、友達が困っているとか、家族

が困っているというケースもあるので、友達を

何とか薬物をやめさせたいというときに、相談

支援に関する情報というものもあわせて必要

となると考える。 

４）子ども安全まちづくりパートナーズ 

 アプローチするターゲットを絞り込み、その

ターゲットにわかる言葉や、わかりやすい文化

を理解して伝えることが必要である。知識、バ

ックグラウンドは多様であるとしても、ターゲ

ットは絞り、それに対応する情報の内容や伝え

方を考慮しなければならない。 
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 エビデンスを示すということを常に意識し

ており、子供だからといって侮らないで、きち

んとしたデータを見せるということは非常に

大切だと考える。また、エビデンスに基づいて

教材をつくるというところも意識しており、専

門家ではないからという意識を持たないで、実

地に基づくデータを見せるということが必要

だと思う。 

 ワークショップなどの手法によって、自分が

どうなりたいかとか、どうしたいか、自分の行

動を促すような教育というものをしていく必

要がある。 

５）全国高等学校PTA連合会 
生徒たちに薬物乱用防止パンフレットが使

われているかについては疑問がある。様々な薬

物乱用防止教育が実施されているとしても、薬

物に手を出しているような生徒には行き渡っ

ていない可能性が高い。 

別途実施している自転車事故防止のキャン

ペーンと予防活動で、28年度から高校生向けの

ツイッターを始めたところ、現況で非常に好評

である。これから多角的に薬物乱用防止に迫っ

ていくというのであれば、高校生においてはＳ

ＮＳを活用したキャンペーンというのが、特に

学校にあまり関心のない生徒たちにとっては

有効かもしれないと考えている。 

 

４ 考察・結論 

達成すべき社会価値を「薬物乱用のない地域

社会の実現」とした場合の教育・啓発について、

関係する法規制や責任体系が錯綜する中、最も

水際で担当している諸団体・研究者たちが現況

でどのような場で、誰を対象とし、どのような

活動を展開しているかを相互に披見し、その活

動上、重要視されること、問題になっているこ

と、今後の展望などを情報共有していくことで、

共通の理解確保と絶対的に必要な知見の抽出

を行った。 

教育・啓発という方法においても、自発的又

は他力的に意識・行動変容を促すという意味で

は「人格」への介入を伴うものであるから、正

しい根拠と正しい論理を担保する責任があり、

かつ適正な対象選択・適正な手法と内容によら

なければならないのは自明である。参加者らの

意見によれば、最も重要なのは乱用防止の根拠

となる正しい最新の科学的知見であり、これを

正しい社会学的・教育学的論理によって構造化

することである。薬剤師会では、 

薬物乱用防止教室を「教室」として単発的に実

施するのではなく、形成的教育として経年カリ

キュラム化する必要があると考えている。更に

そのために、共通教科書の策定と内容情報の適

時更新、指導要領の策定等も必要だとする。 
また、教育・啓発は適正な対象選択、適正な

手法と内容によらなければならないという点

については 

薬剤師会は、乱用防止を一次予防、二次予防、

三次予防の観点から考えた場合、対象の発達段

階や社会関係・立場の変化に応じてこの３つの

ウェイトを変える必要があり、一次予防的教育

の中に二次予防、三次予防が無秩序に入り込む

ことは混乱と効果低減を招く恐れがあると考

えている。子ども安全まちづくりパートナーズ

は、一般的な防災等教育においても、 

ターゲットの絞り込みと当該ターゲットに対

応する情報の内容や伝え方の検討、及びワーク

ショップなどの手法を用いて自発的な気づき

と自分の行動変化を促すような教育が有効で

あるとしている。本特別研究・研究分担者 山

本経之氏は、「誰にターゲットを当ててやるか

ということによって話の内容が変化するもの」

という前提で、危険な薬物が目の前にあっても

薬物をやらない選択をすることができる社会

をつくることはほぼ教育（一次予防）の問題で

あり、取締（二次予防）の範疇ではないと考え

る。そのため、教育では、説明方法等を変化さ

せつつも、科学的知見から入って、自己防衛（自

尊）できる、自分の夢や希望を追求できる人生

といった人格的教育や人生教育に帰着させる

という構成で実践している。ライオンズクラブ

においてもほぼ同様の主旨であった。 

また、国立精神・神経医療研究センター 嶋

根卓也氏は、依存症に対する支援の必要性を研

究している立場から、普及啓発では誰をターゲ
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ットにするのかとその特定ターゲットに対し

て有効性の高いメッセージの発信が重要であ

るとし、意思決定や行動決定の支援のため、必

要に応じて依存症の情報や相談支援に関する

情報というものの発信も考慮すべきであると

する。 

我々は、これらの要請を受けて、特に近時積

極的誘引情報の多い大麻を中心に、最新の科学

的知見、及び諸外国の実態の調査に基づいて、

本邦の社会事情に照らし、乱用がどのような

「社会悪」となり得るかまでの法理的・社会学

的論理構築を試みなければならないものと考

える。 

加えて、薬物乱用防止教育の体系化とそのカリ

キュラム化を念慮して、教育資材の開発と標準

化、及び教育手法の確立、啓発方法の検討も協

働で行っていく必要がある。 

 

分担研究報告５ 分担研究全体総括 

 

危険ドラッグ等の乱用防止のより効果的な普

及啓発の方法について 

A. 論点 

本分担研究では、危険ドラッグ等の乱用防止の

より効果的な普及啓発の方法を探索する 

ことを目的とするが、一般に普及啓発の「方法」

といった場合には、危険ドラッグ等の乱用防止

が戦略的に合理的・合目的的かつ倫理的である

かに規定され、逆に当該方法による結果の積み

重ねが、戦略的正当性、公正性、福利性を担保

するものではない 19）。そのような視点から、

多角的に薬物乱用防止対策そのものの必要性

を検証し、最終的に現在実施されている薬物乱

用防止教育・啓発活動の実態と課題に迫りつつ、

今後を展望することを考慮した。 

 

B. 方法 

１ 超高齢・人口減少に向かう社会構造変化の

中で、薬物乱用が社会に与える影響を検証し、

地域住民が薬物乱用に至る陥穽を探求し、薬物

乱用防止対策の対社会的合理性・合目的性につ

いて検討する。 

２ 内閣府「第四次薬物乱用防止五か年戦略」

及びその筋道に沿って企画される地方自治体

の薬物乱用防止対策、並びに末端の教育啓発活

動について垂直に精査し、実態と実効性を検討

する。 

３ 学会・アカデミアの地域貢献活動として実

施されている薬物乱用防止教育・啓発活動の意

義と、「戦略」に位置付けられる教育・啓発活動

との関係の在り方を検討する。 

４ １～３の調査検討に基づき、教育・啓発活

動に携わる諸団体・研究者等との水平的情報交

換の場を設け、教育・啓発に必要な視座と求め

られる施策、今後の展望などを検討する。 

C. 結果、D．考察、E．結論 
１今後の地域社会構成と薬物乱用防止対策の

意義 

 超高齢・少子化を背景として新たな社会体系

の構築が求められており、地域包括ケア体制に

代表されるような、コンパクトかつ高密度な人

間関係に裏打ちされるアクティブなコミュニ

ティが構想されている。このような地域社会の

構築・維持には、一般的に地域の自律性に基づ

くリスクマネージメントとクライシスマネー

ジメントの適正循環が必須であり、それらを支

える教育・啓発と、警察的取締り・福祉的視点

による相談・救済体系が適正にドライブされる

必要がある。 

また、超高齢・少子化を背景とした新たなコ

ミュニティ構築の目標は、「コミュニティ機能

の持続と発展」及び「健全性の確保」である。

この場合の健全性とは、健康部面はもとより、

コミュニティ機能の適正性を保ち、発展させる

ための社会成員としての健全性をも意味して

おり、疾患障害や犯罪によるコミュニティから

の成員の離脱はコンパクトコミュニティにと

って大きな損失である。（例：2016 年の東京都

推定生涯年収：男性（254,979,625 円）、女性

（182,770,821 円））20）。このような視座に立て

ば、 薬物乱用防止対策は上記の２つの側面の

いずれにおいても重要な意義を持ち、今後の健

全な社会構築と維持には、「防止」という消極的

な意味合い以上に、アグレッシヴな役割を持つ
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可能性がある。 

２ わが国の薬物乱用防止戦略について 

政府の提示した第四次薬物乱用防止五か年

戦略も、それに基づく地方自治体の計画も、『末

広がりの階層構造になっており、全体として網

羅的な薬物乱用防止対策が可能な体制』を企図

して策定された計画ではあるが、こうした構造

では末端ほど戦略的意義が失われ、戦術的に運

用する傾向が高まる。特に、末端の外部協力者

においてその傾向が強くなることは否めず、自

分の分担や位置づけ明らかでなく、単に年間行

事やスケジュール的参加にとどまることにな

りがちである。またこのようなシステムにおい

ては、相当のモチベーションをもって臨んでい

る場合であっても、末端からの提案・要望の吸

い上げや迅速な実現、システムへの取り入れは

困難であり、協力者のモチベーション低下につ

ながりかねない。 

もう１つの懸案事項は政府の第四次薬物乱

用防止五か年戦略における戦略目標５ 薬物

密輸阻止に向けた国際的な連携・協力の推進 

である。覚醒剤、麻薬等については、国際的コ

ンセンサスができており、連携的に本邦への流

入を防止する素地はあり、すでに第四次薬物乱

用防止五か年計画のフォローアップ（平成 26年）
21）においても、多角的な取り組みがなされてい

ることが報告されているが、大麻については欧

米などで広く規制解除の動きがあり、本邦にお

ける規制についていかに理解を求めていくか、

今後、東京オリンピックなどを機会として民間

の本邦訪問が増加することが見込まれる中、別

枠での対応を迫られる可能性がある。 
 

３ 「大麻」規制緩和の動きへの対応：私見 
薬物乱用という場合、医療局面における必要

以上の医薬品等の濫費から生活局面における

違法薬物の乱用までを意識する必要がある。こ

のうち、生活局面における違法薬物の乱用に焦

点を当てた場合、「大麻」については、ほぼ確信

犯的に積極的誘引を行う広告や、有益性・無害

性を論じる情報が氾濫している。彼らの訴えの

筋道は、医療上の用途解禁からの日常嗜好品と

しての大麻使用とみることができ、かつ、フロ

ッガーらの論 22）に基づき個人の恣意による大
麻栽培と全草利用が原則で、これを厳しく規制

することは人権侵害にあたるとする。これに対

して取るべき態度はいかなるものか？ 
  まずわが国の法律構造からいうと、仮に大麻

の医療上の有益性を認めた場合、当該大麻又は

大麻製剤がどの範囲をさすかという問題はあ

るとしても、少なくとも医薬品医療機器等法の

規制対象となり、市中における自由流通は認め

られないことになる。おそらく医薬品医療機器

等法においても評価が固まるまでは、大麻取締

法、麻薬及び向精神薬取締法などに準じた一段

厳格な流通規制が適用されることになるであ

ろう。また、医療上の有益性とは翻れば日常使

用における有害性・危険性ということになるの

で、ますます自由流通自由使用からは遠ざかる

結果とならざるを得ない。 

逆に大麻の無害性を認めて、市中流通を考慮

す る場合、大麻の社会的価値とは何か、とい

う評価が必要になる。数量を限定して栽培を認

め、大麻解禁論者のいうように少量の日常的使

用に限るとしても、栽培を認めれば、必ず「悪

意」による乱用が発生すると同時に産業用大麻

との交雑問題が現在より以上に深刻化し、大麻

産業を圧迫すると考えられ、「誰にも迷惑をか

けなければ・・・」という主張は結果として破

綻し、社会悪に結果する。また、「少量の」とい

う場合、その少量とはどの程度の量を言うのか、

また誰が少量に規制するのか、自己規制が可能

なのか、商取引で大量使用に至る危険をどう担

保するのか、などのルールについては言及して

いない。更に吸引という摂取方法は内科的に不

健康であり、ここにおいてたばこの有害性との

比較は無意味である。近時タバコについても法

規制以上に条例等の規制により禁煙・分煙が進

む中、改めて不健康な摂取物を増やす社会的価

値は低いと言わざるを得ない。食品としての摂

取についても（仮に機能性表示食品等のケース

を当てはめても）、機能と安全性の担保は生産

者に委ねられるものとなり、「悪意」の入り込む

余地が高くなり、乱用の危険が増すだけであろ



-116- 

う。 

 次に現行法規制が他の取締関係法に比べて

厳しく、人権侵害にあたるのではないか、とす

る主張については、やにわに論じることはでき

ないが、いわゆる取締によって守られる「公共

の福祉」ではなく、自律的な地域社会構築上、

自明の社会倫理がある場合、それが一定の範囲

で当該地域社会成員個人の人権規制の根拠と

なることもある。例えば、地域社会における規

則である条例が根拠となる法律よりも一段厳

しい規制を行うこともある（例：いわゆる淫行

条例など）が、法律の主旨を逸脱しない限りに

おいて、地域の実状に鑑みてこれらは違憲とは

されていない 23）。 

 

４ 結論：薬物乱用防止に係る教育・啓発の戦

略的意義 

 以上の視点から、特に大麻問題については、

規制緩和を訴える層に対して、最新の科学的知

見に基づく理論武装はもちろん必要なところ

ではあるが、むしろ、大麻自体の有益性無害性

の論争も含めて規制緩和という法律行為が社

会的混乱や社会悪に結果する可能性が高い、そ

れに比べて社会益は低いという論理構成に基

づき、「大麻があっても用いない」という選択が

できるコンセンサス作りが必要であり、これは、

教育・啓発以外の方法では達成できないし、教

育や啓発によって自律性や自発性が確保でき

なければ、達成できたとしても持続・継承は困

難である。 

 結局のところ、地域社会における薬物乱用防

止は正規流通品の乱費、不適正使用から危険ド

ラッグなどの乱用まで、包括的に実施されるべ

きことが必要であり、特に、乱用防止教育・啓

発については内容のブラッシュアップから教

育の体系化と適時適正な指導方法・標準的教材

の開発、教育担当者の育成が重要である。 

 

F. 分担研究報告⑤ は、薬物乱用防止対策に
必要な論理構築について検討しており、健康

危険情報に該当する。いまだ詳細な検討に至

っておらず、将来にわたって検討を進める必

要がある。 
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図１ 人口ピラミッドの変化 

 
図２ 世帯類型別世帯数の推移 

総務省「国勢調査報告」をもとに国土交通省国土計画局作成 

 
図 3 医療提供体制の改革 
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図４ 国民の「健康寿命」の延伸 「2030年のあるべき姿 

厚生科学審議会「健康日本 21（第二次）推進専門委員会」資料より筆者作図 

 

 

図５ 地域包括ケア体制のありかた 

財務省 全世代型の社会保障制度へ（２） 医療・介護  

政府広報オンライン 社会保障と税の一体改革 2017・5 

 
 

＜『国民の「健康寿命」の延伸』＞ 
「2030 年の在るべき姿」 

① 効果的な予防サービスや健康管理の充実 
により、健やかに生活し、老いることが 
できる社会 
② 医療関連産業の活性化により、必要な 
 世界最先端の医療等が受けられる社会 
③ 病気やけがをしても、良質な医療・介護 
 へのアクセスにより、早く社会に復帰でき 
 る社会の実現を目指す 
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図６ 地域包括ケア体制における自助・互助・共助・公助の概念 

 政府広報オンライン 社会保障と税の一体改革 

 

 

図７ 危険ドラッグ販売店舗等の取締状況  厚生労働省（H27 /11） 

 

 

表１ 危険ドラッグ入手先別検挙人員数の推移 （警察庁平成 28年発表資料）より作表 
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図８ 人口 10万人当たりの大麻事犯検挙人員（年齢層別）の推移  

（警察庁平成 28年発表資料）より作図 

  

 

 

表２ 大麻違反態様別の検挙数の推移 （警察庁平成 28年発表資料）より作表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大麻違反態様別の検挙数（人） Ｈ２５年 Ｈ２６年 Ｈ２７年
所持 1252 1400 1679
栽培 91 116 107
譲渡 70 104 123
譲受 69 50 91
密輸 43 40 59
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図９ 「薬物、タバコ、酒」に関する意識調査（小中学生対象） 一部抜粋筆者改変 

 

 

 

 

表３ 大麻吸引に対する市民の意識 （NPO法人 ドットジェイピー調査より筆者作図） 

 

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00% 60.00%

あるかもしれない

ないと思う

わからない

無回答

１身近に「脱法ハーブ」や「危険ドラッグ」に接する場
面があると思うか

中学校2年生 小学校5年生

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00% 60.00%

簡単に手に入る

少し苦労するが
何とか手に入る

ほとんど
不可能

絶対
不可能

無回答

２「脱法ハーブ」や「危険ドラッグ」を手に入れようとし
た場合、すぐに手に入ると思うか

中学校2年生 小学校5年生
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表４ 大麻の害に対する市民の意識（NPO法人 ドットジェイピー調査より筆者作図） 

 

 

 

図 10 個人輸入に関する消費者の意識と実態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.00% 10.00% 20.00% 30.00% 40.00% 50.00% 60.00% 70.00% 80.00% 90.00%

①偽造品・不良品
がある危険性を
知っているか

②過去の重大な
健康被害を
知っているか

③医療用医薬品を医師・薬剤師の
指導なく使用
するのは
危険だと思うか

④医薬品の個人輸入をしてみたいか

個人輸入に関する消費者の意識と実態

場合によって NO YES

①～③  奥村順子他、厚生労働科学研究費補助金平成 20～22年度総合報告書・分担研究報告 

「個人輸入に関する消費者の実態調査」より 

④ 荒木理沙 医薬品個人輸入に関する消費者の意識調査―保健衛生上の観点から―  

平成 22年 3月 （金沢大学大学院自然科学研究科博士前期課程学位論文）より  作図 
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図 11 1 世帯当たり年間の健康保持摂取品の支出額 総務省統計局 「平成 26年家計調査結果」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 ネットショッピングの 1世帯当たり年間支出額・内訳 

総務省統計局 「家計消費状況調査結果」＜2015年＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 世帯主の年齢階級別ネットショッピング支出総額に占める医薬品・健康食品の割合 

総務省統計局 「統計 Today NO.96」 
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図 14 参加型おくすり教室の模様 
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